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第
１

　
平

成
22

年
度

決
算

の
状

況

　
　

　
Ⅰ
　
概
　
　
　
要

　
　

平
成

22
年

度
の

財
政

運
営

に
あ

た
っ

て
は

、
公

債
費

や
社

会
保

障
関

係
費

な
ど

の
義

務
的

経
費

の
増

加
が

続
く

中
で

、
「

新
財

政
構

造
改

革
プ

ラ
ン

」
に

基
づ

く
職

員
定

員
の

削
減

、
事

務
事

業
の

見
直

し
等

の
改

革
措

置
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

歳
出

総
額

の
増

加
の

抑
制

に
極

力
努

め
た

と
こ

ろ
で

す
。

　
　

県
で

は
、

県
民

生
活

の
安

定
・

安
全

・
安

心
の

向
上

を
図

り
、

県
民

一
人

ひ
と

り
が

将
来

へ
の

希
望

を
持

っ
て

、
生

ま
れ

、
育

ち
、

生
活

し
て

よ
か

っ
た

と
実

感
で

き
る

「
県

民
幸

福
度

日
本

一
」

の
福

岡
県

を
、

県
民

の
皆

さ
ん

と
一

緒
に

つ
く

っ
て

い
く

こ
と

と
し

て
い

ま
す

。
　

　
そ

の
実

現
に

向
け

て
、

中
小

企
業

・
農

林
水

産
業

の
振

興
、

ア
ジ

ア
に

向
け

た
ビ

ジ
ネ

ス
・

交
流

拠
点

づ
く

り
、

21
世

紀
型

先
端

成
長

産
業

の
育

成
な

ど
、

活
力

と
成

長
力

に
満

ち
た

経
済

と
雇

用
の

創
出

に
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
ま

す
。

さ
ら

に
、

地
域

防
災

計
画

の
見

直
し

な
ど

の
総

合
的

な
防

災
対

策
の

実
施

、
は

つ
ら

つ
、

健
や

か
、

共
に

支
え

あ
う

安
心

社
会

づ
く

り
、

子
ど

も
が

将
来

に
向

か
っ

て
夢

を
広

げ
、

は
ば

た
く

社
会

づ
く

り
、

環
境

に
や

さ
し

く
、

快
適

に
暮

ら
せ

る
社

会
づ

く
り

な
ど

の
施

策
を

進
め

て
い

る
と

こ
ろ

で
す

。
　

　
以

下
、

平
成

22
年

度
の

決
算

の
内

容
に

つ
い

て
、

説
明

い
た

し
ま

す
。

　
　
　
Ⅱ
　
一
 
般

 
会

 
計

　
　
⑴
　
概
　
　

要

　
　

平
成

22
年

度
の

一
般

会
計

の
決

算
額

は
、

歳
入

１
兆

6,7
43

億
7,7

19
万

円
、

歳
出

１
兆

6,5
33

億
3,8

37
万

円
、

歳
入

歳
出

差
引

額
（

形
式

収
支

）
は

21
0億

3,8
82

万
円

の
黒

字
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

の
歳

入
歳

出
差

引
額

の
中

に
は

、
翌

年
度

へ
繰

り
越

し
た

事
業

に
充

て
る

た
め

に
必

要
な

財
源

19
2億

30
9万

円
が

含
ま

れ
て

い
ま

す
の

で
、

こ
れ

を
差

し
引

い
た

実
質

収
支

は
18

億
3,5

73
万

円
の

黒
字

と
な

っ
て

い
ま

す
。
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一
 
般
 
会
 
計
 
決
 
算
 
状
 
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
分

平
成

22
年

度
（

A
）

平
成

21
年

度
（

B）
平

成
20

年
度

（
C）

対
　

前
　

年
　

度
　

比
　

較

（
A

）－
（

B）
（

B
）－

（
C

）
（

A）
/（

B）
（

B）
/（

C）
歳

入
総

額
㋑

1,6
74

,37
7,1

90
1,7

46
,16

5,8
94

1,5
63

,00
7,6

33
△

 7
1,7

88
,70

4
18

3,1
58

,26
1

95
.9

11
1.7

歳
出

総
額

㋺
1,6

53
,33

8,3
70

1,7
17

,44
8,8

38
1,5

39
,92

3,4
47

△
 6

4,1
10

,46
8

17
7,5

25
,39

1
96

.3
11

1.5
歳

入
歳

出
差

引（
㋑

－
㋺

）
㋩

21
,03

8,8
20

28
,71

7,0
56

23
,08

4,1
86

△
 7

,67
8,2

36
5,6

32
,87

0
73

.3
12

4.4
翌 年 度 へ 繰 り

越 す べ き 額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

㋥
－

－
－

－
繰

越
明

許
費

繰
越

額
㋭

19
,19

1,5
11

26
,76

0,6
21

21
,01

6,7
96

△
 7

,56
9,1

10
5,7

43
,82

5
71

.7
12

7.3
事

故
繰

越
額

㋬
11

,57
9

30
1,8

15
32

1,8
44

△
 2

90
,23

6
△

 2
0,0

29
3.8

93
.8

計
（

㋥
＋

㋭
＋

㋬
）

㋣
19

,20
3,0

90
27

,06
2,4

36
21

,33
8,6

40
△

 7
,85

9,3
46

5,7
23

,79
6

71
.0

12
6.8

実
質

収
支

（
㋩

－
㋣

）
㋠

1,8
35

,73
0

1,6
54

,62
0

1,7
45

,54
6

18
1,1

10
△

 9
0,9

26
単

年
度

収
支

㋷
18

1,1
10

△
 9

0,9
26

△
 8

9,5
50

27
2,0

36
△

 1
,37

6
（

㋠
－

前
年

度
㋠

）
　

　
こ

の
表

の
示

す
と

お
り

、
一

般
会

計
の

平
成

22
年

度
決

算
は

、
前

年
度

に
比

べ
、

歳
入

に
お

い
て

71
7億

8,8
70

万
円

（
4.1

％
）

減
少

し
、

歳
出

に
お

い
て

64
1億

1,0
47

万
円

（
3.7

％
）

減
少

し
て

い
ま

す
。

　
　
⑵
　
歳
入
決
算

　
　

平
成

22
年

度
の

一
般

会
計

歳
入

決
算

額
は

、
１

兆
6,7

43
億

7,7
19

万
円

で
、

最
終

予
算

額
１

兆
7,2

74
億

1,7
33

万
円

に
対

し
、

53
0億

4,0
14

万
円

（
調

定
額

に
対

し
23

4億
1,1

73
万

円
）

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

そ
の

主
な

も
の

は
、

国
庫

支
出

金
17

8億
6,5

17
万

円
、

繰
入

金
27

7億
64

4万
円

、
県

債
14

4億
2,9

08
万

円
の

減
に

よ
る

も
の

で
、

い
ず

れ
も

事
業

費
の

一
部

を
翌

年
度

へ
繰

越
し

し
た

こ
と

等
に

よ
る

も
の

で
す

。
　

　
歳

入
決

算
額

の
科

目
別

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

平
成
2
2
年
度
一
般
会
計
歳
入
決
算
状
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

分
最

終
予

算
額

（
A

）
調

　
定

　
額

（
B）

収
入

済
額

（
決

算
額

）
（

C）

（
C）

の
構

成
比

差
　

　
　

引
収

 入
 率

（
C

）－
（

A
）

（
C

）－
（

B）
（

C）
/（

A）
（

C）
/（

B）
県

税
47

8,3
65

,55
6

50
0,8

88
,09

0
48

1,2
75

,97
2

28
.7

2,9
10

,41
6

△
 1

9,6
12

,11
8

10
0.6

96
.1

地
方

消
費

税
清

算
金

96
,38

3,8
74

96
,38

3,8
74

96
,38

3,8
74

5.7
0

0
10

0.0
10

0.0
地

方
譲

与
税

54
,53

2,3
28

59
,55

9,9
94

59
,55

9,9
94

3.6
5,0

27
,66

6
0

10
9.2

10
0.0

地
方

特
例

交
付

金
5,4

86
,49

1
5,4

86
,49

1
5,4

86
,49

1
0.3

0
0

10
0.0

10
0.0

地
方

交
付

税
28

3,1
56

,91
3

28
3,6

84
,74

7
28

3,6
84

,74
7

17
.0

52
7,8

34
0

10
0.2

10
0.0

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
1,6

12
,63

5
1,6

11
,58

5
1,6

11
,58

5
0.1

△
 1

,05
0

0
99

.9
10

0.0
分

担
金

及
び

負
担

金
11

,53
3,3

36
11

,26
8,7

79
11

,26
8,7

79
0.7

△
 2

64
,55

7
0

97
.7

10
0.0

使
用

料
及

び
手

数
料

9,9
45

,05
1

9,8
05

,16
4

9,8
01

,44
3

0.6
△

 1
43

,60
8

△
 3

,72
1

98
.6

10
0.0

国
庫

支
出

金
24

4,8
97

,22
5

22
7,0

32
,05

1
22

7,0
32

,05
1

13
.5

△
 1

7,8
65

,17
4

0
92

.7
10

0.0
財

産
収

入
5,0

89
,46

4
5,1

90
,76

6
5,1

90
,76

6
0.3

10
1,3

02
0

10
2.0

10
0.0

寄
附

金
1,4

89
1,5

96
1,5

96
0.0

10
7

0
10

7.2
10

0.0
繰

入
金

77
,25

1,2
06

49
,54

4,7
66

49
,54

4,7
66

3.0
△

 2
7,7

06
,44

0
0

64
.1

10
0.0

繰
越

金
27

,88
9,7

45
27

,88
9,7

46
27

,88
9,7

46
1.7

1
0

10
0.0

10
0.0

諸
収

入
14

0,7
04

,50
8

14
3,3

02
,84

5
13

9,5
06

,95
2

8.3
△

 1
,19

7,5
56

△
 3

,79
5,8

93
99

.1
97

.4
県

債
29

0,5
67

,51
0

27
6,1

38
,42

8
27

6,1
38

,42
8

16
.5

△
 1

4,4
29

,08
2

0
95

.0
10

0.0

歳
入

合
計

1,7
27

,41
7,3

31
1,6

97
,78

8,9
22

1,6
74

,37
7,1

90
10

0.0
△

 5
3,0

40
,14

1
△

 2
3,4

11
,73

2
96

.9
98

.6
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（
55
.4%
）

（
44
.6%
） 

48
1,2
76

（
28
.7%
）

地
方
消
費
税

清
算
金

96
,38
4（
5.7
%
）

地
方
特
例
交
付
金

5,4
86（
0.3
%
）

地
方
交
付
税

28
3,6
85（
17
.0%
）

地
方
譲
与
税

59
,56
0（
3.
6%
）

交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金

1,6
11（
0.1
%
）22
7,0
32

（
13
.5%
）

27
6,1
38

（
16
.5%
）

諸
収
入

13
9,5
07（
8.
3%
）

使
用
料
及
び
手
数
料

9,8
01（
0.6
%
）

国 庫
支
出
金

県

債

存

財
源

源

財

定

特
一

般

財

源

源

財

主
自

県

税

歳
入
総
額

1,6
74
,37
7

（
52
.1 
%
）

（
47
.9 
%
）

（
52
.3%
） 

49
9,8
80

（
28
.6%
）

地
方
消
費
税

清
算
金

96
,73
2（
5.5
%
）

地
方
特
例
交
付
金

5,8
32（
0.3
%
）

地
方
交
付
税

27
6,5
73（
15
.9%
）

地
方
譲
与
税

29
,47
2（
1.
7%
）

交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金

1,6
36（
0.1
%
）31
3,6
21

（
18
.0%
）

28
5,3
24

（
16
.3%
）

諸
収
入

14
6,1
84（
8.
4%
）

使
用
料
及
び
手
数
料

17
,23
0（
1.0
%
）

国
庫
支
出
金

県

債
依 存

財

源

源財

定

特

源

財

般

一

源

財

主
自

県

税

歳
入
総
額

1,7
46
,16
6

（
49
.0%
）

（
51
.0%
）

（
47
.7%
）

分
担
金
・
負
担
金

繰
越

金
繰

入
金

財
産

収
入

寄
附

金

9,4
32（
0.5
%
）

22
,21
1（
1.3
%
）

36
,57
3（
2.1
%
）

5,4
23（
0.3
%
）

43（
0.0
%
）

分
担
金
・
負
担
金

繰
越

金
繰

入
金

財
産
収
入

寄
附

金

11
,26
9（
0.7
%
）

27
,89
0（
1.7
%
）

49
,54
5（
3.0
%
）

5,1
91（
0.3
%
）

2（
0.0
%
）

依

歳
　
入
　
の
　
構
　
成

（
単

位
：

百
万

円
）

　
　

歳
入

決
算

の
対

前
年

度
比

較
及

び
推

移
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

一
般
会
計
歳
入
決
算
対
前
年
度
比
較
表

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

　
分

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

増
 減

 額
伸

長
率

決
算

額（
A

）
構

成
比

決
算

額（
B）

構
成

比
（

A
）－

（
B

）
（

A
）/（

B
）

県
税

48
1,2

75
,97

2 
28

.7 
49

9,8
79

,60
1 

28
.6 

△
 1

8,6
03

,62
9

96
.3 

地
方

消
費

税
清

算
金

96
,38

3,8
74

 
5.7

 
96

,73
2,3

19
 

5.5
 

△
 3

48
,44

5
99

.6 
地

方
譲

与
税

59
,55

9,9
94

 
3.6

 
29

,47
2,4

12
 

1.7
 

30
,08

7,5
82

20
2.1

 
地

方
特

例
交

付
金

5,4
86

,49
1 

0.3
 

5,8
32

,09
3 

0.3
 

△
 3

45
,60

2
94

.1 
地

方
交

付
税

28
3,6

84
,74

7 
17

.0 
27

6,5
72

,80
6 

15
.9 

7,1
11

,94
1

10
2.6

 
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

1,6
11

,58
5 

0.1
 

1,6
36

,00
6 

0.1
 

△
 2

4,4
21

98
.5 

分
担

金
及

び
負

担
金

11
,26

8,7
79

 
0.7

 
9,4

31
,50

3 
0.5

 
1,8

37
,27

6
11

9.5
 

使
用

料
及

び
手

数
料

9,8
01

,44
3 

0.6
 

17
,22

9,9
99

 
1.0

 
△

 7
,42

8,5
56

56
.9 

国
庫

支
出

金
22

7,0
32

,05
1 

13
.5 

31
3,6

20
,62

4 
18

.0 
△

 8
6,5

88
,57

3
72

.4 
財

産
収

入
5,1

90
,76

6 
0.3

 
5,4

22
,87

2 
0.3

 
△

 2
32

,10
6

95
.7 

寄
附

金
1,5

96
 

0.0
 

43
,00

5 
0.0

 
△

 4
1,4

09
3.7

 
繰

入
金

49
,54

4,7
66

 
3.0

 
36

,57
3,0

63
 

2.1
 

12
,97

1,7
03

13
5.5

 
繰

越
金

27
,88

9,7
46

 
1.7

 
22

,21
1,4

13
 

1.3
 

5,6
78

,33
3

12
5.6

 
諸

収
入

13
9,5

06
,95

2 
8.3

 
14

6,1
83

,81
2 

8.4
 

△
 6

,67
6,8

60
95

.4 
県

債
27

6,1
38

,42
8 

16
.5 

28
5,3

24
,36

6 
16

.3 
△

 9
,18

5,9
38

96
.8 

歳
入

合
計

1,6
74

,37
7,1

90
 

10
0.0

 
1,7

46
,16

5,8
94

 
10

0.0
 

△
 7

1,7
88

,70
4

95
.9 
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9 10
0
－

10 11
0.2
11
0.2

11 10
6.6
96
.7

12 10
7.2
10
0.6

13 10
9.0
10
1.6

14 10
4.2
95
.6

15 10
0.9
96
.8

16 10
2.8
10
2.0

17 10
1.2
98
.4

18 10
1.7
10
0.5

19 10
1.4
99
.8

20 10
2.6
10
1.1

21 11
4.6
11
1.7

22 10
9.9
95
.9

15
,00
0

10
,00
0

5,0
00

年
度
指
数

対
前
年
度
比

（
億
円
）

18
.4

31
.9

18
.0

14
.7

17
.0

17
.6

30
.2

16
.5

16
.1

19
.6

18
.7

30
.8

20
.4

10
.6

19
.5

18
.6

31
.7

22
.0

9.318
.4

18
.8

30
.9

20
.0

11
.8

18
.5

17
.0

29
.3

21
.0

14
.0

18
.7

16
.2

29
.9

19
.1

15
.6

19
.2

16
.3

31
.1

18
.4

13
.7

20
.5

16
.3

32
.5

18
.2

12
.1

22
.7

11
.8

35
.0

17
.6

11
.9

23
.7

11
.4

40
.0

17
.1

12
.7

18
.8

12
.7

38
.1

16
.8

14
.3

18
.1

18
.0

28
.6

15
.9

16
.3

21
.2

県
税
28
.7

県
債
16
.5

その
他

24
.3

国　
庫

支出
金

13
.5

地　
方

交付
税

17
.0

15
,23
5

16
,79
7

16
,24
7

16
,60
7

15
,87
2

15
,36
6

15
,66
9

15
,41
4

15
,48
9

15
,45
2

15
,63
0

17
,46
2

16
,74
4

16
,34
0

一
般
会
計
歳
入
決
算
の
推
移

　
○

県
　

税
　

　
県

税
の

決
算

額
は

、
4,8

12
億

7,5
97

万
円

で
歳

入
総

額
の

28
.7％

を
占

め
て

お
り

、
前

年
度

に
対

し
て

18
6億

36
3万

円
、

3.7
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

法
人

事
業

税
の

一
部

国
税

化
の

平
年

度
化

に
よ

り
法

人
二

税
が

減
少

し
た

こ
と

や
、

個
人

所
得

の
減

少
に

伴
い

個
人

県
民

税
が

減
少

し
た

こ
と

等
に

よ
る

も
の

で
す

。
　

税
目

別
の

対
前

年
度

比
較

は
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
2
年
度
県
税
決
算
状
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
分

調
　

　
定

　
　

額
  （

A
）

収
　

　
入

　
　

額
  （

B）
収

入
歩

合
（

B）
（

A
）

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

伸
長

率
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
伸

長
率

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

個
人

県
民

税
16

5,1
58

,00
1 

17
3,4

24
,30

1 
95

.2 
15

2,9
48

,34
8 

16
1,3

70
,85

0 
94

.8 
92

.6 
93

.0 
法

人
県

民
税

25
,33

2,7
30

 
24

,17
2,7

03
 

10
4.8

 
25

,01
5,1

26
 

23
,83

4,1
49

 
10

5.0
 

98
.7 

98
.6 

県
民

税
利

子
割

4,1
74

,59
4 

4,4
90

,52
8 

93
.0 

4,1
74

,59
4 

4,4
90

,52
8 

93
.0 

10
0.0

 
10

0.0
 

個
人

事
業

税
6,2

79
,65

6 
6,8

98
,02

5 
91

.0 
5,6

57
,50

9 
6,2

02
,40

4 
91

.2 
90

.1 
89

.9 
法

人
事

業
税

69
,79

0,9
02

 
88

,91
9,7

73
 

78
.5 

68
,85

5,7
83

 
87

,83
2,0

85
 

78
.4 

98
.7 

98
.8 

地
方

消
費

税
91

,82
1,9

57
 

80
,30

0,8
14

 
11

4.3
 

91
,82

1,9
57

 
80

,30
0,8

14
 

11
4.3

 
10

0.0
 

10
0.0

 
不

動
産

取
得

税
16

,86
6,5

03
 

19
,14

2,2
02

 
88

.1 
14

,98
8,0

36
 

16
,68

1,8
30

 
89

.8 
88

.9 
87

.1 
県

た
ば

こ
税

10
,62

0,4
93

 
10

,27
7,4

77
 

10
3.3

 
10

,61
9,1

03
 

10
,27

7,4
59

 
10

3.3
 

10
0.0

 
10

0.0
 

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
1,1

79
,52

4 
1,2

73
,95

1 
92

.6 
1,0

80
,40

1 
1,1

90
,33

2 
90

.8 
91

.6 
93

.4 
自

動
車

取
得

税
6,7

28
,47

1 
8,1

89
,18

0 
82

.2 
6,7

28
,47

1 
8,1

89
,18

0 
82

.2 
10

0.0
 

10
0.0

 
軽

油
引

取
税

38
,90

0,2
22

 
33

,66
7,4

72
 

11
5.5

 
38

,15
1,0

02
 

32
,69

8,0
94

 
11

6.7
 

98
.1 

97
.1 

自
動

車
税

63
,44

3,5
19

 
65

,22
8,9

97
 

97
.3 

60
,94

6,5
38

 
62

,30
6,1

62
 

97
.8 

96
.1 

95
.5 
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そ
の
他
0.3
%

自
動
車
取
得
税
1.4
%

県
た
ば
こ
税
2.2
%

不
動
産
取
得
税
3.1
%

法
人
事
業
税

14
.3%

法
人
県
民
税

5.2
%

利
子
割
0.
9%37
.9%

個
人

県

民

税

県

民

税

事

軽
油
引
取
税

7.9
%

地
方
消
費
税

19
.1%自
動
車
税

12
.6%

個
人
事
業
税

1.2
%

31
.8%

そ
の
他
1.1
%

自
動
車
取
得
税
1.6
%

県
た
ば
こ
税
2.1
%

不
動
産
取
得
税
3.3
%

個
人
事
業
税
1.2
%

法
人
事
業
税

17
.6%

利
子
割

0.9
%

法
人
県
民
税
4.8
%

32
.3%

38
.0%

総
額

4,8
12
億
7,5
97
万
円

総
額

4,9
98
億
7,9
60
万
円

法
人

事

業 税民

税

税
業

事

地
方
消
費
税

16
.1%自
動
車
税

12
.5%

軽
油
引
取
税

6.5
%

県

18
.8%

業
税

15
.5%

鉱
区

税
9,0

77
 

9,2
41

 
98

.2 
6,6

51
 

6,2
55

 
10

6.3
 

73
.3 

67
.7 

（
普

通
税

計
）

50
0,3

05
,64

9 
51

5,9
94

,66
4 

97
.0 

48
0,9

93
,51

9 
49

5,3
80

,14
2 

97
.1 

96
.1 

96
.0 

狩
猟

税
39

,49
3 

42
,14

0 
93

.7 
39

,49
3 

42
,14

0 
93

.7 
10

0.0
 

10
0.0

 
産

業
廃

棄
物

税
22

5,7
22

 
26

7,3
05

 
84

.4 
22

5,3
29

 
26

6,7
23

 
84

.5 
99

.8 
99

.8 
（

目
的

税
計

）
26

5,2
15

 
30

9,4
45

 
85

.7 
26

4,8
22

 
30

8,8
63

 
85

.7 
99

.9 
99

.8 
特

別
地

方
消

費
税

1,4
95

 
4,4

97
 

33
.2 

0 
0 

-
0.0

 
0.0

 
軽

油
引

取
税

31
5,7

31
 

4,8
57

,09
0 

6.5
 

17
,63

1 
4,1

90
,40

8 
0.4

 
5.6

 
86

.3 
自

動
車

取
得

税
0 

18
9 

皆
減

0 
18

9 
皆

減
-

10
0.0

 
料

理
飲

食
等

消
費

税
0 

14
 

皆
減

0 
0 

-
-

0.0
 

（
旧

法
に

よ
る

税
計

）
31

7,2
26

 
4,8

61
,79

0 
6.5

 
17

,63
1 

4,1
90

,59
7 

0.4
 

5.6
 

86
.2 

合
計

50
0,8

88
,09

0 
52

1,1
65

,89
9 

96
.1 

48
1,2

75
,97

2 
49

9,8
79

,60
2 

96
.3 

96
.1 

95
.9 

県
　
税
　
の
　
構
　
成

　
○

地
方

消
費

税
清

算
金

　
　

地
方

消
費

税
清

算
金

は
、

地
方

消
費

税
が

最
終

的
に

消
費

さ
れ

た
都

道
府

県
の

収
入

に
な

る
よ

う
、

い
く

つ
か

の
消

費
に

関
す

る
指

標
に

基
づ

き
都

道
府

県
間

で
清

算
を

行
い

交
付

さ
れ

ま
す

。
　

　
地

方
消

費
税

清
算

金
の

決
算

額
は

、
96

3億
8,3

87
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

5.8
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

　
○

地
方

譲
与

税
　

　
地

方
譲

与
税

の
決

算
額

は
、

59
5億

5,9
99

万
円

で
、

歳
入

総
額

の
3.6

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

て
30

0億
8,7

58
万

円
、

10
2.1

％
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
地

方
法

人
特

別
譲

与
税

が
増

と
な

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
○

地
方

特
例

交
付

金
　

　
地

方
特

例
交

付
金

の
決

算
額

は
、

54
億

8,6
49

万
円

で
、

歳
入

総
額

の
0.3

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

て
3億

4,5
60

万
円

、
5.9

％
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
恒

久
的

な
減

税
に

伴
う

地
方

税
の

減
収

の
一

部
を

補
填

す
る

た
め

の
減

税
補

て
ん

特
例

交
付

金
が

平
成

18
年

度
を

も
っ

て
廃

止
さ

れ
た

こ
と

に
伴

う
経

過
措

置
と

し
て

創
設

さ
れ

た
特

別
交

付
金

が
廃

止
さ

れ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
○

地
方

交
付

税
　

　
地

方
交

付
税

の
決

算
額

は
、

2,8
36

億
8,4

75
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

16
.9％

を
占

め
て

い
ま

す
。

そ
の

内
訳

は
、

普
通

交
付

税
2,7

91
億

5,6
91

万
円

、
特

別
交

付
税

45
億

2,7
84

万
円

で
、

前
年

度
と

比
較

す
る

と
、

普
通

交
付

税
2.5

％
の

増
、

特
別

交
付

税
5.0

％
の

増
、

全
体

で
2.6

％
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
地

方
財

政
対

策
に

お
い

て
交

付
税

が
１

兆
円

増
額

さ
れ

た
こ

と
等

に
よ

る
も

の
で

す
。
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平
成
2
2
年

度
地
方
交
付
税
決
算
状
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

分
本

　
　

　
県

　
　

　
分

全
　

国
（

道
府

県
）

分

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

伸
長

率
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
伸

長
率

普
通

交
付

税
27

9,1
56

,91
3 

27
2,2

61
,37

5 
10

2.5
8,6

22
,01

1,0
23

 
8,0

62
,24

6,5
76

 
10

6.9

特
別

交
付

税
4,5

27
,83

4 
4,3

11
,43

1 
10

5.0
14

4,4
53

,21
3 

12
1,8

89
,45

6 
11

8.5

計
28

3,6
84

,74
7 

27
6,5

72
,80

6 
10

2.6
8,7

66
,46

4,2
36

 
8,1

84
,13

6,0
32

 
10

7.1

　
○

国
庫

支
出

金
　

　
国

庫
支

出
金

の
決

算
額

は
、

2,2
70

億
3,2

05
万

円
で

歳
入

総
額

の
13

.6％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

て
86

5億
8,8

57
万

円
、

27
.6％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

国
の

経
済

対
策

に
よ

る
地

域
活

性
化

・
公

共
投

資
臨

時
交

付
金

、
介

護
職

員
処

遇
改

善
等

臨
時

特
例

交
付

金
、

介
護

基
盤

緊
急

整
備

等
臨

時
特

例
交

付
金

な
ど

が
減

少
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。
　

　
種

類
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
2
年
度
国
庫
支
出
金
決
算
状
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

　
分

決
　

　
　

　
算

　
　

　
　

額
伸

　
長

　
率

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

差
　

　
引

国 庫 負 担 金

保
健

費
4,6

55
,78

2
4,3

08
,59

8
34

7,1
84

10
8.1

生
活

労
働

費
29

,75
6,5

20
28

,92
9,6

99
82

6,8
21

10
2.9

教
育

費
75

,75
3,6

14
62

,65
5,3

19
13

,09
8,2

95
12

0.9
災

害
復

旧
費

1,1
58

,85
5

1,1
63

,15
9

△
4,3

04
99

.6

小
計

11
1,3

24
,77

1
97

,05
6,7

75
14

,26
7,9

96
11

4.7

国 　 庫 　 補 　 助 　 金

総
務

費
8,9

15
,86

8
38

,39
7,6

97
△

29
,48

1,8
29

23
.2

保
健

費
12

,97
9,1

52
43

,80
6,7

01
△

30
,82

7,5
49

29
.6

環
境

費
45

,25
0

1,0
40

,37
4

△
99

5,1
24

4.3
生

活
労

働
費

18
,94

5,6
90

50
,02

5,1
56

△
31

,07
9,4

66
37

.9
農

林
水

産
業

費
15

,53
3,2

64
19

,13
3,6

75
△

3,6
00

,41
1

81
.2

商
工

費
7,5

60
5,0

40
2,5

20
15

0.0
県

土
整

備
費

42
,01

5,6
86

44
,00

1,5
49

△
1,9

85
,86

3
95

.5
警

察
費

1,8
42

,58
2

2,1
63

,48
0

△
32

0,8
98

85
.2

教
育

費
7,2

79
,23

1
11

,99
4,8

00
△

4,7
15

,56
9

60
.7

災
害

復
旧

費
1,5

29
,99

6
1,5

61
,89

8
△

31
,90

2
98

.0

小
計

10
9,0

94
,27

9
21

2,1
30

,37
0

△
10

3,0
36

,09
1

51
.4

委 　 　 託 　 　 金

総
務

費
4,4

06
,34

0
2,9

03
,13

2
1,5

03
,20

8
15

1.8
保

健
費

72
,03

0
98

,66
6

△
26

,63
6

73
.0

環
境

費
18

,97
4

14
,06

0
4,9

14
13

5.0
生

活
労

働
費

2,0
01

,65
5

1,2
44

,36
0

75
7,2

95
16

0.9
農

林
水

産
業

費
70

,19
1

78
,87

3
△

8,6
82

89
.0

商
工

費
1,6

94
1,8

23
△

12
9

92
.9

県
土

整
備

費
9,4

24
10

,05
9

△
63

5
93

.7
教

育
費

32
,69

3
82

,50
6

△
49

,81
3

39
.6

小
計

6,6
13

,00
1

4,4
33

,47
9

2,1
79

,52
2

14
9.2

合
計

22
7,0

32
,05

1
31

3,6
20

,62
4

△
86

,58
8,5

73
72

.4



―
 1

0 
―

―
 1

1 
―

教
育
費

36
.6％

生
活
労
働
費

22
.3％

県
土
整
備
費

18
.5％

保
健
費
7.8
％

農
林
水
産
業
費

6.9
％

災
害
復
旧
費
1.2
％

総
務
費
5.9
％

警
察
費
0.8
％

総
額

2,2
70
億
3,2
05
万
円

生
活
労
働
費

25
.6％

教
育
費

23
.8％

保
健
費

15
.4％

県
土
整
備
費

14
.0％

総
務
費
13
.2％

農
林
水
産
業
費

6.1
％

災
害
復
旧
費

0.9
％

警
察
費
0.7
％

環
境
費
0.3
%

総
額

3,1
36
億
2,0
62
万
円

教
育
費

36
.6％

生
活
労
働
費

22
.3％

県
土
整
備
費

18
.5％

保
健
費
7.8
％

農
林
水
産
業
費

6.9
％

災
害
復
旧
費
1.2
％

総
務
費
5.9
％

警
察
費
0.8
％

総
額

2,2
70
億
3,2
05
万
円

生
活
労
働
費

25
.6％

教
育
費

23
.8％

保
健
費

15
.4％

県
土
整
備
費

14
.0％

総
務
費
13
.2％

農
林
水
産
業
費

6.1
％

災
害
復
旧
費

0.9
％

警
察
費
0.7
％

環
境
費
0.3
%

総
額

3,1
36
億
2,0
62
万
円

国
 
庫

 
支
 
出
 
金
 
の
 
構
 
成

　
○

県
  債

　
　

県
債

の
決

算
額

は
、

2,7
61

億
3,8

43
万

円
で

歳
入

総
額

の
16

.5％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

91
億

8,5
94

万
円

、
3.2

％
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
補

助
公

共
事

業
費

、
直

轄
事

業
費

、
繰

越
事

業
費

の
減

等
に

伴
う

県
債

発
行

の
減

少
な

ど
に

よ
る

も
の

で
す

。
　

　
目

的
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成

2
2
年
度
県
債
決
算
状
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

分
決

　
　

　
　

算
　

　
　

　
額

伸
　

長
　

率
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
差

　
　

引
総

務
債

86
4,7

00
99

9,6
00

△
 1

34
,90

0
86

.5
保

健
債

2,7
67

,70
0

1,1
39

,00
0

1,6
28

,70
0

24
3.0

環
境

債
61

9,1
00

84
9,3

00
△

 2
30

,20
0

72
.9

生
活

労
働

債
60

6,2
00

28
6,6

00
31

9,6
00

21
1.5

農
林

水
産

業
債

9,7
42

,90
0

16
,41

4,2
00

△
 6

,67
1,3

00
59

.4
商

工
債

0
11

2,0
00

△
 1

12
,00

0
皆

減
県

土
整

備
債

75
,75

1,1
58

11
2,8

18
,56

0
△

 3
7,0

67
,40

2
67

.1
警

察
債

97
1,4

00
1,6

63
,50

0
△

 6
92

,10
0

58
.4

教
育

債
8,4

80
,60

0
5,6

82
,10

0
2,7

98
,50

0
14

9.3
災

害
復

旧
債

92
5,8

00
98

4,8
00

△
 5

9,0
00

94
.0

転
貸

債
93

7,0
00

1,7
86

,00
0

△
 8

49
,00

0
52

.5
退

職
手

当
債

8,1
94

,00
0

15
,25

5,0
00

△
 7

,06
1,0

00
53

.7
臨

時
財

政
対

策
債

16
6,2

77
,87

0
10

3,6
19

,00
0

62
,65

8,8
70

16
0.5

災
害

援
護

資
金

貸
付

事
業

債
0

14
,70

6
△

 1
4,7

06
皆

減
減

収
補

て
ん

債
0

23
,70

0,0
00

△
 2

3,7
00

,00
0

皆
減

計
27

6,1
38

,42
8

28
5,3

24
,36

6
△

 9
,18

5,9
38

96
.8
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0 
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臨
時
財
政
対
策
債

60
.2%

県
土
整
備
債
27
.4％

農
林
水
産
業
債

3.5
%保
健
債
1.0
%

警
察
債
0.4
%

退
職
手
当
債
3.0
%

総
務
債
0.3
%

災
害
復
旧
債
0.3
%

環
境
債
0.2
%

教
育
債
3.1
%
 

そ
の
他
0.2
%

総
額

2,7
61
億
3,8
43
万
円

県
土
整
備
債

39
.5%

臨
時
財
政
対
策
債

36
.3%

転
貸
債
0.6
%

農
林
水
産
業
債

5.8
%

減
収
補
て
ん
債

8.3
%

総
務
債
0.4
%

教
育
債
2.0
％

災
害
復
旧
費
0.3
%

保
健
債
0.4
%

そ
の
他
0.4
%

退
職
手
当
債
　
5.4
%
 

警
察
債
0.6
%

総
額

2,8
53
億
2,4
37
万
円

転
貸
債
0.4
%

県
　
債
　
の
　
構
　
成

　
◯

そ
の

他
　

　
そ

の
他

の
歳

入
科

目
に

お
け

る
決

算
額

の
主

な
内

容
は

、
使

用
料

及
び

手
数

料
98

億
14

4万
円

、
繰

入
金

49
5億

4,4
77

万
円

、
繰

越
金

27
8億

8,9
75

万
円

、
諸

収
入

1,3
95

億
69

5万
円

で
、

前
年

度
に

対
し

て
使

用
料

及
び

手
数

料
で

43
.1％

の
減

、
繰

入
金

で
35

.5％
の

増
、

繰
越

金
で

25
.6％

の
増

、
諸

収
入

で
4.6

％
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
　

　
使

用
料

及
び

手
数

料
の

減
は

、
高

等
学

校
使

用
料

の
減

に
よ

る
も

の
、

繰
入

金
の

増
は

、
介

護
職

員
処

遇
改

善
等

基
金

繰
入

金
等

の
増

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
　
⑶
　
歳
出
決
算

　
　

平
成

22
年

度
の

一
般

会
計

決
算

額
は

、
１

兆
6,5

33
億

3,8
37

万
円

で
、

最
終

予
算

額
１

兆
7,2

74
億

1,7
33

万
円

に
対

し
95

.7％
の

執
行

率
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

の
結

果
、

未
執

行
額

は
、

74
0億

7,8
96

万
円

と
な

り
ま

す
が

、
こ

の
中

に
は

、
平

成
22

年
度

に
お

い
て

事
業

が
完

了
し

な
か

っ
た

た
め

平
成

23
年

度
に

繰
り

越
し

た
事

業
費

54
6億

1,2
04

万
円

（
繰

越
明

許
費

54
5億

9,3
88

万
円

、
事

故
繰

越
1,8

16
万

円
）

が
含

ま
れ

て
い

ま
す

の
で

、
こ

れ
を

差
し

引
い

た
19

4億
6,6

92
万

円
が

不
用

額
と

な
り

ま
す

。
　

　
歳

出
予

算
の

目
的

別
執

行
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
2
年
度
一
般
会
計
歳
出
決
算
状
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

分
予

　
算

　
現

　
額

支
　

出
　

済
　

額
未

執
行

額
（

A
）－

（
B）

（
C）

翌
 年

 度
繰

 越
 額

（
D

）
不

 用
 額

（
C）

－（
D

）
執

行
率

（
B）

（
A

）
金

　
額

（
A

）
構

成
比

金
　

額
（

B）
構

成
比

議
会

費
2,7

24
,65

2
0.2

2,5
62

,86
8

0.2
16

1,7
84

0
16

1,7
84

94
.1

総
務

費
62

,42
8,0

12
3.6

60
,38

1,8
31

3.6
2,0

46
,18

1
58

6,2
21

1,4
59

,96
0

96
.7

保
健

費
21

6,0
42

,07
3

12
.5

20
2,4

80
,12

6
12

.2
13

,56
1,9

47
7,8

88
,71

0
5,6

73
,23

7
93

.7
環

境
費

7,0
90

,32
3

0.4
6,6

24
,95

1
0.4

46
5,3

72
30

3,7
01

16
1,6

71
93

.4
生

活
労

働
費

16
0,8

95
,31

7
9.3

14
6,8

65
,72

9
8.9

14
,02

9,5
88

8,8
27

,16
4

5,2
02

,42
4

91
.3

農
林

水
産

業
費

71
,11

4,8
80

4.1
64

,38
8,4

11
3.9

6,7
26

,46
9

6,0
55

,84
6

67
0,6

23
90

.5
商

工
費

12
1,4

04
,10

9
7.0

11
9,9

41
,43

1
7.3

1,4
62

,67
8

1,1
65

,70
2

29
6,9

76
98

.8
県

土
整

備
費

20
4,9

16
,10

6
11

.9
17

4,2
14

,68
1

10
.5

30
,70

1,4
25

26
,76

4,1
45

3,9
37

,28
0

85
.0

警
察

費
12

6,2
35

,16
8

7.3
12

5,4
77

,74
8

7.6
75

7,4
20

40
4,7

58
35

2,6
62

99
.4



―
 1

2 
―

―
 1

3 
―

教
育

費
40

7,7
30

,08
5

23
.6

40
3,9

88
,01

4
24

.4
3,7

42
,07

1
2,2

93
,10

1
1,4

48
,97

0
99

.1
災

害
復

旧
費

4,1
12

,26
4

0.2
3,7

42
,74

5
0.2

36
9,5

19
32

2,6
96

46
,82

3
91

.0
公

債
費

18
4,5

85
,29

4
10

.7
18

4,5
38

,51
5

11
.2

46
,77

9
0

46
,77

9
10

0.0
諸

支
出

金
15

8,1
33

,42
2

9.2
15

8,1
31

,32
0

9.6
2,1

02
0

2,1
02

10
0.0

予
備

費
5,6

26
0.0

0
0.0

5,6
26

0
5,6

26
0.0

計
1,7

27
,41

7,3
31

10
0.0

1,6
53

,33
8,3

70
10

0.0
74

,07
8,9

61
54

,61
2,0

44
19

,46
6,9

17
95

.7

　
　

ま
た

、
歳

出
決

算
額

に
つ

い
て

、
前

年
度

と
比

較
す

る
と

6,4
11

万
円

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
　

目
的

別
の

対
前

年
度

比
較

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

一
般
会
計

歳
出
決
算
対
前
年
度
比
較
表

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

分
決

　
　

　
　

算
　

　
　

　
額

伸
 長

 率
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
差

　
　

引

議
会

費
2,5

62
,86

8
2,6

58
,12

4
△

 9
5,2

56
96

.4
総

務
費

60
,38

1,8
31

76
,62

1,2
96

△
 1

6,2
39

,46
5

78
.8

保
健

費
20

2,4
80

,12
6

21
0,0

62
,72

2
△

 7
,58

2,5
96

96
.4

環
境

費
6,6

24
,95

1
4,5

30
,19

2
2,0

94
,75

9
14

6.2
生

活
労

働
費

14
6,8

65
,72

9
16

5,8
27

,36
4

△
 1

8,9
61

,63
5

88
.6

農
林

水
産

業
費

64
,38

8,4
11

67
,16

8,1
35

△
 2

,77
9,7

24
95

.9
商

工
費

11
9,9

41
,43

1
12

0,9
99

,80
6

△
 1

,05
8,3

75
99

.1
県

土
整

備
費

17
4,2

14
,68

1
20

5,2
91

,70
2

△
 3

1,0
77

,02
1

84
.9

警
察

費
12

5,4
77

,74
8

13
0,8

77
,40

0
△

 5
,39

9,6
52

95
.9

教
育

費
40

3,9
88

,01
4

39
7,8

90
,65

5
6,0

97
,35

9
10

1.5
災

害
復

旧
費

3,7
42

,74
5

3,8
39

,46
3

△
 9

6,7
18

97
.5

公
債

費
18

4,5
38

,51
5

17
6,2

38
,01

9
8,3

00
,49

6
10

4.7
諸

支
出

金
15

8,1
31

,32
0

15
5,4

43
,96

0
2,6

87
,36

0
10

1.7
予

備
費

0
0

0
0.0

計
1,6

53
,33

8,3
70

1,7
17

,44
8,8

38
△

64
,11

0,4
68

96
.3

　
　

次
に

目
的

別
に

決
算

の
概

要
に

つ
い

て
説

明
し

ま
す

。

　
○

第
１

款
　

議
 会

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

議
会

費
2,7

24
,65

2,0
00

 
2,5

62
,86

7,5
19

 
0 

0 
16

1,7
84

,48
1 

94
.1 

　
　

議
会

費
の

主
な

内
容

は
、

県
議

会
議

員
の

報
酬

及
び

県
議

会
事

務
局

に
お

け
る

議
会

運
営

費
を

は
じ

め
県

議
会

の
開

催
に

要
し

た
経

費
等

で
す

。
議

会
は

定
例

会
４

回
及

び
臨

時
会

２
回

が
開

か
れ

、
議

案
が

審
議

さ
れ

ま
し

た
。

　
　

こ
の

ほ
か

、
常

任
委

員
会

（
８

委
員

会
）

及
び

予
算

、
決

算
、

空
港

対
策

調
査

、
少

子
・

高
齢

化
社

会
対

策
調

査
、

水
資

源
対

策
調

査
、

景
気

・
雇

用
対

策
調

査
、

地
方

分
権

推
進

対
策

調
査

、
国

際
交

流
推

進
対

策
調

査
の

各
特

別
委

員
会

が
開

催
さ

れ
、

付
託

さ
れ

た
案

件
の

審
査

が
行

わ
れ

ま
し

た
。
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○

第
２

款
　

総
 務

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

総
務

管
理

費
31

,15
1,3

35
,90

0
29

,79
4,4

62
,08

3
56

8,3
45

,25
0

0
78

8,5
28

,56
7

95
.6 

企
画

費
4,3

45
,00

4,5
00

4,1
41

,81
7,5

00
4,4

13
,01

3
0

19
8,7

73
,98

7
95

.3 
徴

税
費

16
,08

0,9
06

,00
0

15
,93

3,2
40

,82
8

0
0

14
7,6

65
,17

2
99

.1 
市

町
村

振
興

費
3,0

85
,64

7,0
00

3,0
67

,23
8,3

77
0

0
18

,40
8,6

23
99

.4 
選

挙
費

2,4
72

,16
5,0

00
2,3

45
,11

2,9
88

0
0

12
7,0

52
,01

2
94

.9 
防

災
費

1,6
20

,26
0,0

00
1,4

66
,44

7,1
79

13
,46

3,0
00

0
14

0,3
49

,82
1

90
.5 

統
計

調
査

費
3,0

27
,37

6,0
00

3,0
06

,44
2,0

83
0

0
20

,93
3,9

17
99

.3 
人

事
委

員
会

費
26

3,3
24

,00
0

25
5,0

92
,82

7
0

0
8,2

31
,17

3
96

.9 
監

査
委

員
費

38
1,9

94
,00

0
37

1,9
77

,46
9

0
0

10
,01

6,5
31

97
.4 

計
62

,42
8,0

12
,40

0
60

,38
1,8

31
,33

4
58

6,2
21

,26
3

0
1,4

59
,95

9,8
03

96
.7 

　
　

総
務

費
の

主
な

内
容

は
、

県
の

行
政

運
営

に
関

す
る

総
括

的
な

管
理

費
の

ほ
か

、
電

子
県

庁
管

理
費

13
億

1,4
28

万
円

、
空

港
整

備
事

業
費

負
担

金
等

の
空

港
整

備
及

び
空

港
周

辺
対

策
費

10
億

13
6万

円
、

防
災

対
策

の
充

実
強

化
費

9億
71

3万
円

等
で

す
。

　
○

第
３

款
　

保
 健

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

保
健

企
画

費
8,5

89
,68

0,0
00

8,5
43

,55
9,2

65
19

,87
2,0

00
0

26
,24

8,7
35

99
.5 

健
康

対
策

費
16

,20
7,5

01
,00

0
15

,11
6,9

27
,25

0
0

0
1,0

90
,57

3,7
50

93
.3 

生
活

衛
生

費
8,0

85
,40

1,0
00

7,1
03

,94
1,6

78
6,1

49
,00

0
0

97
5,3

10
,32

2
87

.9 
医

薬
費

12
,48

8,2
29

,00
0

9,2
83

,93
4,8

29
1,4

87
,73

6,0
00

0
1,7

16
,55

8,1
71

74
.3 

医
療

介
護

費
15

2,1
55

,96
1,0

00
15

1,8
23

,14
2,6

82
0

0
33

2,8
18

,31
8

99
.8 

高
齢

者
支

援
費

18
,51

5,3
01

,00
0

10
,60

8,6
20

,53
4

6,3
74

,95
3,0

00
0

1,5
31

,72
7,4

66
57

.3 

計
21

6,0
42

,07
3,0

00
20

2,4
80

,12
6,2

38
7,8

88
,71

0,0
00

0
5,6

73
,23

6,7
62

93
.7 

　
　

保
健

費
の

主
な

内
容

は
、

後
期

高
齢

者
医

療
給

付
費

負
担

金
等

の
高

齢
者

支
援

対
策

費
67

6億
4,6

97
万

円
、

介
護

給
付

費
負

担
金

等
の

介
護

保
険

対
策

費
51

7億
7,4

10
万

円
、

国
民

健
康

保
険

調
整

交
付

金
等

の
国

民
健

康
保

険
運

営
対

策
費

37
8

億
4,7

05
万

円
、

生
活

習
慣

病
・

子
宮

頸
が

ん
・

特
定

疾
患

・
原

爆
被

爆
者

対
策

等
の

健
康

保
持

対
策

費
20

1億
79

0万
円

、
救

急
・

周
産

期
医

療
対

策
等

の
地

域
保

健
医

療
体

制
整

備
費

88
億

71
0万

円
等

で
す

。
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○

第
４

款
　

環
 境

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

環
境

費
7,0

90
,32

3,0
00

6,6
24

,95
0,8

04
30

3,7
00

,70
8

0
16

1,6
71

,48
8

93
.4 

　
　

環
境

費
の

主
な

内
容

は
、

環
境

啓
発

の
推

進
、

リ
サ

イ
ク

ル
の

推
進

、
大

気
汚

染
防

止
対

策
、

水
質

保
全

対
策

、
ダ

イ
オ

キ
シ

ン
類

対
策

、
廃

棄
物

対
策

、
生

活
排

水
対

策
及

び
自

然
公

園
対

策
等

の
環

境
保

全
対

策
費

66
億

2,4
95

万
円

で
す

。

　
○

第
５

款
　

生
活

労
働

費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

県
民

生
活

費
5,7

69
,48

0,7
75

5,4
06

,50
7,6

53
18

4,4
35

,62
3

0
17

8,5
37

,49
9

93
.7 

福
祉

企
画

費
3,3

44
,45

8,0
00

3,0
72

,30
0,8

04
20

4,4
81

,00
0

0
67

,67
6,1

96
91

.9 

児
童

家
庭

費
43

,44
8,0

57
,00

0
41

,16
4,6

81
,75

7
64

6,2
26

,00
0

0
1,6

37
,14

9,2
43

94
.7 

障
害

者
福

祉
費

37
,60

4,0
23

,00
0

32
,97

9,2
54

,41
9

3,8
28

,78
0,0

00
0

79
5,9

88
,58

1
87

.7 

生
活

保
護

費
40

,01
5,4

19
,00

0
38

,49
1,5

70
,19

4
27

5,1
27

,00
0

0
1,2

48
,72

1,8
06

96
.2 

社
会

福
祉

費
9,7

49
,21

9,0
00

9,5
31

,67
5,2

17
0

0
21

7,5
43

,78
3

97
.8 

労
働

企
画

費
3,7

16
,57

2,0
00

2,1
68

,05
0,9

88
1,4

76
,37

6,1
81

0
72

,14
4,8

31
58

.3 
職

業
訓

練
費

4,1
01

,66
7,0

00
3,7

27
,83

1,0
32

88
,83

0,6
15

0
28

5,0
05

,35
3

90
.9 

失
業

対
策

費
12

,88
2,7

57
,00

0
10

,06
8,4

25
,17

6
2,1

22
,90

7,0
10

0
69

1,4
24

,81
4

78
.2 

労
働

委
員

会
費

26
3,6

64
,00

0
25

5,4
31

,60
5

0
0

8,2
32

,39
5

96
.9 

計
16

0,8
95

,31
6,7

75
14

6,8
65

,72
8,8

45
8,8

27
,16

3,4
29

0
5,2

02
,42

4,5
01

91
.3 

　
　

生
活

労
働

費
の

主
な

内
容

は
、

新
社

会
推

進
部

関
係

で
は

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

と
の

協
働

、
生

涯
学

習
等

の
新

し
い

社
会

づ
く

り
推

進
費

7億
6,0

99
万

円
、

青
少

年
ア

ン
ビ

シ
ャ

ス
運

動
を

は
じ

め
と

す
る

青
少

年
の

健
全

育
成

等
の

青
少

年
対

策
費

4億
1,4

57
万

円
、

文
化

・
ス

ポ
ー

ツ
の

振
興

費
19

億
4,4

62
万

円
、

男
女

共
同

参
画

推
進

費
5億

5,0
37

万
円

、
安

全
・

安
心

ま
ち

づ
く

り
推

進
及

び
交

通
安

全
、

消
費

者
保

護
の

た
め

の
対

策
費

7億
8,3

82
万

円
、

国
際

交
流

対
策

費
9億

5,2
14

万
円

等
で

す
。

　
　

福
祉

労
働

部
関

係
で

は
、

生
活

保
護

等
の

生
活

困
窮

者
対

策
費

36
2億

3,4
95

万
円

、
障

害
者

へ
の

自
立

支
援

給
付

等
の

障
害

者
福

祉
対

策
費

27
3億

4,1
74

万
円

、
児

童
保

護
の

た
め

の
施

設
入

所
措

置
等

の
児

童
福

祉
・

少
子

化
対

策
費

44
2億

6,2
06

万
円

、
若

者
・

中
高

年
齢

者
・

女
性

・
障

害
者

等
の

雇
用

の
安

定
・

促
進

、
緊

急
雇

用
対

策
の

た
め

の
基

金
の

積
み

増
し

及
び

市
町

村
補

助
等

の
雇

用
対

策
費

11
0億

4,3
65

万
円

等
で

す
。



―
 1

4 
―

―
 1

5 
―

　
○

第
６

款
　

農
林

水
産

業
費

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

農
林

水
産

業
企

画
費

6,6
08

,95
1,0

00
6,1

06
,72

8,4
02

40
9,2

88
,00

0
0

92
,93

4,5
98

92
.4 

農
業

費
8,3

61
,54

5,0
00

7,9
50

,96
0,0

23
30

8,8
02

,25
5

0
10

1,7
82

,72
2

95
.1 

畜
産

業
費

1,5
97

,34
3,5

23
1,4

49
,23

4,6
58

90
,19

0,0
00

0
57

,91
8,8

65
90

.7 
農

地
費

29
,08

0,8
89

,40
0

26
,71

6,0
04

,35
8

2,1
29

,24
5,0

00
0

23
5,6

40
,04

2
91

.9 
林

業
費

17
,77

0,7
22

,00
0

14
,72

8,7
20

,27
0

2,8
86

,15
5,2

24
6,5

82
,50

0
14

9,2
64

,00
6

82
.9 

水
産

業
費

7,6
95

,42
9,0

00
7,4

36
,76

2,8
21

22
5,5

83
,00

0
0

33
,08

3,1
79

96
.6 

計
71

,11
4,8

79
,92

3
64

,38
8,4

10
,53

2
6,0

49
,26

3,4
79

6,5
82

,50
0

67
0,6

23
,41

2
90

.5 

　
　

農
林

水
産

業
費

の
主

な
内

容
は

、
農

業
関

係
で

は
、

中
山

間
地

域
等

直
接

支
払

事
業

等
の

農
山

漁
村

振
興

費
15

億
6,2

63
万

円
、

園
芸

作
物

振
興

対
策

事
業

等
の

園
芸

振
興

費
13

億
6,8

73
万

円
、

畜
産

振
興

総
合

対
策

事
業

等
の

畜
産

振
興

費
5億

3,7
44

万
円

、
か

ん
が

い
排

水
事

業
等

の
農

村
整

備
費

24
9億

7,7
27

万
円

等
で

す
。

　
　

林
業

関
係

で
は

、
造

林
事

業
等

の
森

林
整

備
費

33
億

9,1
02

万
円

、
治

山
事

業
等

の
治

山
費

44
億

6,5
46

万
円

等
で

す
。

　
　

水
産

業
関

係
で

は
、

沿
岸

漁
場

整
備

開
発

事
業

等
の

水
産

業
振

興
費

33
億

3,0
18

万
円

、
漁

港
修

築
事

業
等

の
漁

港
建

設
費

19
億

1,2
81

万
円

等
で

す
。

　
○

第
７

款
　

商
 工

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

商
業

費
11

2,5
84

,28
1,0

00
11

2,2
25

,88
6,2

78
24

2,9
37

,00
0

0
11

5,4
57

,72
2

99
.7 

工
鉱

業
費

8,5
44

,46
0,0

00
7,4

48
,73

6,4
34

91
6,6

01
,00

0
0

17
9,1

22
,56

6
87

.2 

観
光

費
27

5,3
68

,00
0

26
6,8

08
,76

2
6,1

64
,00

0
0

2,3
95

,23
8

96
.9 

計
12

1,4
04

,10
9,0

00
11

9,9
41

,43
1,4

74
1,1

65
,70

2,0
00

0
29

6,9
75

,52
6

98
.8 

　
　

商
工

費
の

主
な

内
容

は
、

中
小

企
業

の
経

営
の

安
定

を
図

る
た

め
の

中
小

企
業

振
興

資
金

融
資

費
1,0

37
億

90
0万

円
、

商
工

会
議

所
等

に
対

す
る

中
小

企
業

団
体

組
織

強
化

の
た

め
の

補
助

金
49

億
46

3万
円

、
先

端
成

長
産

業
の

育
成

・
集

積
等

に
よ

る
中

小
企

業
振

興
の

た
め

の
技

術
振

興
対

策
費

49
億

8,5
25

万
円

、
観

光
事

業
振

興
対

策
費

2億
6,6

81
万

円
、

企
業

立
地

対
策

費
19

億
59

3万
円

等
で

す
。



―
 1

6 
―

―
 1

7 
―

　
○

第
８

款
　

県
土

整
備

費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

県
土

整
備

企
画

費
17

,69
4,9

70
,04

6
14

,81
8,2

50
,32

9
1,3

79
,76

4,6
54

0
1,4

96
,95

5,0
63

83
.7 

道
路

橋
り

ょ
う

費
93

,09
7,9

96
,30

0
80

,02
7,5

04
,70

0
11

,59
3,7

85
,00

0
0

1,4
76

,70
6,6

00
86

.0 

河
川

海
岸

費
48

,16
4,3

14
,47

1
39

,16
0,5

03
,77

2
8,7

57
,03

1,0
00

0
24

6,7
79

,69
9

81
.3 

港
湾

費
5,8

60
,45

0,0
00

5,1
66

,33
9,8

68
66

0,9
96

,00
0

0
33

,11
4,1

32
88

.2 

都
市

計
画

費
24

,53
1,3

20
,30

0
20

,77
2,4

95
,98

4
3,5

11
,78

6,0
00

0
24

7,0
38

,31
6

84
.7 

住
宅

費
9,1

29
,17

5,0
70

8,2
44

,77
5,1

25
86

0,7
82

,62
8

0
23

,61
7,3

17
90

.3 
河

川
総

合
開

発
等

事
業

費
2,7

50
,16

4,0
00

2,6
74

,22
8,0

84
0

0
75

,93
5,9

16
97

.2 

水
資

源
対

策
費

3,6
87

,71
6,0

00
3,3

50
,58

2,6
21

0
0

33
7,1

33
,37

9
90

.9 

計
20

4,9
16

,10
6,1

87
17

4,2
14

,68
0,4

83
26

,76
4,1

45
,28

2
0

3,9
37

,28
0,4

22
85

.0 

　
　

県
土

整
備

費
の

主
な

内
容

は
、

社
会

資
本

整
備

重
点

計
画

（
計

画
期

間
20

年
度

～
24

年
度

）
の

重
点

目
標

を
達

成
し

、
県

土
の

保
全

と
質

の
高

い
社

会
資

本
整

備
を

推
進

す
る

た
め

、
道

路
・

橋
り

ょ
う

関
係

で
は

、
道

路
特

別
補

修
等

の
道

路
維

持
費

93
億

1,8
76

万
円

、
国

県
道

の
建

設
整

備
、

交
通

安
全

施
設

等
の

整
備

促
進

等
の

道
路

新
設

改
良

費
61

7億
4,7

72
万

円
等

で
す

。
　

　
河

川
海

岸
関

係
で

は
、

河
川

の
改

修
促

進
や

環
境

整
備

等
の

河
川

改
良

費
26

2億
7,1

16
万

円
、

砂
防

堰
堤

、
渓

流
保

全
工

等
の

砂
防

施
設

整
備

の
た

め
の

砂
防

費
70

億
5,7

36
万

円
等

で
す

。
　

　
港

湾
関

係
で

は
、

港
湾

改
修

事
業

、
港

湾
局

部
改

良
事

業
等

の
港

湾
建

設
費

47
億

4,2
34

万
円

等
で

す
。

　
　

都
市

計
画

関
係

で
は

、
都

市
公

園
の

施
設

整
備

や
維

持
管

理
等

の
た

め
の

公
園

費
33

億
3,5

20
万

円
、

土
地

区
画

整
理

費
18

億
2,6

84
万

円
、

都
市

計
画

道
路

の
整

備
等

の
街

路
事

業
費

11
8億

2,9
00

万
円

等
で

す
。

　
　

住
宅

関
係

で
は

、
県

営
住

宅
建

替
事

業
の

推
進

、
福

岡
県

住
宅

供
給

公
社

事
業

の
促

進
、

市
町

村
の

住
宅

整
備

事
業

へ
の

助
成

等
の

住
宅

建
設

費
79

億
4,9

63
万

円
等

で
す

。

　
○

第
９

款
　

警
 察

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

警
察

管
理

費
12

3,1
29

,77
1,6

08
12

2,4
69

,79
8,7

14
39

3,1
79

,00
0

11
,57

9,4
21

25
5,2

14
,47

3
99

.5 

警
察

活
動

費
3,1

05
,39

6,0
00

3,0
07

,94
9,0

35
0

0
97

,44
6,9

65
96

.9 

計
12

6,2
35

,16
7,6

08
12

5,4
77

,74
7,7

49
39

3,1
79

,00
0

11
,57

9,4
21

35
2,6

61
,43

8
99

.4 

　
　

警
察

費
の

主
な

内
容

は
、

警
察

職
員

の
人

件
費

及
び

管
理

経
費

等
の

警
察

本
部

費
1,1

24
億

7,3
96

万
円

、
交

通
管

制
シ

ス
テ

ム
、

交
通

信
号

機
、

道
路

標
識

等
の

交
通

安
全

施
設

の
整

備
、

警
察

署
移

転
等

の
た

め
の

警
察

施
設

費
59

億
57

7万
円

、
運

転
免

許
試

験
場

管
理

等
の

た
め

の
運

転
免

許
費

27
億

4,6
92

万
円

、
暴

走
族

取
締

り
、

交
通

指
導

等
の

た
め

の
交

通
指

導
取

締
費

８
億

7,3
30

万
円

等
で

す
。



―
 1

6 
―

―
 1

7 
―

　
○

第
10

款
　

教
 育

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

教
育

総
務

費
41

,98
7,8

55
,17

5
41

,15
6,8

38
,43

1
26

9,5
09

,27
7

0 
56

1,5
07

,46
7

98
.0 

小
学

校
費

13
7,4

84
,58

9,0
00

13
7,3

20
,58

3,6
13

0
0 

16
4,0

05
,38

7
99

.9 

中
学

校
費

81
,59

5,6
27

,00
0

81
,48

4,8
68

,59
1

0
0 

11
0,7

58
,40

9
99

.9 

高
等

学
校

費
62

,51
3,5

74
,17

0
61

,78
1,3

30
,78

1
56

2,8
86

,48
5

0 
16

9,3
56

,90
4

98
.8 

特
別

支
援

学
校

費
29

,52
3,3

51
,99

0
28

,88
3,5

90
,55

2
54

7,8
69

,27
0

0 
91

,89
2,1

68
97

.8 
社

会
教

育
費

4,3
57

,18
1,0

00
4,2

55
,55

1,0
74

74
,71

0,0
00

0 
26

,91
9,9

26
97

.7 

保
健

体
育

費
1,7

17
,73

7,0
00

1,4
80

,26
0,0

79
22

9,9
66

,00
0

0 
7,5

10
,92

1
86

.2 

大
学

費
6,5

82
,46

1,0
00

6,3
42

,55
3,6

46
21

2,3
18

,00
0

0 
27

,58
9,3

54
96

.4 

私
立

学
校

費
41

,96
7,7

09
,00

0
41

,28
2,4

37
,33

7
39

5,8
42

,00
0

0 
28

9,4
29

,66
3

98
.4 

計
40

7,7
30

,08
5,3

35
40

3,9
88

,01
4,1

04
2,2

93
,10

1,0
32

0 
1,4

48
,97

0,1
99

99
.1 

　
　

教
育

費
の

主
な

内
容

は
、

小
学

校
、

中
学

校
、

高
等

学
校

及
び

特
別

支
援

学
校

教
職

員
の

人
件

費
等

2,9
79

億
98

7万
円

、
高

等
学

校
及

び
特

別
支

援
学

校
の

校
舎

の
改

築
等

施
設

充
実

の
た

め
の

学
校

建
設

費
69

億
2,3

47
万

円
、

私
立

学
校

の
振

興
を

図
る

た
め

の
補

助
金

等
の

私
立

学
校

振
興

対
策

費
41

2億
7,5

55
万

円
等

で
す

。

　
○

第
11

款
　

災
害

復
旧

費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

農
林

水
産

施
設

災
害

復
旧

費
1,7

00
,53

6,9
51

1,5
77

,85
2,0

02
11

6,5
61

,42
3

0
6,1

23
,52

6
92

.8 

土
木

施
設

災
害

復
旧

費
2,2

46
,78

1,0
82

2,0
04

,38
1,9

93
20

6,1
34

,25
0

0
36

,26
4,8

39
89

.2 

庁
舎

等
災

害
復

旧
費

10
7,9

96
,00

0
10

7,9
32

,65
0

0
0

63
,35

0
99

.9 

教
育

施
設

災
害

復
旧

費
56

,95
0,0

00
52

,57
8,7

50
0

0
4,3

71
,25

0
92

.3 

計
4,1

12
,26

4,0
33

3,7
42

,74
5,3

95
32

2,6
95

,67
3

0
46

,82
2,9

65
91

.0 

　
　

災
害

復
旧

費
の

主
な

内
容

は
、

農
林

水
産

施
設

災
害

復
旧

関
係

で
は

耕
地

災
害

復
旧

費
12

億
4,4

99
万

円
等

、
土

木
施

設
災

害
復

旧
関

係
で

は
河

川
等

災
害

復
旧

費
17

億
6,0

83
万

円
等

、
庁

舎
等

災
害

復
旧

費
１

億
79

3万
円

、
教

育
施

設
災

害
復

旧
関

係
で

は
社

会
教

育
施

設
等

災
害

復
旧

費
5,2

58
万

円
等

で
す

。

　
○

第
12

款
　

公
 債

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
 算

 現
 額

支
 出

 済
 額

翌
 年

 度
 繰

 越
 額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

公
債

費
18

4,5
85

,29
4,0

00
18

4,5
38

,51
5,1

77
0

0
46

,77
8,8

23
10

0.0
 

　
　

公
債

費
の

主
な

内
容

は
、

県
債

の
元

金
償

還
金

1,3
95

億
8,3

06
万

円
、

利
子

（
年

度
中

の
一

時
借

入
金

利
子

を
含

む
。）

44
0億

9,1
69

万
円

等
で

す
。
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○

第
13

款
　

諸
支

出
金

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

利
子

割
交

付
金

等
15

5,7
33

,42
2,0

00
15

5,7
31

,31
9,8

64
0

0
2,1

02
,13

6
10

0.0
 

公
営

企
業

貸
付

金
2,4

00
,00

0,0
00

2,4
00

,00
0,0

00
0

0
0

10
0.0

 

計
15

8,1
33

,42
2,0

00
15

8,1
31

,31
9,8

64
0

0
2,1

02
,13

6
10

0.0
 

　
　

諸
支

出
金

の
内

容
は

、
地

方
消

費
税

交
付

金
及

び
清

算
金

1,3
53

億
6,9

28
万

円
、

自
動

車
取

得
税

交
付

金
47

億
2,3

72
万

円
、

軽
油

引
取

税
交

付
金

11
2億

8,7
45

万
円

及
び

工
業

用
地

造
成

事
業

貸
付

金
24

億
円

等
で

す
。

　
○

第
14

款
　

予
 備

 費
（

単
位

：
円

，
％

）

項
　

　
目

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

予
備

費
5,6

25
,45

9
0

0
0

5,6
25

,45
9

0.0
 

　
　

予
備

費
は

、
当

初
予

算
に

お
い

て
２

億
円

を
計

上
し

て
い

ま
し

た
が

、
予

算
外

又
は

予
算

超
過

の
支

出
の

た
め

、
１

億
9,4

37
万

円
を

補
充

し
た

た
め

、
56

3万
円

が
不

用
残

と
な

っ
て

い
ま

す
。
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Ⅲ
　
特
別

会
計

　
　

特
別

会
計

は
、

一
般

会
計

に
対

し
、

特
定

の
歳

入
歳

出
を

一
般

の
歳

入
歳

出
と

区
別

し
て

経
理

す
る

た
め

の
会

計
で

、
地

方
自

治
法

の
規

定
に

よ
り

条
例

で
設

置
し

て
い

る
も

の
で

す
。

　
　

平
成

22
年

度
に

お
い

て
は

、
15

の
特

別
会

計
が

あ
り

ま
す

が
、

そ
の

決
算

の
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
2
年
度
特
別
会
計
決
算
状
況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
分

歳
入

歳
出

予
算

額
（

A
）

歳
　

　
　

入
歳

　
　

　
出

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

（
継

続
費

逓
次

繰
越

、
繰

越
明

許
費

及
び

事
故

繰
越

し
）（

D
）

歳
入

歳
出

差
引

残
高

決
算

額
（

B）
（

B）
－（

A
）

（
B）

決
算

額
（

C）
（

C
）－

（
A

）
（

C）
（

A
）

（
A

）
（B

）- （
C）

- （D
）

福
岡

県
財

政
調

整
基

金
49

,76
0 

38
,60

1 
△

 1
1,1

59
77

.6 
38

,60
1 

△
 1

1,1
59

77
.6 

0

福
岡

県
公

債
管

理
36

1,1
12

,04
2 

36
1,0

74
,36

2 
△

 3
7,6

80
10

0.0
 3

61
,07

4,3
62

 
△

 3
7,6

80
10

0.0
 

0

福
岡

県
市

町
村

振
興

基
金

56
,05

0 
55

,95
3 

△
 9

7
99

.8 
55

,95
3 

△
 9

7
99

.8 
0

福
岡

県
母

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
事

業
1,0

42
,29

8 
1,1

42
,80

1 
10

0,5
03

10
9.6

 
64

2,0
07

 
△

 4
00

,29
1

61
.6 

50
0,7

94

福
岡

県
災

害
救

助
基

金
17

2,5
70

 
17

2,5
70

 
0

10
0.0

 
17

2,5
70

 
0

10
0.0

 
0

福
岡

県
農

業
改

良
資

金
助

成
事

業
42

2,2
96

 
44

4,2
22

 
21

,92
6

10
5.2

 
39

8,2
66

 
△

 2
4,0

30
94

.3 
45

,95
6

福
岡

県
県

営
林

造
成

事
業

37
6,8

45
 

37
2,7

03
 

△
 4

,14
2

98
.9 

37
2,7

03
 

△
 4

,14
2

98
.9 

0

福
岡

県
林

業
改

善
資

金
助

成
事

業
26

6,7
94

 
38

2,4
19

 
11

5,6
25

14
3.3

 
11

4,9
31

 
△

 1
51

,86
3

43
.1 

26
7,4

88

福
岡

県
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
助

成
事

業
15

2,5
50

 
20

7,2
37

 
54

,68
7

13
5.8

 
53

,08
2 

△
 9

9,4
68

34
.8 

15
4,1

55

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
1,6

73
,93

4 
3,0

77
,09

8 
1,4

03
,16

4
18

3.8
 

1,5
04

,83
7 

△
 1

69
,09

7
89

.9 
1,5

72
,26

1

福
岡

県
公

共
用

地
先

行
取

得
事

業
11

8,1
85

 
11

8,1
76

 
△

 9
10

0.0
 

11
8,1

76
 

△
 9

10
0.0

 
0

福
岡

県
河

川
開

発
事

業
15

,34
5,9

12
 

14
,79

1,2
52

 
△

 5
54

,66
0

96
.4 

12
,04

6,4
81

 △
 3

,29
9,4

31
78

.5 
2,7

44
,77

1 
0

福
岡

県
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
8,2

46
,39

4 
8,2

41
,45

0 
△

 4
,94

4
99

.9 
8,2

01
,65

0 
△

 4
4,7

44
99

.5 
39

,80
0 

0

福
岡

県
流

域
下

水
道

事
業

21
,40

2,5
36

 
20

,07
9,5

97
 △

 1
,32

2,9
39

93
.8 

17
,88

9,0
24

 △
 3

,51
3,5

12
83

.6 
35

9,2
56

 1
,83

1,3
17

福
岡

県
住

宅
管

理
6,8

76
,52

5 
6,7

77
,56

8 
△

 9
8,9

57
98

.6 
6,7

17
,32

1 
△

 1
59

,20
4

97
.7 

60
,24

7

計
41

7,3
14

,69
1 

41
6,9

76
,00

9 
△

 3
38

,68
2

99
.9 

40
9,3

99
,96

4 
△

 7
,91

4,7
27

98
.1 

3,1
43

,82
7 

4,4
32

,21
8

　
　

こ
の

決
算

状
況

か
ら

特
別

会
計

の
総

決
算

額
に

つ
い

て
み

る
と

、
歳

入
歳

出
予

算
4,1

73
億

1,4
69

万
円

に
対

し
、

歳
入

決
算

額
4,1

69
億

7,6
01

万
円

、
歳

出
決

算
額

4,0
93

億
9,9

96
万

円
と

な
り

、
そ

の
執

行
率

は
、

歳
入

99
.9％

、
歳

出
98

.1％
と

な
っ

て
い

ま
す

。
　

　
次

に
特

別
会

計
の

主
な

も
の

に
つ

い
て

決
算

の
概

要
を

説
明

し
ま

す
。
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○

公
債

管
理

特
別

会
計

　
　

こ
の

会
計

は
、

県
債

の
元

利
償

還
等

を
行

う
も

の
で

す
。

　
　

平
成

22
年

度
は

、
前

年
度

ま
で

に
発

行
し

た
県

債
の

元
利

償
還

金
等

3,6
10

億
7,4

36
万

円
を

支
払

っ
て

い
ま

す
。

　
○

市
町

村
振

興
基

金
特

別
会

計
　

　
こ

の
会

計
は

、
市

町
村

等
の

振
興

に
資

す
る

事
業

に
対

し
て

、
貸

付
を

行
う

基
金

の
運

営
管

理
を

行
う

も
の

で
す

。
　

　
平

成
22

年
度

の
基

金
貸

付
実

績
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。
（

単
位

：
件

、
千

円
）

貸
　

付
　

事
　

業
　

名
貸

付
市

町
村

等
数

貸
付

対
象

事
業

費
左

の
う

ち
基

金
の

貸
付

額

市
町

村
応

援
元

気
フ

ク
オ

カ
資

金
24

3,6
91

,27
4 

1,3
06

,00
0 

（
活

　
 力

 　
創

 　
出

 　
事

 　
業

）

市
町

村
応

援
元

気
フ

ク
オ

カ
資

金
4

64
6,2

17
 

64
6,0

00
 

（
財

　
政

　
健

　
全

　
化

　
事

　
業

）

合
　

　
　

　
　

　
計

（
実

数
13

）
28

4,3
37

,49
1 

1,9
52

,00
0 

　
○

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
特

別
会

計
　

　
こ

の
会

計
は

、
県

内
の

中
小

企
業

に
対

し
、

設
備

の
近

代
化

、
規

模
の

適
正

化
、

事
業

の
共

同
化

、
工

場
・

店
舗

の
集

団
化

、
小

売
商

業
に

お
け

る
経

営
形

態
の

近
代

化
等

の
た

め
の

各
種

資
金

を
貸

し
付

け
る

こ
と

に
よ

り
、

中
小

企
業

の
設

備
近

代
化

及
び

中
小

企
業

構
造

の
高

度
化

を
図

る
も

の
で

す
。

　
　

平
成

22
年

度
の

貸
付

実
績

は
、

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
（

設
備

資
金

貸
付

、
設

備
貸

与
）5

3件
、

6
億

56
7万

円
等

で
す

。

　
○

河
川

開
発

事
業

特
別

会
計

　
　

こ
の

会
計

は
、

多
目

的
ダ

ム
等

を
建

設
す

る
こ

と
に

よ
り

、
ダ

ム
下

流
沿

川
の

水
害

を
防

除
す

る
と

と
も

に
、

既
得

用
水

の
安

定
化

及
び

河
川

環
境

の
た

め
の

河
川

流
量

の
確

保
や

新
規

水
道

用
水

の
供

給
、

異
常

渇
水

時
の

渇
水

被
害

の
低

減
を

図
る

も
の

で
す

。
　

　
平

成
22

年
度

の
事

業
実

績
は

、
祓

川
開

発
事

業
外

２
件

、
12

0億
4,6

48
万

円
で

す
。

　
○

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

　
　

こ
の

会
計

は
、

船
舶

の
大

型
化

や
取

扱
貨

物
量

の
増

加
に

対
応

す
る

た
め

、
埠

頭
用

地
や

工
業

用
地

の
造

成
を

行
い

、
港

湾
機

能
の

拡
充

を
図

る
も

の
で

す
。

　
　

平
成

22
年

度
の

事
業

実
績

は
、

苅
田

港
新

松
山

地
区

埠
頭

用
地

造
成

事
業

外
２

件
、

82
億

16
5万

円
で

す
。

　
○

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計
　

　
こ

の
会

計
は

、
県

内
９

か
所

の
流

域
下

水
道

に
お

け
る

幹
線

管
渠

、
ポ

ン
プ

場
及

び
処

理
場

等
の

建
設

・
管

理
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

下
水

道
事

業
の

推
進

を
図

る
も

の
で

す
。

　
　

平
成

22
年

度
の

事
業

実
績

は
、

御
笠

川
那

珂
川

流
域

下
水

道
事

業
外

８
件

、
17

8億
8,9

02
万

円
で

す
。

　
○

住
宅

管
理

特
別

会
計

　
　

こ
の

会
計

は
、

県
営

住
宅

22
1団

地
29

,42
5戸

の
施

設
の

維
持

補
修

を
行

う
と

と
も

に
、

入
居

者
間

の
調

整
に

よ
る

共
同

生
活

の
秩

序
維

持
や

快
適

性
の

保
持

に
よ

り
、

居
住

水
準

の
向

上
を

図
る

も
の

で
す

。
　

　
平

成
22

年
度

の
事

業
実

績
は

、
67

億
1,7

32
万

円
で

す
。
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Ⅳ
　
決
算

の
分

析

　
　

一
般

会
計

と
特

別
会

計
の

決
算

状
況

に
つ

い
て

は
、

前
記

Ⅱ
及

び
Ⅲ

の
と

お
り

で
す

が
、

決
算

統
計

上
の

会
計

区
分

で
あ

る
普

通
会

計
（

一
般

会
計

と
特

別
会

計
の

う
ち

準
公

営
企

業
と

し
て

区
分

さ
れ

る
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
及

び
流

域
下

水
道

事
業

の
２

特
別

会
計

を
除

い
た

13
会

計
を

合
計

し
、

各
会

計
間

の
重

複
額

を
控

除
し

た
も

の
）

の
決

算
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

　
　
⑴
　
収
支
状
況

　
　

実
質

収
支

は
35

年
連

続
の

黒
字

（
約

18
億

円
）

と
な

り
ま

し
た

。
　

　
歳

入
に

つ
い

て
は

、
景

気
の

持
ち

直
し

に
向

け
た

動
き

が
み

ら
れ

た
こ

と
か

ら
、

県
税

と
地

方
法

人
特

別
譲

与
税

と
の

合
算

で
は

増
加

に
転

じ
ま

し
た

。
地

方
財

政
対

策
に

お
い

て
実

質
的

地
方

交
付

税
の

総
額

が
約

3.6
兆

円
増

額
さ

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

地
方

交
付

税
額

等
は

増
加

し
ま

し
た

。
国

庫
支

出
金

は
、

雇
用

・
景

気
対

策
の

た
め

の
交

付
金

等
が

大
幅

減
と

な
っ

た
こ

と
に

よ
り

減
少

し
ま

し
た

。
　

　
歳

出
に

つ
い

て
は

、
現

下
の

厳
し

い
経

済
情

勢
を

踏
ま

え
、

農
業

、
福

祉
・

介
護

へ
の

人
材

移
転

な
ど

の
雇

用
対

策
や

景
気

を
浮

揚
さ

せ
る

単
独

公
共

事
業

の
重

点
実

施
に

積
極

的
に

取
り

組
み

ま
し

た
。

ま
た

、
公

債
費

や
社

会
保

障
関

係
費

の
増

加
が

続
く

中
で

、
職

員
定

数
の

削
減

、
事

務
事

業
の

見
直

し
等

の
歳

出
抑

制
に

極
力

努
め

ま
し

た
。

2
2
年
度
決
算
収
支
状
況

	
（

単
位

：
百

万
円

）
区

分
決

算
額

歳
入

総
額

	
⒜

1,6
10

,61
4

歳
出

総
額

	
⒝

1,5
84

,22
9

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

	
⒞

24
,54

9

実
質

収
支

	
⒜

−
⒝

−
⒞

1,8
36

最
近
1
0
年
間
の
決
算
規
模
の
推
移
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（
年
度
）

自
主
財
源

依
存
財
源

　
　
⑵
　
歳
　
　
入

　
　

平
成

22
年

度
普

通
会

計
の

歳
入

決
算

額
は

、
１

兆
6,1

06
億

1,3
54

万
円

で
、

前
年

度
に

対
し

て
81

7億
6,9

31
万

円
、

4.8
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

歳
入

決
算
状
況
（
普
通
会
計
）

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

分
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度

決
 算

 額
構

成
比

対
前

年
度

増
加

率
決

 算
 額

構
成

比
対

前
年

度
増

加
率

　 自 　 主 　 財 　 源 　

県
税

49
2,2

29
,81

4 
30

.6 
△

 4
.5

51
5,4

98
,39

7 
30

.5 
△

 1
3.9

分
担

金
・

負
担

金
15

,37
8,9

42
 

1.0
 

6.2
14

,48
0,1

11
 

0.8
 

△
 7

.2
使

用
料

・
手

数
料

16
,19

3,8
73

 
1.0

 
△

 3
1.5

23
,63

7,5
55

 
1.4

 
2.1

財
産

収
入

5,3
83

,86
0 

0.3
 

△
 1

1.0
6,0

51
,01

6 
0.3

 
△

 3
6.0

寄
附

金
1,5

96
 

0.0
 

△
 9

6.3
43

,00
5 

0.0
 

△
 8

5.7
繰

入
金

44
,72

4,8
09

 
2.8

 
42

.0
31

,48
8,5

92
 

1.9
 

58
.2

繰
越

金
33

,98
4,9

00
 

2.1
 

15
.8

29
,35

2,0
17

 
1.7

 
18

.7
諸

収
入

14
1,8

67
,91

5 
8.8

 
△

 4
.6

14
8,6

36
,64

8 
8.8

 
44

.4

計
74

9,7
65

,70
9 

46
.6 

△
 2

.5
76

9,1
87

,34
1 

45
.4 

△
 3

.2

依 　 存 　 財 　 源

地
方

譲
与

税
59

,55
9,9

94
 

3.7
 

10
2.1

29
,47

2,4
12

 
1.7

 
56

9.6
地

方
特

例
交

付
金

5,4
86

,49
1 

0.3
 

△
 5

.9
5,8

32
,09

3 
0.4

 
△

 2
6.9

地
方

交
付

税
28

3,6
84

,74
7 

17
.6 

2.6
27

6,5
72

,80
6 

16
.4 

5.3
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

1,6
11

,58
5 

0.1
 

△
 1

.5
1,6

36
,00

6 
0.1

 
0.7

国
庫

支
出

金
23

1,0
46

,88
3 

14
.3 

△
 2

7.6
31

8,9
86

,70
6 

18
.8 

54
.7

県
債

27
9,4

58
,12

8 
17

.4 
△

 3
.9

29
0,6

95
,48

1 
17

.2 
27

.0

計
86

0,8
47

,82
8 

53
.4 

△
 6

.8
92

3,1
95

,50
4 

54
.6 

29
.7

歳
　

入
　

合
　

計
1,6

10
,61

3,5
37

 
10

0.0
 

△
 4

.8
1,6

92
,38

2,8
45

 
10

0.0
 

12
.3

　
　

歳
入

総
額

に
対

す
る

自
主

財
源

の
率

は
、

46
.6％

で
、

前
年

度
に

比
べ

1.2
ポ

イ
ン

ト
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
雇

用
・

景
気

対
策

実
施

に
伴

う
事

業
費

の
財

源
と

し
て

繰
入

金
、

繰
越

金
が

増
加

し
た

こ
と

等
に

よ
り

自
主

財
源

が
増

加
し

た
こ

と
及

び
地

域
活

性
化

・
公

共
投

資
臨

時
交

付
金

の
減

等
で

国
庫

支
出

金
が

大
幅

に
減

少
し

、
依

存
財

源
が

減
少

し
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

歳
 
入
 
構
 
成

 
図
（
自
主
財
源
と
依
存
財
源
）
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（
年
度
）

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

　
　
⑶
　
歳
　
　
出

　
　

平
成

22
年

度
普

通
会

計
の

歳
出

決
算

額
は

、
1兆

5,8
42

億
2,9

05
万

円
で

、
前

年
度

に
対

し
て

73
3億

4,1
59

万
円

、
4.4

％
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。

性
質
別
歳
出
決
算
状
況
（
普
通
会
計
）

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

分
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度

決
 算

 額
構

成
比

対
前

年
度

増
加

率
決

 算
 額

構
成

比
対

前
年

度
増

加
率

義 務 的 経 費

人
件

費
50

7,0
63

,37
0

32
.0

0.4
50

5,0
95

,39
6

30
.5

△
 2

.4
扶

助
費

63
,66

8,9
29

4.0
7.1

59
,43

7,9
29

3.5
5.0

公
債

費
18

4,6
40

,65
4

11
.7

4.2
17

7,1
26

,69
1

10
.7

1.8

計
75

5,3
72

,95
3

47
.7

1.8
74

1,6
60

,01
6

44
.7

△
 0

.8

投 資 的 経 費

普
通

建
設

事
業

費
24

8,3
07

,15
0

15
.7

△
 9

.0
27

2,7
27

,22
6

16
.5

13
.3

災
害

復
旧

事
業

費
3,7

50
,43

7
0.2

△
 3

.4
3,8

83
,24

4
0.2

23
6.9

計
25

2,0
57

,58
7

15
.9

△
 8

.9
27

6,6
10

,47
0

16
.7

14
.3

そ
　

　
の

　
　

他
57

6,7
98

,50
6

36
.4

△
 9

.8
63

9,3
00

,14
9

38
.6

31
.4

歳
　

出
　

合
　

計
1,5

84
,22

9,0
46

10
0.0

△
 4

.4
1,6

57
,57

0,6
35

10
0.0

12
.3

　
　

歳
出

総
額

に
お

け
る

義
務

的
経

費
の

構
成

比
は

、
47

.7％
で

、
前

年
度

に
比

べ
3.0

ポ
イ

ン
ト

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

職
員

定
数

の
削

減
や

期
末

・
勤

勉
手

当
の

引
き

下
げ

等
を

行
っ

た
も

の
の

、
共

済
組

合
負

担
金

や
退

職
手

当
が

増
加

し
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

投
資

的
経

費
の

構
成

比
は

、
15

.9％
で

、
前

年
度

に
比

べ
0.8

ポ
イ

ン
ト

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

景
気

を
浮

揚
さ

せ
る

観
点

か
ら

単
独

公
共

事
業

費
を

16
2億

円
伸

ば
し

た
も

の
の

、
補

助
公

共
事

業
費

及
び

直
轄

事
業

費
が

そ
れ

ぞ
れ

大
幅

に
減

少
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。
ま

た
、

歳
出

総
額

か
ら

義
務

的
経

費
と

投
資

的
経

費
を

除
い

た
も

の
の

歳
出

総
額

に
お

け
る

構
成

比
は

36
.4％

で
、

前
年

度
に

比
べ

2.2
ポ

イ
ン

ト
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
雇

用
・

景
気

対
策

基
金

事
業

費
、

私
立

高
等

学
校

等
就

学
支

援
金

交
付

金
、

後
期

高
齢

者
医

療
費

県
費

負
担

金
等

が
増

加
し

た
も

の
の

、
雇

用
・

景
気

対
策

基
金

積
立

金
が

減
少

し
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

歳
 出

 構
 成

 図
（
性
質
別
）
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⑷
　
財
政
健
全
化
に
関
す
る
指
標

　
　
イ

　
健

全
化

判
断

比
率

　
　

　
　「

地
方

公
共

団
体

の
財

政
の

健
全

化
に

関
す

る
法

律
」

に
お

い
て

、
地

方
公

共
団

体
の

財
政

健
全

性
を

示
す

指
標

が
設

け
ら

れ
ま

し
た

。（
①

実
質

赤
字

比
率

、
②

連
結

実
質

赤
字

比
率

、
③

実
質

公
債

費
比

率
、

④
将

来
負

担
比

率
）

　
　

　
　

ま
た

、
公

営
企

業
の

経
営

の
健

全
性

を
示

す
指

標
と

し
て

⑤
資

金
不

足
比

率
が

設
け

ら
れ

ま
し

た
。

　
　

　
　

こ
の

比
率

の
い

ず
れ

か
が

、
早

期
健

全
化

基
準

以
上

に
な

る
と

財
政

健
全

化
計

画
、

財
政

再
生

基
準

以
上

に
な

る
と

財
政

再
生

計
画

、
公

営
企

業
が

経
営

健
全

化
基

準
以

上
に

な
る

と
経

営
健

全
化

計
画

の
策

定
が

義
務

づ
け

ら
れ

ま
す

。
　

　
　

　
本

県
で

は
、

普
通

会
計

、
公

営
企

業
会

計
と

も
に

、
実

質
赤

字
は

発
生

し
て

い
ま

せ
ん

。
ま

た
、

実
質

公
債

費
比

率
及

び
将

来
負

担
比

率
に

つ
い

て
も

「
財

政
再

生
基

準
」

は
も

ち
ろ

ん
の

こ
と

、「
早

期
健

全
化

基
準

」
も

大
き

く
下

回
っ

て
お

り
、

健
全

な
財

政
状

況
で

す
。

　
　

　
○

実
質

赤
字

比
率

　
　

 　
　

　
－

 ％
（

実
質

赤
字

比
率

が
な

い
）（

平
成

21
年

度
　

－
 ％

）
　

　
　

　
普

通
会

計
に

お
け

る
実

質
赤

字
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

で
す

が
、

本
県

の
実

質
収

支
は

黒
字

で
す

。

　
　

　
　

実
質

赤
字

比
率

＝
	

普
通

会
計

の
実

質
赤

字
額

	
早

期
健

全
化

基
準

	
3.7

5％
	

標
準

財
政

規
模

の
額

	
財

政
再

生
基

準
	

5.0
0％

［
標

準
財

政
規

模
の

額
］

標
準

的
に

収
入

が
見

込
ま

れ
る

一
般

財
源

の
総

額
（

県
税

、
地

方
譲

与
税

、
普

通
交

付
税

、
臨

時
財

政
対

策
債

、
地

方
特

例
交

付
金

、
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

の
収

入
見

込
み

の
合

算
額

）
	

（
単

位
：

千
円

）

会
　

　
計

　
　

名
実

質
収

支
額

普 通 会 計

一
般

会
計

1,8
35

,73
0 

財
政

調
整

基
金

特
別

会
計

0 
公

債
管

理
特

別
会

計
0 

市
町

村
振

興
基

金
特

別
会

計
0 

母
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

0 
災

害
救

助
基

金
特

別
会

計
0 

農
業

改
良

資
金

助
成

事
業

特
別

会
計

0 
県

営
林

造
成

事
業

特
別

会
計

0 
林

業
改

善
資

金
助

成
事

業
特

別
会

計
0 

沿
岸

漁
業

改
善

資
金

助
成

事
業

特
別

会
計

0 
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

0 
公

共
用

地
先

行
取

得
事

業
特

別
会

計
0 

河
川

開
発

事
業

特
別

会
計

0 
住

宅
管

理
特

別
会

計
0 

小
　

　
計

（
普

通
会

計
）

1,8
35

,73
0 

標
準

財
政

規
模

の
額

90
2,4

59
,72

9 
実

質
赤

字
比

率
（

％
）

-0
.20

 
※



―
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4 
―

―
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○
連

結
実

質
赤

字
比

率
　

　
　

　
　

－
 ％

  （
連

結
実

質
赤

字
比

率
が

な
い

）（
平

成
21

年
度

　
－

 ％
）

　
　

　
全

会
計

(普
通

会
計

及
び

公
営

企
業

会
計

)に
お

け
る

実
質

赤
字

の
標

準
財

政
規

模
の

額
に

対
す

る
比

率
で

す
が

、
本

県
の

普
通

会
計

の
実

質
収

支
は

黒
字

で
あ

り
、

公
営

企
業

会
計

に
つ

い
て

も
資

金
不

足
は

発
生

し
て

い
ま

せ
ん

。

　
　

　
連

結
実

質
赤

字
比

率
＝

	
全

会
計

の
実

質
赤

字
額

	
早

期
健

全
化

基
準

	
8.7

5％
	

標
準

財
政

規
模

の
額

	
財

政
再

生
基

準
	

15
.00

％

	
（

単
位

：
千

円
）

会
　

　
計

　
　

名
資

金
不

足
・

剰
余

額

公 営 企 業 会 計

病
院

事
業

会
計

2,1
97

,41
0 

電
気

事
業

会
計

2,1
80

,91
7 

工
業

用
水

道
事

業
会

計
2,3

47
,00

5 
工

業
用

地
造

成
事

業
会

計
63

5,5
76

 
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
特

別
会

計
0 

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計
1,8

31
,31

7 
小

　
　

計
（

公
営

企
業

会
計

）
9,1

92
,22

5 
合

　
　

計
（

全
会

計
）

11
,02

7,9
55

 
連

結
実

質
赤

字
比

率
（

％
）

11
.22

 
※

　
　

　
※

　
実

質
収

支
又

は
連

結
実

質
収

支
が

黒
字

で
あ

る
場

合
、「

実
質

赤
字

比
率

（
％

）」
又

は
「

連
結

実
質

赤
字

比
率

（
％

）」
は

負
の

値
で

表
示

さ
れ

ま
す

。

　
　

○
実

質
公

債
費

比
率

　
　

　
　

　
15

.4％
　

 （
平

成
21

年
度

　
14

.7％
）

　
　

　
普

通
会

計
が

負
担

す
る

実
質

的
な

公
債

費
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

（
過

去
３

か
年

平
均

）
で

す
が

、
本

県
で

は
、

早
期

健
全

化
基

準
で

あ
る

25
％

を
大

幅
に

下
回

っ
て

い
ま

す
。

　
　

　
実

質
公

債
費

比
率

＝
	（

Ａ
＋

Ｂ
）－

（
Ｃ

＋
Ｄ

）	
早

期
健

全
化

基
準

	
25

％
	

Ｅ
－

Ｄ
	

財
政

再
生

基
準

	
35

％

Ａ
…

地
方

債
の

元
利

償
還

金
（

繰
上

償
還

等
除

く
）

Ｂ
…

地
方

債
の

元
利

償
還

金
に

準
ず

る
も

の
（

公
営

企
業

の
元

利
償

還
金

へ
の

一
般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

、
共

済
組

合
へ

の
建

設
費

償
還

金
な

ど
）

Ｃ
…

元
利

償
還

金
の

財
源

に
充

て
ら

れ
る

特
定

財
源

Ｄ
…

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額
Ｅ

…
標

準
財

政
規

模
の

額
	

（
単

位
：

千
円

）
区

　
　

　
　

　
分

平
成

20
年

度
平

成
21

年
度

平
成

22
年

度
Ａ

　
 地

方
債

の
元

利
償

還
金

11
5,2

67
,88

9 
11

3,2
32

,54
7 

11
1,1

59
,93

0 
Ｂ

　
 地

方
債

の
元

利
償

還
金

に
準

ず
る

も
の

11
4,1

65
,92

4 
12

0,9
99

,97
1 

12
6,7

22
,74

0 
満

期
一

括
償

還
地

方
債

に
係

る
年

度
割

相
当

額
10

8,8
66

,06
0 

11
1,2

29
,08

6 
11

7,6
24

,05
0 

公
営

企
業

の
元

利
償

還
金

へ
の

一
般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

3,9
97

,10
5 

3,3
15

,01
5 

3,1
83

,40
2 

債
務

負
担

行
為

に
基

づ
く

支
出

額
1,2

82
,24

9 
6,3

00
,65

1 
5,9

09
,74

8 
一

時
借

入
金

の
利

子
20

,51
0 

15
5,2

19
 

5,5
40

 
Ｃ

　
 元

利
償

還
金

の
財

源
に

充
て

ら
れ

る
特

定
財

源
15

,60
3,5

20
 

15
,15

5,1
25

 
14

,28
0,7

93
 

Ｄ
　

 元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額
95

,87
3,2

51
 

94
,97

0,2
22

 
99

,95
1,1

98
 

Ｅ
　

 標
準

財
政

規
模

の
額

88
3,3

32
,85

8 
87

4,5
89

,71
6 

90
2,4

59
,72

7 
実

質
公

債
費

比
率

（
単

年
度

）（
％

）
15

.0 
15

.9 
15

.4 
実

質
公

債
費

比
率

（
３

か
年

平
均

）（
％

）
15

.4 
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○

将
来

負
担

比
率

　
　

　
　

　
25

7.9
％

　（
平

成
21

年
度

　
26

3.8
％

）
　

　
　

　
公

営
企

業
、

公
社

等
を

含
め

て
、

普
通

会
計

が
将

来
負

担
す

べ
き

実
質

的
な

負
債

の
標

準
財

政
規

模
の

額
に

対
す

る
比

率
で

す
が

、
本

県
で

は
、

早
期

健
全

化
基

準
で

あ
る

40
0％

を
大

幅
に

下
回

っ
て

い
ま

す
。

　
　

　
　

将
来

負
担

比
率

＝
	

Ａ
－

Ｂ
	

早
期

健
全

化
基

準
	

40
0％

	
Ｃ

－
Ｄ

	
（

単
位

：
千

円
）

区
　

　
　

　
　

分
平

成
22

年
度

Ａ
　

 将
来

負
担

額
3,7

91
,24

8,2
26

 
普

通
会

計
地

方
債

現
在

高
3,1

35
,69

1,4
26

 
債

務
負

担
行

為
に

基
づ

く
支

出
予

定
額

34
,77

2,8
90

 
公

営
企

業
債

等
繰

入
見

込
額

62
,65

7,0
82

 
病

院
事

業
会

計
4,3

64
,04

0 
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
特

別
会

計
23

,41
8,3

13
 

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計
34

,87
4,7

29
 

退
職

手
当

負
担

見
込

額
54

1,3
51

,36
2 

公
社

、
地

方
独

立
行

政
法

人
の

負
債

額
8,3

74
,52

9 
損

失
補

償
契

約
締

結
団

体
等

に
対

す
る

負
担

見
込

額
8,4

00
,93

7 
Ｂ

　
 将

来
負

担
額

に
充

当
可

能
な

財
源

1,7
21

,04
2,1

47
 

充
当

可
能

基
金

24
4,7

72
,59

0 
充

当
可

能
特

定
財

源
70

,86
6,5

46
 

基
準

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

1,4
05

,40
3,0

11
 

Ｃ
　

 標
準

財
政

規
模

の
額

90
2,4

59
,72

7 
Ｄ

　
 元

利
償

還
金

等
に

係
る

基
準

財
政

需
要

額
算

入
額

99
,95

1,1
98

 
将

来
負

担
比

率
（

％
）　

25
7.9

 

　
　

ロ
　

資
金

不
足

比
率

　
　

　
　

本
県

で
は

、
す

べ
て

の
公

営
企

業
に

お
い

て
資

金
不

足
は

発
生

し
て

い
ま

せ
ん

。
　

　
　

　
資

金
不

足
比

率
＝

	
資

金
不

足
額

	
経

営
健

全
化

基
準

　
20

％
	

事
業

規
模

Ａ
…

将
来

負
担

額
　

　
 ・

普
通

会
計

地
方

債
現

在
高

　
　

 ・
債

務
負

担
行

為
に

基
づ

く
支

出
予

定
額（

共
同

債
等

除
く

）
　

　
 ・

公
営

企
業

債
に

充
て

る
普

通
会

計
か

ら
の

繰
入

見
込

額
　

　
 ・

全
職

員
が

自
己

都
合

退
職

し
た

と
仮

定
し

た
場

合
の

退
職

手
当

要
支

給
額

　
　

 ・
公

社
、地

方
独

立
行

政
法

人
の

負
債

額
　

　
 ・

損
失

補
償

契
約

を
締

結
し

て
い

る
団

体
等

に
対

す
る

負
担

見
込

額

・
病

院
事

業
会

計
・

電
気

事
業

会
計

・
工

業
用

水
道

事
業

会
計

・
工

業
用

地
造

成
事

業
会

計
・

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

・
流

域
下

水
道

事
業

特
別

会
計

－
 ％

（
平

成
21

年
度

　
－

 ％
）

－
 ％

（
平

成
21

年
度

　
－

 ％
）

－
 ％

（
平

成
21

年
度

　
－

 ％
）

－
 ％

（
平

成
21

年
度

　
－

 ％
）

－
 ％

（
平

成
21

年
度

　
－

 ％
）

－
 ％

（
平

成
21

年
度

　
－

 ％
）

資
金

不
足

比
率

が
な

い
。

Ｂ
…

将
来

負
担

額
に

充
当

可
能

な
財

源
　

　
・

充
当

可
能

基
金

　
　

・
充

当
可

能
特

定
財

源
　

　
・

地
方

債
現

在
高

等
に

係
る

基
準

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

Ｃ
…

標
準

財
政

規
模

の
額

Ｄ
…

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額



―
 2

6 
―

―
 2

7 
―

第
２

　
平

成
23

年
度

上
半

期
歳

入
歳

出
予

算
の

状
況

　
　
　
Ⅰ
　
概
　

　
　

要

　
　

平
成

23
年

度
歳

入
歳

出
当

初
予

算
に

つ
い

て
は

、
第

12
4回

「
福

岡
県

財
政

事
情

」
に

お
い

て
説

明
し

た
と

こ
ろ

で
す

が
、

今
回

は
、

こ
れ

に
平

成
22

年
度

か
ら

平
成

23
年

度
に

繰
り

越
し

た
額

を
含

め
た

上
半

期
の

予
算

現
額

に
つ

い
て

説
明

し
ま

す
。

　
　

平
成

22
年

度
か

ら
の

繰
越

額
は

、
継

続
費

逓
次

繰
越

額
31

億
4,7

52
万

円
、

繰
越

明
許

費
繰

越
額

56
2億

7,3
58

万
円

及
び

事
故

繰
越

し
額

1,8
16

万
円

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
　

平
成

23
年

度
上

半
期

（
４

月
～

９
月

）
の

会
計

別
の

予
算

現
額

の
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
3
年
度

予
算
現
額
の
状
況
（
上
半
期
）

（
単

位
：

千
円

）

区
　

　
　

分
当

初
予

算
額

継
　

続
　

費
逓

次
繰

越
額

繰
越

明
許

費
繰

　
越

　
額

事
故

繰
越

し
繰

　
越

　
額

計

一
般

会
計

1,6
19

,51
0,1

38
 

0 
54

,59
3,8

82
 

18
,16

2 
1,6

74
,12

2,1
82

 

特
別

会
計

40
5,5

21
,72

7 
3,1

47
,51

9 
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一般会計歳入予算現額の状況（上半期）

（単位：千円，％）

区　　　　分
平　　成　　23　　年　　度平 成 22 年 度 同 期執 行 状 況

当初予算額繰越明許費
繰　越　額事故繰越額計A上半期中

収入済額B予算現額C上半期中
収入済額DB/AD/C

県税482,137,29500482,137,295243,174,653451,844,636245,681,06250.454.4
地方消費税清算金96,321,5970096,321,59753,213,16690,918,44554,920,98155.260.4

地方譲与税64,844,2330064,844,23316,603,90754,532,32815,389,81325.628.2

地方特例交付金5,015,677005,015,6773,490,4395,741,9295,486,49169.695.6

地方交付税283,473,35800283,473,358215,365,742280,398,200210,127,25176.074.9

交通安全対策特別交付金1,673,978001,673,978820,9881,612,635850,08649.052.7

分担金及び負担金6,180,16532,35406,212,519132,39511,754,1754,652,5502.139.6

使用料及び手数料10,382,9640010,382,9645,070,28610,650,5945,251,57648.849.3

国庫支出金183,131,40616,196,0086,583199,333,99764,667,922216,400,17167,250,68432.431.1

財産収入7,055,673007,055,6733,196,6915,772,8703,081,87445.353.4

寄附金50000500734207514.617.9

繰入金72,134,64918,753,404090,888,0534,900,46369,567,0576,563,4365.49.4

繰越金119,191,51011,57919,203,09020,120,95527,062,43727,889,746104.8103.1

諸収入142,489,942123,4240142,613,36610,260,143140,406,67810,668,4147.27.6

県債264,668,700297,1820264,965,8820281,591,540100,0000.00.0

歳 入 合 計1,619,510,13854,593,88218,1621,674,122,182641,017,8231,648,254,115657,914,03938.339.9

　　歳入予算現額1兆6,741億2,218万円に対する９月末日現在の収入済額は、6,410億1,782万円で、収入率は38.3％と前年同期の収入率39.9％と比べ1.6ポ
イント低くなっています。これは、前年度は、分担金及び負担金の執行状況が、国営筑後川下流土地改良事業に係る地元負担金の一括償還などによ
り高かったことによるものです。
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　　　　　⑵　歳出予算

　　　　　　　一般会計歳出予算現額の内訳及びその執行状況は、次のとおりです。

一般会計歳出予算現額の状況（上半期）

（単位：千円，％）

区　　　　分
平　　成　　23　　年　　度平 成 22 年 度 同 期執 行 状 況

当初予算額繰越明許費
繰　越　額事故繰越額計A上半期中

支出済額B予算現額C上半期中
支出済額DB/AD/C

議会費2,945,055002,945,0551,387,6862,795,3741,283,21447.145.9

総務費56,198,732586,221056,784,95320,449,39662,038,71524,217,20436.039.0

保健費203,979,9817,888,7100211,868,69167,697,779202,087,89765,552,07132.032.4

環境費4,150,771303,70104,454,4721,035,6364,319,8271,024,82223.223.7

生活労働費141,682,4348,827,1640150,509,59849,536,372133,599,27348,812,48332.936.5

農林水産業費63,883,5346,049,2636,58369,939,38020,604,23669,561,97922,307,82429.532.1

商工費120,715,9861,165,7020121,881,688112,027,431120,588,972110,317,67791.991.5

県土整備費138,230,29026,764,14511,579165,006,01435,436,962186,072,28546,828,92321.525.2

警察費127,586,404393,1790127,979,58354,309,701128,526,60255,044,63842.442.8

教育費406,376,9872,293,1010408,670,088188,178,470401,683,077189,417,81946.047.2

災害復旧費2,359,357322,69602,682,053256,9573,825,530524,3759.613.7

公債費192,200,00700192,200,0073,751187,025,9664,6310.00.0

諸支出金159,000,60000159,000,60081,918,001145,928,61883,116,53951.557.0

予備費200,00000200,0000200,00000.00.0

歳 出 合 計1,619,510,13854,593,88218,1621,674,122,182632,842,3781,648,254,115648,452,22037.839.3

　　　　　歳出予算現額1兆6,741億2,218万円に対する９月末日現在の支出済額は、6,328億4,238万円で、執行率は37.8％と前年同期の執行率39.3%と
比べ1.5ポイント低くなっています。
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　  Ⅲ　特別会計

　 平成23年度福岡県特別会計歳入歳出予算現額の内訳及びその執行状況は、次のとおりです。

特別会計歳入歳出予算現額の状況（上半期）

（単位：千円，％）

区　　　分
平　  成  　23  　年  　度平 成 22 年 度 同 期執 行 状 況

当初予算額継　続　費
逓次繰越額

繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰　越　額計A上半期中

収入済額B上半期中
支出済額C予算現額D上半期中

収入済額E上半期中
支出済額FB/AC/AE/DF/D

普
通
会
計
に
属
す
る
特
別
会
計

財政調整基金38,486 0 0 0 38,486 0 16,19749,760 0 19,4470.0 42.1 0.0 39.1 

公債管理358,712,307 0 0 0 358,712,307 99,964,500 122,318,449363,106,714 69,962,000 134,642,89527.9 34.1 19.3 37.1 

市町村振興基金37,671 0 0 0 37,671 0 044,335 0 00.0 0.0 0.0 0.0 
母子寡婦福祉資金貸付事業803,473 0 0 0 803,473 665,942 139,5021,042,298 915,886 130,07682.9 17.4 87.9 12.5 

災害救助基金21,035 0 0 0 21,035 0 7,14624,932 0 9,0840.0 34.0 0.0 36.4 
就農支援資金貸付事業200,939 0 0 0 200,939 82,716 43,630458,535 390,758 38,91341.2 21.7 85.2 8.5 

県営林造成事業367,738 0 0 0 367,738 8,108 65,243376,845 9,034 68,0632.2 17.7 2.4 18.1 

林業改善資金助成事業151,740 0 0 0 151,740 274,378 1,093266,794 373,463 126180.8 0.7 140.0 0.0 

沿岸漁業改善資金助成事業163,565 0 0 0 163,565 219,454 71,004152,550 153,577 50,051134.2 43.4 100.7 32.8 
小規模企業者等設備導入資金貸付事業2,052,091 0 0 0 2,052,091 1,718,532 47,3972,441,293 1,420,107 48,29683.7 2.3 58.2 2.0 

公共用地先行取得事業13,744 0 0 0 13,744 0 2,613133,090 113,082 2,6610.0 19.0 85.0 2.0 

河川開発事業11,001,968 3,147,519 0 0 14,149,487 2,764,067 5,323,13216,995,182 3,231,395 8,258,30619.5 37.6 19.0 48.6 
住宅管理6,705,956 0 0 0 6,705,956 2,900,493 1,497,4256,974,143 3,026,645 1,471,24643.3 22.3 43.4 21.1 

計380,270,713 3,147,519 0 0 383,418,232 108,598,190 129,532,831392,066,471 79,595,947 144,739,16428.3 33.8 20.3 36.9 
地
方
公
営
企
業

法
非
適
用
の
公

営
企
業
会
計
　

県営埠頭施設整備運営事業5,375,371 0 39,800 0 5,415,171 308,238 2,369,4968,263,601 715,265 1,987,2815.7 43.8 8.7 24.0 

流域下水道事業19,875,643 0 1,639,894 0 21,515,537 4,100,082 5,569,04422,122,983 3,776,470 4,971,27619.1 25.9 17.1 22.5 

計25,251,014 0 1,679,694 0 26,930,708 4,408,320 7,938,54030,386,584 4,491,735 6,958,55716.4 29.5 14.8 22.9 

合　　　　　計405,521,727 3,147,519 1,679,694 0 410,348,940 113,006,510 137,471,371422,453,055 84,087,682 151,697,72127.5 33.5 19.9 35.9 
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48

2,7
90

,85
0

82
0,4

74
12

,95
7,7

24
0.4

⑶
環

境
3,8

14
,77

3
63

9,4
70

73
,68

3
4,3

80
,56

0
0.1

⑷
生

活
労

働
37

,38
1,4

68
67

4,8
10

24
4,7

45
37

,81
1,5

33
1.2

⑸
農

林
水

産
20

2,2
23

,90
4

15
,83

8,3
23

15
,51

9,1
62

20
2,5

43
,06

5
6.2

⑹
商

工
6,0

38
,00

2
37

,56
0

19
1,9

40
5,8

83
,62

2
0.2

⑺
県

土
整

備
1,3

44
,12

4,7
39

13
5,5

22
,94

3
10

6,4
77

,00
0

1,3
73

,17
0,6

82
42

.4
⑻

警
察

30
,73

1,1
79

2,8
35

,16
1

3,7
16

,98
6

29
,84

9,3
54

0.9
⑼

教
育

17
5,6

59
,97

0
17

,42
8,4

31
16

,23
9,0

69
17

6,8
49

,33
2

5.5
⑽

公
営

住
宅

77
,62

2,5
18

6,6
77

,13
3

8,7
39

,08
2

75
,56

0,5
69

2.3
⑾

産
炭

地
域

開
発

14
,00

8,9
80

99
5,5

56
2,2

89
,23

7
12

,71
5,2

99
0.4

⑿
都

市
高

速
道

路
65

,23
4,5

56
7,0

01
,79

0
9,9

47
,02

0
62

,28
9,3

26
1.9

２
．

災
害

復
旧

債
62

,88
0,0

10
4,3

59
,86

5
10

,69
7,2

84
56

,54
2,5

91
1.7

⑴
農

林
水

産
15

,38
5,2

61
1,1

90
,23

5
2,5

51
,92

5
14

,02
3,5

71
0.4

⑵
県

土
整

備
47

,21
9,7

06
3,0

99
,83

0
8,1

13
,87

5
42

,20
5,6

61
1.3

⑶
教

育
12

1,3
48

52
,50

0
16

,49
5

15
7,3

53
0.0

⑷
保

健
52

6
0

36
2

16
4

0.0
⑸

総
務

40
,26

4
0

5,9
66

34
,29

8
0.0

⑹
警

察
28

,34
2

0
4,4

90
23

,85
2

0.0
⑺

生
活

労
働

84
,56

3
17

,30
0

4,1
71

97
,69

2
0.0

３
．

そ
の

他
79

7,4
38

,74
7

22
0,3

34
,71

0
58

,20
0,4

47
95

9,5
73

,01
0

29
.6

⑴
退

職
手

当
債

56
,88

4,3
00

8,1
94

,00
0

0
65

,07
8,3

00
2.0

⑵
特

別
転

貸
債

78
,81

2,9
00

93
7,0

00
7,1

82
,97

1
72

,56
6,9

29
2.2

⑶
災

害
援

護
資

金
貸

付
事

業
債

13
0,9

28
0

19
,40

1
11

1,5
27

0.0
⑷

減
税

補
て

ん
債

90
,91

0,2
36

7,0
84

,54
0

9,0
23

,43
7

88
,97

1,3
39

2.8
⑸

臨
時

税
収

補
て

ん
債

13
,28

9,6
00

0
0

13
,28

9,6
00

0.4
⑹

臨
時

財
政

対
策

債
49

9,0
49

,78
3

20
4,1

19
,17

0
41

,97
4,6

38
66

1,1
94

,31
5

20
.4

⑺
減

収
補

て
ん

債
58

,36
1,0

00
0

0
58

,36
1,0

00
1.8

計
2,8

88
,72

4,6
41

42
0,4

62
,42

8
24

1,2
83

,52
3

3,0
67

,90
3,5

46
94

.6
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特 　 別 　 会 　 計

母
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

債
2,5

89
,68

7
0

24
0,0

00
2,3

49
,68

7
0.1

県
営

林
造

成
事

業
債

2,8
46

,39
5

13
,90

0
99

,84
0

2,7
60

,45
5

0.1
小規

模企
業者

等設
備導

入資
金貸

付事
業債

12
,17

2,7
67

0
64

0,4
23

11
,53

2,3
44

0.3
河

川
開

発
事

業
債

48
,99

7,7
14

3,2
30

,80
0

1,3
91

,06
7

50
,83

7,4
47

1.6
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
債

49
,07

8,1
49

4,1
96

,00
0

5,4
50

,30
4

47
,82

3,8
45

1.5
流

域
下

水
道

事
業

債
44

,15
2,8

95
1,9

93
,20

0
1,5

49
,25

5
44

,59
6,8

40
1.4

農
業

改
良

資
金

貸
付

事
業

債
31

7,0
01

0
9,0

54
30

7,9
47

0.0

計
16

0,1
54

,60
8

9,4
33

,90
0

9,3
79

,94
3

16
0,2

08
,56

5
5.0

企 業 会 計

病
院

事
業

債
6,8

37
,86

6
0

29
1,8

05
6,5

46
,06

1
0.2

電
気

事
業

債
10

0,9
43

0
7,0

49
93

,89
4

0.0

工
業

用
水

道
事

業
債

6,6
93

,74
8

0
39

8,8
21

6,2
94

,92
7

0.2
工

業
用

地
造

成
事

業
債

2,3
38

,90
0

0
1,0

00
,00

0
1,3

38
,90

0
0.0

計
15

,97
1,4

57
0

1,6
97

,67
5

14
,27

3,7
82

0.4

合
　

　
　

　
計

3,0
64

,85
0,7

06
42

9,8
96

,32
8

25
2,3

61
,14

1
3,2

42
,38

5,8
93

10
0.0

　
　

一
時

借
入

金
は

、
県

税
、

国
庫

支
出

金
等

の
収

入
が

、
こ

れ
を

財
源

と
す

る
事

業
費

等
の

支
出

時
期

と
必

ず
し

も
一

致
し

な
い

た
め

、
一

時
的

に
資

金
が

不
足

す
る

こ
と

に
な

る
場

合
に

、
あ

ら
か

じ
め

議
会

の
議

決
を

得
た

額
の

範
囲

内
で

金
融

機
関

な
ど

か
ら

年
度

内
に

返
還

す
る

こ
と

を
条

件
に

借
り

入
れ

る
も

の
で

す
。

　
　

平
成

23
年

度
上

半
期

に
お

け
る

各
月

末
の

一
時

借
入

金
の

現
在

高
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
3
年
度
上
半
期
一
時
借
入
金
の
状
況

	
（

単
位

：
千

円
）

区
　

　
　

　
分

一
時

借
入

金
借

入
現

在
高

平
成

23
年

４
月

末
現

在
0

　
　〃

　　
５

月
　

〃
　

0
　

　〃
　　

６
月

　
〃

　
0

　
　〃

　　
７

月
　

〃
　

0

　
　〃

　　
８

月
　

〃
　

0

　
　〃

　　
９

月
　

〃
　

0
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Ⅲ
　
県
有

財
産

の
状

況

　
　

県
が

保
有

し
て

い
る

財
産

は
大

別
す

る
と

、
土

地
、

建
物

な
ど

の
公

有
財

産
、

自
動

車
な

ど
の

物
品

、
債

権
及

び
基

金
が

あ
り

ま
す

。
県

は
、

こ
れ

ら
の

財
産

を
常

に
良

好
な

状
態

で
管

理
し

適
切

な
運

営
を

行
う

よ
う

努
め

て
い

ま
す

。
　

　
平

成
23

年
３

月
31

日
現

在
に

お
け

る
県

有
財

産
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

　
　
⑴
　
土
地
及
び
建
物

区
　

　
　

　
　

　
分

行
　

政
　

財
　

産
普

　
通

　
財

　
産

土
地

 （
㎡

）
建

物
 （

㎡
）

土
地

 （
㎡

）
建

物
 （

㎡
）

本
　

　
　

　
　

庁
　

　
　

　
　

舎
79

,37
1 

16
7,3

57
 

そ
の

他
の

行
政

機
関

警
察

（
消

防
）

施
設

44
4,9

52
 

26
4,2

89
 

そ
の

他
の

施
設

3,7
00

,03
4 

22
2,9

17
 

公
 

共
用

財
産

学
校

6,5
52

,32
4 

1,8
16

,66
9 

県
営

住
宅

3,1
47

,15
1 

1,9
65

,61
5 

公
園

47
7,6

50
 

4,2
85

 

そ
の

他
の

施
設

4,6
54

,09
9 

54
9,8

21
 

山
林

2,7
49

,54
8 

57
4 

職
員

住
宅

20
9,0

42
 

17
4,7

22
 

そ
の

他
1,5

15
,48

3 
16

3,9
63

 

合
計

21
,80

5,1
29

 
4,9

91
,52

7 
1,7

24
,52

5 
33

8,6
85

 

　
　
⑵
　
山
林
（
行
政
財
産
）
	

　
⑶
　
物
　
　
権

土
地

の
権

利
の

区
分

面
積

（
㎡

）
立

木
の

推
定

蓄
積

量（
㎥

）
区

　
　

　
　

分
行

政
財

産（
㎡

）
普

通
財

産（
㎡

）

所
有

2,7
49

,54
8 

60
,34

6 
地

上
権

63
,70

5,3
13

 
60

4 

分
収

63
,74

1,5
00

 
1,3

89
,13

0 
地

役
権

39
,82

5 

合
計

66
,49

1,0
48

 
1,4

49
,47

6 
合

計
63

,74
5,1

38
 

60
4 

　
　
⑷
　
動
産
（
行
政
財
産
）
	

船
　

　
　

舶
	

４
隻

　
　
⑸
　
無
体
財
産
権
（
普
通
財
産
）
	

特
　

許
　

権
	

58
件

	
著

　
作

　
権

	
12

4件
	

実
用

新
案

権
	

０
件

	
意

　
匠

　
権

	
２

件
	

育
成

者
権

	
39

件
	

商
　

標
　

権
	

４
件

　
　
⑹
　
有
価
証
券
	

株
　

券
　

等
	

39
6,0

38
千

円
　
　
⑺
　
出
資
に
よ
る
権
利
	

出
資

総
額

	
18

2,0
55

,92
9千

円
　
　
⑻
　
物
品
	

総
ト

ン
数

20
ト

ン
未

満
の

船
舶

	
７

隻
	

自
　

動
　

車
	

59
8台

	
ほ

　
　

　
か

	
65

0品
目

	
4,8

28
　
　
⑼
　
債
権
	

債
権

総
額

	
16

3,2
96

,71
0千

円
　
　
⑽
　
基
金
及
び
基
金
に
準
じ
る
も
の
	

35
7,8

07
,99

5千
円
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第
４

　
公

営
企

業
会

計
の

状
況

　
　
　
Ⅰ
　
電
気

事
業

会
計

　
　
⑴
　
事
業
の
概
況

　
　
イ

　
施

設
の

概
要

　
　

　
　

本
県

の
電

気
事

業
は

、
矢

部
川

水
系

の
日

向
神

ダ
ム

及
び

松
瀬

ダ
ム

の
貯

水
を

利
用

し
、

八
女

市
黒

木
町

に
大

渕
発

電
所

（
最

大
出

力
7,5

00
kW

）
及

び
木

屋
発

電
所

（
最

大
出

力
6,0

00
kW

）
を

昭
和

38
年

度
に

総
事

業
費

約
23

億
円

で
完

成
、

ま
た

那
珂

川
水

系
南

畑
ダ

ム
の

貯
水

を
利

用
し

、
筑

紫
郡

那
珂

川
町

に
ち

く
し

発
電

所
（

最
大

出
力

55
0k

W
）

を
平

成
４

年
９

月
に

総
事

業
費

4.6
億

円
で

完
成

さ
せ

、
目

標
供

給
電

力
量

48
,75

5,0
00

kW
時

の
発

電
を

行
い

、
発

生
電

力
を

九
州

電
力

(株
)に

卸
供

給
し

て
い

ま
す

。
　

　
ロ

　
発

電
の

概
要

　
　

　
　

平
成

23
年

度
上

半
期

に
お

け
る

発
電

の
概

要
は

、
次

表
の

と
お

り
で

す
。

平
成
2
3
年
度
上
半
期
月
別
発
電
実
績

（
単

位
：

kW
h）

月
　

別
発

　
生

　
電

　
力

　
量

所
内

消
費

電
力

量
供

　
給

　
電

　
力

　
量

４
3,5

84
,44

0
42

,85
9

3,5
41

,58
1

５
7,1

28
,38

0
68

,11
2

7,0
60

,26
8

６
8,7

42
,12

0
10

1,3
12

8,6
40

,80
8

７
6,8

30
,15

0
18

4,0
05

6,6
46

,14
5

８
6,1

68
,64

0
16

9,1
65

5,9
99

,47
5

９
7,0

37
,30

0
18

9,8
53

6,8
47

,44
7

計
39

,49
1,0

30
75

5,3
06

38
,73

5,7
24

平
成

2
3
年
度
上
半
期
業
務
量

（
単

位
：

kW
h、

％
）

区
　

　
　

　
分

目
標

供
給

電
力

量
発

生
電

力
量

供
給

電
力

量
達

　
成

　
率

平
成

23
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

23
年

９
月

30
日

ま
で

35
,67

1,0
00

39
,49

1,0
30

38
,73

5,7
24

10
8.6

　
　
⑵
　
経
理
の
状
況

　
　
イ

　
経

理
の

概
要

　
　

　
　

平
成

23
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は

「
別

表
１

」、
資

金
収

支
表

は
「

別
表

２
」

の
と

お
り

で
す

。
　
　
ロ

　
企

業
債

　
　

　
　

企
業

債
の

現
在

高
は

、
90

,26
5,2

11
円

で
す

。
　
　
ハ

　
一

時
借

入
金

　
　

　
　

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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「
別
表
１
」
	

合
　
計
　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
）

借
　

　
　

　
　

　
方

科
　

　
　

　
　

目
貸

　
　

　
　

　
　

方

残
　

　
　

高
合

　
　

　
計

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

4,0
26

,95
6,9

21
 

4,0
26

,95
6,9

21
 

水
力

発
電

設
備

　
減

価
償

却
累

計
額

2,5
87

,85
0,5

52
 

2,5
87

,85
0,5

52
 

1,5
30

,00
0 

1,5
30

,00
0 

業
務

設
備

減
価

償
却

累
計

額
1,4

53
,50

0 
1,4

53
,50

0 
事

業
外

固
定

資
産

減
価

償
却

累
計

額
 

建
設

仮
勘

定
32

9,9
10

,00
0 

32
9,9

10
,00

0 
投

資
有

価
証

券
そ

の
他

の
投

資
2,2

31
,80

1,0
76

 
10

,18
0,6

56
,45

9 
現

金
預

金
7,9

48
,85

5,3
83

 
 

24
6,9

11
,70

4 
営

業
未

収
入

金
24

6,9
11

,70
4 

 
1,5

83
,40

9 
諸

未
収

入
金

1,5
83

,40
9 

　
30

8,0
00

 
30

8,0
00

 
貯

蔵
品

18
,81

7,6
00

 
18

,81
7,6

00
 

前
払

金
　

前
払

費
用

9,2
91

,95
0 

未
払

金
9,2

91
,95

0 
67

,07
0,1

98
 

未
払

費
用

67
,07

0,1
98

 
6,5

99
,99

5 
預

り
金

7,2
81

,67
5 

68
1,6

80
 

　
22

7,7
51

 
そ

の
他

の
流

動
負

債
22

7,7
51

 
 

6,9
53

,65
4 

退
職

給
与

引
当

金
16

9,2
58

,85
2 

16
2,3

05
,19

8 
修

繕
引

当
金

83
,50

8,5
86

 
83

,50
8,5

86
 

自
己

資
本

金
3,1

59
,61

4,7
91

 
3,1

59
,61

4,7
91

 
3,6

28
,65

2 
企

業
債

93
,89

3,8
63

 
90

,26
5,2

11
 

国
庫

補
助

金
58

,64
4,8

70
 

58
,64

4,8
70

 
減

債
積

立
金

72
,11

4,7
16

 
72

,11
4,7

16
 

中
小

水
力

発
電

開
発

改
良

積
立

金
 

建
設

改
良

積
立

金
29

7,1
49

,12
0 

29
7,1

49
,12

0 
未

処
分

利
益

剰
余

金
15

,82
5,2

82
 

15
,82

5,2
82

 
電

力
料

20
0,2

78
,27

7 
20

0,2
78

,27
7 

　
営

業
雑

収
益

　
受

託
運

転
益

　
受

取
利

息
5,4

78
,13

6 
5,4

78
,13

6 
　

雑
収

益
31

7,7
28

 
31

7,7
28

 
　

固
定

資
産

売
却

益
過

年
度

損
益

修
正

益
14

,91
0 

14
,91

0 
94

,49
7,9

97
 

94
,55

4,3
97

 
水

力
発

電
費

56
,40

0 
37

,28
9,7

83
 

37
,29

3,5
93

 
一

般
管

理
費

3,8
10

 
2,4

28
,09

6 
2,4

28
,09

6 
支

払
利

息
過

年
度

損
益

修
正

損
雑

損
失

1,9
86

,48
7 

1,9
89

,49
7 

仮
払

消
費

税
3,0

10
 

　
仮

受
消

費
税

10
,02

3,4
03

 
10

,02
3,4

03
 

6,7
45

,52
5,9

60
 

15
,03

6,7
11

,87
6 

計
15

,03
6,7

11
,87

6 
6,7

45
,52

5,9
60
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「
別
表
２
」
	

資
　
　
金
　
　
収
　
　
支
　
　
表

（
平

成
23

年
9月

30
日

）
（

単
位

：
円

）

区
　

　
　

　
　

分
執

 行
 済

 額
区

　
　

　
　

　
分

執
 行

 済
 額

受
　

入
　

資
　

金
26

0,4
99

,72
1

支
　

払
　

資
　

金
24

8,5
64

,41
2

電
力

料
21

0,2
92

,18
9

水
力

発
電

費
96

,35
6,3

71
営

業
雑

収
益

一
般

管
理

費
37

,41
7,8

96
受

託
運

転
益

支
払

利
息

2,4
28

,09
6

受
取

利
息

5,4
78

,13
6

設
備

費
雑

収
益

37
9,7

23
雑

損
失

固
定

資
産

売
却

益
企

業
債

3,6
28

,65
2

営
業

未
収

入
金

36
,61

9,5
15

未
払

金
9,2

91
,95

0
諸

未
収

入
金

1,2
10

,20
7

未
払

費
用

67
,07

0,1
98

預
り

金
6,5

05
,04

1
前

払
金

18
,81

7,6
00

過
年

度
損

益
修

正
益

14
,91

0
預

り
金

6,5
99

,99
5

退
職

給
与

引
当

金
6,9

53
,65

4
修

繕
引

当
金

過
年

度
損

益
修

正
損

収
　

　
　

支
収

支
差

引
11

,93
5,3

09
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

2,5
49

,77
5,7

67
翌

月
へ

の
繰

越
し

2,5
61

,71
1,0

76

 
　
⑶
　
決
算
の
概
要

　
　

　
 平

成
22

年
度

福
岡

県
電

気
事

業
会

計
の

決
算

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

、
損

益
計

算
書

は
「

別
表

３
」、

剰
余

金
計

算
書

は
「

別
表

４
」、

剰
余

金
処

分
計

算
書

は
「

別
表

５
」、

貸
借

対
照

表
は

「
別

表
６

」
の

と
お

り
で

す
。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	第

１
款

　
電

気
事

業
収

益
	

50
1,4

10
,78

0円
	

第
１

款
　

電
気

事
業

費
	

48
4,7

10
,09

8円
	

第
１

項
　

営
業

収
益

	
47

6,7
09

,33
5円

	
第

１
項

　
営

業
費

用
	

44
1,1

32
,82

8円
	

第
２

項
　

財
務

収
益

	
14

,74
9,9

98
円

	
第

２
項

　
財

務
費

用
	

5,1
31

,47
0円

	
第

３
項

　
事

業
外

収
益

	
9,9

51
,44

7円
	

第
３

項
　

事
業

外
費

用
	

12
,77

4,8
00

円
			




第
４

項
　

特
別

損
失

	
25

,67
1,0

00
円

			



第

５
項

　
予

備
費

	
0円

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	第

１
款

　
資

本
的

収
入

	
0円

	
第

１
款

　
資

本
的

支
出

	
32

5,1
82

,03
1円

			



第

１
項

　
建

設
改

良
費

	
18

,22
2,7

50
円

			



第

２
項

　
企

業
債

償
還

金
	

7,0
49

,28
1円

			



第

３
項

　
投

資
	

29
9,9

10
,00

0円
			




第
４

項
　

予
備

費
	

0円
 　

（
注

）
資

本
的

収
入

額
が

資
本

的
支

出
額

に
不

足
す

る
額

32
5,1

82
,03

1円
は

、
消

費
税

資
本

的
収

支
調

整
額

86
7,7

50
円

、
減

債
積

立
金

7,0
49

,28
1円

、
中

小
水

力
発

電
開

発
改

良
積

立
金

1,9
07

,35
4円

、
過

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
31

5,3
57

,64
6円

で
補

て
ん

し
た

。
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 「
別
表
３
」
	

平
成

2
2
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

損
益

計
算

書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

１
営

業
収

益
⑴

電
力

料
45

1,7
11

,89
7

⑵
受

託
運

転
益

2,2
97

,00
0

45
4,0

08
,89

7
２

営
業

費
用

⑴
水

力
発

電
費

34
7,3

16
,19

4
⑵

一
般

管
理

費
84

,75
6,8

45
43

2,0
73

,03
9

営
業

利
益

21
,93

5,8
58

３
営

業
外

収
益

⑴
受

取
利

息
14

,74
9,9

98
⑵

過
年

度
損

益
修

正
益

58
,80

0
⑶

雑
収

益
9,8

83
,09

6
24

,69
1,8

94
４

営
業

外
費

用
⑴

支
払

利
息

5,1
31

,47
0

5,1
31

,47
0

19
,56

0,4
24

経
常

利
益

41
,49

6,2
82

５
特

別
損

失
⑴

過
年

度
損

益
修

正
損

25
,67

1,0
00

25
,67

1,0
00

△
 2

5,6
71

,00
0

当
年

度
純

利
益

15
,82

5,2
82

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

0
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

15
,82

5,2
82

　
 「
別
表
４
」
	

平
成

2
2
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

剰
余

金
計

算
書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

利
　
益
　
剰
　
余
　
金
　
の
　
部

Ⅰ
減

債
積

立
金

１
前

年
度

末
残

高
78

,56
3,9

97
２

前
年

度
繰

入
額

60
0,0

00
３

当
年

度
処

分
額

7,0
49

,28
1

４
当

年
度

末
残

高
72

,11
4,7

16
Ⅱ

中
小

水
力

発
電

開
発

改
良

積
立

金
１

前
年

度
末

残
高

1,9
07

,35
4

２
前

年
度

繰
入

額
0

３
前

年
度

処
分

額
0

４
当

年
度

処
分

額
1,9

07
,35

4
５

当
年

度
末

残
高

0
Ⅲ

建
設

改
良

積
立

金
１

前
年

度
末

残
高

28
7,6

01
,61

1
２

前
年

度
繰

入
額

9,5
47

,50
9

３
前

年
度

処
分

額
0

４
当

年
度

処
分

額
0

５
当

年
度

末
残

高
29

7,1
49

,12
0

積
立

金
合

計
36

9,2
63

,83
6
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Ⅳ
未

処
分

利
益

剰
余

金
⑴

前
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
10

,14
7,5

09
⑵

前
年

度
利

益
剰

余
金

処
分

額
１

減
債

積
立

金
60

0,0
00

２
中

小
水

力
発

電
開

発
改

良
積

立
金

0
３

建
設

改
良

積
立

金
9,5

47
,50

9
10

,14
7,5

09
繰

越
利

益
剰

余
金

年
度

末
残

高
0

⑶
当

年
度

純
利

益
15

,82
5,2

82
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

15
,82

5,2
82

資
　

本
　

剰
　

余
　

金
　

の
　

部

Ⅰ
国

庫
補

助
金

１
前

年
度

末
残

高
58

,64
4,8

70
２

前
年

度
処

分
額

0
３

当
年

度
発

生
高

0
４

当
年

度
処

分
額

0
５

当
年

度
末

残
高

58
,64

4,8
70

翌
年

度
繰

越
資

本
剰

余
金

58
,64

4,8
70

　
「
別
表
５
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡
県
電
気
事
業
剰
余
金
処
分
計
算
書

（
単

位
：

円
）

１
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

15
,82

5,2
82

２
利

益
剰

余
金

処
分

額
⑴

減
債

積
立

金
80

0,0
00

⑵
建

設
改

良
積

立
金

15
,02

5,2
82

15
,82

5,2
82

３
翌

年
度

繰
越

利
益

剰
余

金
0

　
「
別
表
６
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡
県
電
気
事
業
貸
借
対
照
表

（
平

成
23

年
３

月
31

日
）

（
単

位
：

円
）

資
　
　
　
　
産
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

１
固

定
資

産
⑴

有
形

固
定

資
産

イ
水

力
発

電
設

備
4,0

26
,74

1,9
21

 
減

価
償

却
累

計
額

2,5
87

,85
0,5

52
 

1,4
38

,89
1,3

69
 

ロ
業

務
設

備
1,5

30
,00

0 
減

価
償

却
累

計
額

1,4
53

,50
0 

76
,50

0 
有

形
固

定
資

産
合

計
1,4

38
,96

7,8
69

 
⑵

無
形

固
定

資
産

イ
電

話
加

入
権

20
4,2

00
 

ロ
電

信
電

話
専

用
施

設
利

用
権

10
,80

0 
無

形
固

定
資

産
合

計
21

5,0
00

 
⑶

投
資

イ
投

資
有

価
証

券
32

9,9
10

,00
0 

投
資

合
計

32
9,9

10
,00

0 
固

定
資

産
合

計
1,7

69
,09

2,8
69

 



―
 4

0 
―

―
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２
流

動
資

産
⑴

現
金

預
金

2,2
19

,86
5,7

67
 

⑵
営

業
未

収
入

金
36

,61
9,5

15
 

⑶
諸

未
収

入
金

1,2
10

,20
7 

⑷
貯

蔵
品

30
8,0

00
 

流
動

資
産

合
計

2,2
58

,00
3,4

89
 

資
産

合
計

4,0
27

,09
6,3

58
 

負
　
　
　
　
債
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

３
固

定
負

債
⑴

引
当

金
イ

退
職

給
与

引
当

金
16

9,2
58

,85
2 

ロ
修

繕
引

当
金

83
,50

8,5
86

25
2,7

67
,43

8 
固

定
負

債
合

計
25

2,7
67

,43
8 

４
流

動
負

債
⑴

未
払

金
9,2

91
,95

0 
⑵

未
払

費
用

67
,07

0,1
98

 
⑶

預
り

金
72

4,1
30

 
流

動
負

債
合

計
77

,08
6,2

78
 

負
債

合
計

32
9,8

53
,71

6 

資
　
　
　

　
本
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

５
資

本
金

⑴
自

己
資

本
金

3,1
59

,61
4,7

91
 

⑵
借

入
資

本
金

イ
企

業
債

93
,89

3,8
63

 
93

,89
3,8

63
 

資
本

金
合

計
3,2

53
,50

8,6
54

 
６

剰
余

金
⑴

資
本

剰
余

金
イ

国
庫

補
助

金
58

,64
4,8

70
 

資
本

剰
余

金
合

計
58

,64
4,8

70
 

⑵
利

益
剰

余
金

イ
減

債
積

立
金

72
,11

4,7
16

 
ロ

建
設

改
良

積
立

金
29

7,1
49

,12
0 

ハ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

15
,82

5,2
82

 
利

益
剰

余
金

合
計

38
5,0

89
,11

8 
剰

余
金

合
計

44
3,7

33
,98

8 
資

本
合

計
3,6

97
,24

2,6
42

 
負

債
資

本
合

計
4,0

27
,09

6,3
58

 

　
　
⑷
　
予
算
の
概
要

　
　

　
　

平
成

23
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

会
計

の
予

算
の

概
要

は
、

前
回

（
第

12
4回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。
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Ⅱ
　
工
業

用
水
道
事

業
会

計

　
⑴
　
事
業
の
概
況

　
　

　
　

本
県

の
工

業
用

水
道

事
業

は
、

西
瀬

戸
内

臨
海

、
苅

田
地

区
産

炭
地

域
小

水
系

、
大

牟
田

及
び

鞍
手

・
宮

田
の

四
事

業
で

、
平

成
23

年
度

上
半

期
に

お
け

る
そ

れ
ぞ

れ
の

事
業

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

す
。

①
　

西
瀬

戸
内

臨
海

工
業

用
水

道
事

業
　
イ

　
施

設
の

概
要

　
　

　
　

こ
の

事
業

は
、

行
橋

市
大

字
大

橋
に

最
大

取
水

量
１

日
当

た
り

65
,00

0ｍ
3 の

今
川

取
水

堰
を

設
け

、
こ

れ
か

ら
取

水
し

た
用

水
を

苅
田

町
大

字
二

崎
に

設
置

し
た

浄
水

場
に

導
水

し
、

浄
水

処
理

の
上

、
同

町
大

字
南

原
の

配
水

池
に

送
水

、
そ

の
う

ち
１

日
当

た
り

15
,00

0ｍ
3 を

渇
水

期
に

備
え

て
殿

川
ダ

ム
（

有
効

貯
水

量
1,1

50
,00

0ｍ
3 ）

に
貯

水
し

、
残

り
の

１
日

当
た

り
50

,00
0ｍ

3 の
工

業
用

水
を

供
給

す
る

も
の

で
、

現
在

宇
部

興
産

㈱
苅

田
セ

メ
ン

ト
工

場
ほ

か
17

社
に

対
し

、
１

日
当

た
り

22
,14

0ｍ
3 の

供
給

を
行

っ
て

い
ま

す
。

　
ロ

　
給

水
の

概
要

　
　

　
平

成
23

年
度

上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
3
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

 5
0,0

00
ｍ

3 /
日

（
単

位
：

ｍ
3 ）

月
　

別
基

本
使

用
水

量
超

過
使

用
水

量
合

　
　

　
　

　
計

４ ５ ６ ７ ８ ９

66
4,2

00
75

2,7
60

66
4,2

00
64

2,0
60

73
0,6

20
66

4,2
00

88
2

91
2

2,0
45

3,1
87

2,1
24

2,1
34

66
5,0

82
75

3,6
72

66
6,2

45
64

5,2
47

73
2,7

44
66

6,3
34

計
4,1

18
,04

0
11

,28
4

4,1
29

,32
4

②
　

苅
田

地
区

産
炭

地
域

小
水

系
工

業
用

水
道

事
業

　
イ

　
施

設
の

概
要

　
　

　
　

こ
の

事
業

は
、

産
炭

地
域

振
興

対
策

及
び

今
川

総
合

開
発

の
一

環
と

し
て

計
画

さ
れ

た
も

の
で

、
行

橋
市

大
字

大
橋

の
今

川
下

流
地

点
か

ら
取

水
し

、
苅

田
臨

海
工

業
地

帯
に

対
し

、
１

日
当

た
り

25
,00

0ｍ
3 の

工
業

用
水

を
供

給
す

る
も

の
で

、
現

在
日

産
自

動
車

㈱
ほ

か
１

社
に

対
し

、
１

日
当

た
り

7,3
00

ｍ
3 の

供
給

を
行

っ
て

い
ま

す
。

　
　
ロ

　
給

水
の

概
要

　
　

　
平

成
23

年
度

上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
3
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

 2
5,0

00
ｍ

3 /
日

（
単

位
：

ｍ
3 ）

月
　

別
基

本
使

用
水

量
超

過
使

用
水

量
合

　
　

　
　

　
計

４ ５ ６ ７ ８ ９

21
9,0

00
24

8,2
00

21
9,0

00
21

1,7
00

24
0,9

00
21

9,0
00

0 0 0 0 0 0

21
9,0

00
24

8,2
00

21
9,0

00
21

1,7
00

24
0,9

00
21

9,0
00

計
1,3

57
,80

0
0

1,3
57

,80
0



―
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2 
―

―
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③
　

大
牟

田
工

業
用

水
道

事
業

　
イ

　
施

設
の

概
要

　
　

　
　

こ
の

事
業

は
、

有
明

・
大

牟
田

地
区

新
産

業
都

市
建

設
促

進
の

た
め

の
基

盤
事

業
の

一
環

と
し

て
計

画
さ

れ
た

も
の

で
、

熊
本

県
を

流
れ

る
一

級
河

川
菊

池
川

下
流

白
石

地
点

か
ら

１
日

当
た

り
80

,00
0ｍ

3 を
取

水
し

、
大

牟
田

地
区

に
対

し
、

工
業

用
水

を
供

給
す

る
も

の
で

、
現

在
三

井
化

学
㈱

大
牟

田
工

場
ほ

か
14

社
に

対
し

､
１

日
当

た
り

69
,05

0ｍ
3 の

供
給

を
行

っ
て

い
ま

す
。

　
ロ

　
給

水
の

概
要

　
　

　
平

成
23

年
度

上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
3
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

 7
4,4

00
ｍ

3 /日
（

単
位

：
ｍ

3 ）
月

　
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
　

　
　

　
　

計

４ ５ ６ ７ ８ ９

2,0
70

,60
0

2,3
46

,68
0

2,0
70

,60
0

2,0
01

,58
0

2,2
73

,10
0

2,0
70

,72
0

0 0 0 0 0 0

2,0
70

,60
0

2,3
46

,68
0

2,0
70

,60
0

2,0
01

,58
0

2,2
73

,10
0

2,0
70

,72
0

計
12

,83
3,2

80
0

12
,83

3,2
80

④
　

鞍
手

・
宮

田
工

業
用

水
道

事
業

　
イ

　
施

設
の

概
要

　
　

　
　

こ
の

事
業

は
、

地
域

振
興

整
備

公
団

か
ら

鞍
手

工
業

用
水

道
及

び
宮

田
工

業
用

水
道

の
施

設
の

譲
渡

を
受

け
、

平
成

15
年

度
よ

り
事

業
開

始
し

た
も

の
で

、
鞍

手
町

に
所

在
す

る
木

月
池

及
び

浮
州

池
並

び
に

宮
若

市
の

犬
鳴

ダ
ム

を
水

源
と

し
て

、
中

間
市

、
宮

若
市

、
遠

賀
町

、
鞍

手
町

に
立

地
す

る
企

業
に

対
し

、
１

日
当

た
り

30
,35

0㎥
の

工
業

用
水

を
供

給
す

る
も

の
で

、
現

在
ト

ヨ
タ

自
動

車
九

州
㈱

ほ
か

13
社

に
対

し
、

１
日

当
た

り
10

,65
0㎥

の
供

給
を

行
っ

て
い

ま
す

。
　
ロ

　
給

水
の

概
要

　
　

　
平

成
23

年
度

上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

平
成
2
3
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

 3
0,3

50
ｍ

3 /日
（

単
位

：
ｍ

3 ）
月

　
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
　

　
　

　
　

計

４ ５ ６ ７ ８ ９

31
8,3

00
36

2,1
00

31
9,5

00
29

6,8
50

36
3,4

50
31

3,5
00

10
3 0 0

2,9
19

4,8
32

3,2
82

31
8,4

03
36

2,1
00

31
9,5

00
29

9,7
69

36
8,2

82
31

6,7
82

計
1,9

73
,70

0
11

,13
6

1,9
84

,83
6

　
　
⑵
　
経
理
の
状
況

　
　
イ

　
経

理
の

概
要

　
　

　
　

平
成

23
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は

「
別

表
１

」、
資

金
収

支
表

は
「

別
表

２
」

の
と

お
り

で
す

。
　
　
ロ

　
企

業
債

　
　

　
　

企
業

債
の

現
在

高
は

、
5,9

68
,02

6,3
24

円
で

す
。

　
　
ハ

　
一

時
借

入
金

　
　

　
　

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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「
別
表
１
」
	

合
計

残
高

試
算

表

（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
）

借
　

　
　

　
　

　
方

科
　

　
　

　
　

目
貸

　
　

　
　

　
　

方

残
　

　
　

高
合

　
　

　
計

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

22
2,2

72
,90

8
22

2,2
72

,90
8

土
地

36
5,9

13
,94

0
36

5,9
13

,94
0

建
物

　
建

物
減

価
償

却
累

計
額

69
,40

5,1
53

69
,40

5,1
53

6,8
15

,37
1,3

31
6,8

15
,37

1,3
31

構
築

物
構

築
物

減
価

償
却

累
計

額
2,1

30
,45

2,6
98

2,1
30

,45
2,6

98
1,7

11
,21

5,8
75

1,7
11

,21
5,8

75
機

械
及

び
装

置
機

械
装

置
減

価
償

却
累

計
額

75
9,6

63
,06

6
75

9,6
63

,06
6

5,4
57

,58
6

5,4
57

,58
6

車
両

運
搬

具
車

両
運

搬
具

減
価

償
却

累
計

額
4,8

47
,80

1
4,8

47
,80

1
3,8

10
,00

0
3,8

10
,00

0
工

具
器

具
及

び
備

品
工

具
器

具
備

品
減

価
償

却
累

計
額

3,2
48

,77
4

3,2
48

,77
4

5,4
45

,68
1,2

64
5,4

45
,68

1,2
64

共
有

設
備

共
有

設
備

減
価

償
却

累
計

額
1,9

93
,65

3,0
85

1,9
93

,65
3,0

85
14

6,3
53

,33
8

14
6,3

53
,33

8
建

設
仮

勘
定

39
,19

4
39

,19
4

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

34
8,4

77
,80

6
34

8,4
77

,80
6

水
利

権
19

,24
3,3

04
19

,24
3,3

04
施

設
利

用
権

18
,07

9,9
62

,52
7

18
,07

9,9
62

,52
7

ダ
ム

使
用

権
51

,50
0

51
,50

0
電

話
加

入
権

2,1
77

,19
8,6

79
9,1

81
,25

2,1
30

現
金

預
金

7,0
04

,05
3,4

51
12

1,6
73

,66
0

営
業

未
収

入
金

12
1,6

73
,66

0
2,1

90
,87

6
営

業
外

未
収

入
金

2,1
90

,87
6

6,5
42

,67
0

6,5
42

,67
0

貯
蔵

品
28

,97
9,7

00
43

,52
1,1

85
前

払
金

14
,54

1,4
85

28
,68

2,1
82

28
,68

2,1
82

前
払

費
用

11
,19

3,3
36

11
,20

1,0
26

仮
払

消
費

税
7,6

90
47

0,7
38

そ
の

他
の

流
動

資
産

47
0,7

38
修

繕
引

当
金

32
2,9

08
,11

1
32

2,9
08

,11
1

8,2
54

,19
0

退
職

給
与

引
当

金
12

6,7
60

,71
4

11
8,5

06
,52

4
そ

の
他

固
定

負
債

1,3
51

,89
8,0

26
1,3

51
,89

8,0
26

12
7,1

19
,60

7
未

払
金

12
7,1

19
,60

7
57

,74
5,3

43
未

払
費

用
57

,74
5,3

43
11

,61
9,0

67
預

り
金

12
,35

1,4
97

73
2,4

30
仮

受
消

費
税

32
,38

5,5
56

32
,38

5,5
56

自
己

資
本

金
5,2

11
,35

1,5
32

5,2
11

,35
1,5

32
32

6,9
00

,90
8

企
業

債
6,2

94
,92

7,2
32

5,9
68

,02
6,3

24
工

事
負

担
金

5,4
63

,33
9,1

24
5,4

63
,33

9,1
24

国
庫

補
助

金
9,6

80
,69

2,6
54

9,6
80

,69
2,6

54
受

贈
財

産
評

価
額

19
3,4

44
,74

4
19

3,4
44

,74
4

受
託

金
65

9,0
50

,00
0

65
9,0

50
,00

0
減

債
積

立
金

33
8,7

35
,45

5
33

8,7
35

,45
5

建
設

改
良

積
立

金
53

2,7
72

,51
8

53
2,7

72
,51

8
未

処
分

利
益

剰
余

金
29

8,6
60

,65
6

29
8,6

60
,65

6
給

水
収

益
63

8,4
44

,21
0

63
8,4

44
,21

0
営

業
雑

収
益

9,2
66

,70
0

9,2
66

,70
0

　
受

取
利

息
3,3

23
,28

6
3,3

23
,28

6
過

年
度

損
益

修
正

益
11

1,5
60

11
1,5

60
雑

収
益

80
5,2

74
80

5,2
74

25
4,6

30
,09

6
25

4,6
50

,77
5

業
務

費
20

,67
9

48
,02

4,5
13

48
,15

7,6
63

一
般

管
理

費
13

3,1
50

66
,62

3,5
12

66
,62

3,5
12

支
払

利
息

過
年

度
損

益
修

正
損

35
,78

5,7
25

,26
1

43
,46

0,4
56

,10
5

計
43

,46
0,4

56
,10

5
35

,78
5,7

25
,26

1
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「
別
表
２
」
	

資
金

収
支

表

（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
）

区
　

　
　

　
　

分
執

行
済

額
区

　
　

　
　

　
分

執
行

済
額

受
　

 　
入

　
 　

資
　

 　
金

81
7,1

87
,95

9 
支

 　
　

払
 　

　
資

　
 　

金
1,0

03
,49

9,1
04

 
給

水
収

益
67

0,3
66

,40
4 

業
務

費
26

1,8
26

,63
7 

営
業

雑
収

益
9,7

30
,03

5 
一

般
管

理
費

48
,17

3,7
90

 
受

取
利

息
3,3

23
,28

6 
支

払
利

息
66

,62
3,5

12
 

雑
収

益
80

5,3
01

 
設

備
費

66
,25

6,3
50

 
過

年
度

損
益

修
正

益
11

1,5
60

 
建

設
仮

勘
定

営
業

未
収

入
金

12
1,6

73
,66

0 
企

業
債

32
6,9

00
,90

8 
営

業
外

未
収

入
金

2,1
90

,87
6 

未
払

金
12

7,1
19

,60
7 

預
り

金
7,0

80
,83

7 
未

払
費

用
57

,74
5,3

43
 

受
託

金
1,9

06
,00

0 
前

払
金

28
,97

9,7
00

 
預

り
金

11
,61

9,0
67

 
貯

蔵
品

退
職

給
与

引
当

金
8,2

54
,19

0 
修

繕
引

当
金

収
　

　
　

支
収

支
差

引
△

 1
86

,31
1,1

45
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

2,3
63

,50
9,8

24
 

翌
月

へ
の

繰
越

し
2,1

77
,19

8,6
79

 

　
⑶
　
決
算
の
概
要

　
　

　
　

平
成

22
年

度
福

岡
県

工
業

用
水

道
事

業
会

計
の

決
算

の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

表
３

」、
剰

余
金

計
算

書
は

「
別

表
４

」、
剰

余
金

処
分

計
算

書
は

「
別

表
５

」、
貸

借
対

照
表

は
「

別
表

６
」

の
と

お
り

で
す

。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	

第
１

款
　

工
業

用
水

道
事

業
収

益
	

1,6
56

,63
0,5

29
円

	
第

１
款

　
工

業
用

水
道

事
業

費
	

1,3
49

,42
5,3

95
円

	
第

１
項

　
営

業
収

益
	

1,6
16

,63
8,2

87
円

	
第

１
項

　
営

業
費

用
	

1,0
97

,67
5,8

73
円

	
第

２
項

　
営

業
外

収
益

	
22

,67
3,9

77
円

	
第

２
項

　
営

業
外

費
用

	
19

1,3
45

,52
2円

	
第

３
項

　
特

別
利

益
	

17
,31

8,2
65

円
	

第
３

項
　

特
別

損
失

	
60

,40
4,0

00
円

			



第

４
項

　
予

備
費

	
0円

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	

第
１

款
　

資
本

的
収

入
	

2,3
68

,73
5円

	
第

１
款

　
資

本
的

支
出

	
57

6,5
63

,81
1円

	
第

１
項

　
固

定
資

産
売

却
代

金
	

18
1,7

35
円

	
第

１
項

　
建

設
改

良
費

	
17

7,7
42

,78
6円

	
第

２
項

　
受

託
金

	
2,1

87
,00

0円
	

第
２

項
　

企
業

債
償

還
金

	
39

8,8
21

,02
5円

				





第
３

項
　

予
備

費
	

0円

（
注

）
資

本
的

収
入

額
が

資
本

的
支

出
額

に
不

足
す

る
額

 5
74

,19
5,0

76
円

は
、

消
費

税
資

本
的

収
支

調
整

額
 8

,45
9,9

88
円

、
減

債
積

立
金

 1
97

,72
3,3

25
円

、
建

設
改

良
積

立
金

 8
2,5

89
,52

0円
、

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

28
5,4

22
,24

3円
で

補
て

ん
し

た
。



―
 4

4 
―

―
 4

5 
―

「
別
表
３
」
	

平
成

2
2
年

度
福

岡
県

工
業

用
水

道
事

業
損

益
計

算
書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

１
営

業
収

益
⑴

給
水

収
益

1,5
18

,13
3,1

43
⑵

営
業

雑
収

益
21

,52
2,4

05
1,5

39
,65

5,5
48

２
営

業
費

用
⑴

業
務

費
56

0,7
16

,10
2

⑵
一

般
管

理
費

10
1,5

93
,80

4
⑶

減
価

償
却

費
40

3,2
22

,66
8

⑷
資

産
減

耗
費

11
,62

4,5
69

1,0
77

,15
7,1

43
営

業
利

益
46

2,4
98

,40
5

３
営

業
外

収
益

⑴
受

取
利

息
11

,64
4,5

47
⑵

過
年

度
損

益
修

正
益

40
,95

0
⑶

雑
収

益
10

,98
8,5

11
22

,67
4,0

08
４

営
業

外
費

用
⑴

支
払

利
息

14
3,3

95
,69

9
⑵

過
年

度
損

益
修

正
損

30
,32

3
14

3,4
26

,02
2

△
 1

20
,75

2,0
14

経
常

利
益

34
1,7

46
,39

1
５

特
別

利
益

⑴
固

定
資

産
売

却
益

17
,31

8,2
65

17
,31

8,2
65

６
特

別
損

失
⑴

過
年

度
損

益
修

正
損

60
,40

4,0
00

60
,40

4,0
00

△
 4

3,0
85

,73
5

当
年

度
純

利
益

29
8,6

60
,65

6
前

年
度

繰
越

利
益

剰
余

金
0

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
29

8,6
60

,65
6

「
別
表
４
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡
県
工
業
用
水
道
事
業
剰
余
金
計
算
書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

利
 
 
益
 
 
剰
 
 
余
 
 
金
 
 
の
 
 
部

Ⅰ
減

債
積

立
金

１
前

年
度

末
残

高
38

7,3
59

,00
5

２
前

年
度

繰
入

額
14

9,0
99

,77
5

３
当

年
度

処
分

額
19

7,7
23

,32
5

４
当

年
度

末
残

高
33

8,7
35

,45
5

Ⅱ
建

設
改

良
積

立
金

１
前

年
度

末
残

高
51

5,6
38

,00
7

２
前

年
度

繰
入

額
99

,72
4,0

31
３

前
年

度
処

分
額

0
４

当
年

度
処

分
額

82
,58

9,5
20

５
当

年
度

末
残

高
53

2,7
72

,51
8

積
立

金
合

計
87

1,5
07

,97
3

Ⅲ
未

処
分

利
益

剰
余

金
⑴

前
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
24

8,8
23

,80
6

⑵
前

年
度

利
益

剰
余

金
処

分
額

１
 

減
  

 
債

  
 

積
  

 
立

  
 

金
14

9,0
99

,77
5

２
 

建
設

改
良

積
立

金
99

,72
4,0

31
24

8,8
23

,80
6

繰
越

利
益

剰
余

金
年

度
末

残
高

0
⑶

当
年

度
純

利
益

29
8,6

60
,65

6
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

29
8,6

60
,65

6



―
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―
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資
 
 
本

 
 
剰

 
 
余

 
 
金

 
 
の

 
 
部

Ⅰ
国

庫
補

助
金

１
前

年
度

末
残

高
9,6

84
,53

5,4
31

 
２

前
年

度
処

分
額

0 
３

当
年

度
発

生
高

0 
４

当
年

度
処

分
額

3,8
42

,77
7 

５
当

年
度

末
残

高
9,6

80
,69

2,6
54

 

Ⅱ
工

事
負

担
金

１
前

年
度

末
残

高
5,4

63
,33

9,1
24

 
２

前
年

度
処

分
額

0 
３

当
年

度
発

生
高

0 
４

当
年

度
処

分
額

0 
５

当
年

度
末

残
高

5,4
63

,33
9,1

24
 

Ⅲ
受

贈
財

産
評

価
額

１
前

年
度

末
残

高
19

1,4
40

,62
0 

２
前

年
度

処
分

額
0 

３
当

年
度

発
生

高
0 

４
当

年
度

処
分

額
0 

５
当

年
度

末
残

高
19

1,4
40

,62
0 

Ⅳ
受

託
金

１
前

年
度

末
残

高
65

4,9
57

,00
0 

２
前

年
度

処
分

額
0 

３
当

年
度

発
生

高
2,1

87
,00

0 
４

当
年

度
処

分
額

0 
５

当
年

度
末

残
高

65
7,1

44
,00

0 
翌

年
度

繰
越

資
本

剰
余

金
15

,99
2,6

16
,39

8

　
「

別
表
５
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡
県
工
業
用
水
道
事
業
剰
余
金
処
分
計
算
書

（
単

位
：

円
）

１
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

29
8,6

60
,65

6 
２

利
益

剰
余

金
処

分
額

⑴
減

債
積

立
金

21
3,5

62
,40

4 
⑵

建
設

改
良

積
立

金
85

,09
8,2

52
 

29
8,6

60
,65

6 
３

翌
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

0 
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「

別
表
６
」
	

平
成

2
2
年

度
福

岡
県

工
業

用
水

道
事

業
貸

借
対

照
表

（
平

成
23

年
３

月
31

日
）

（
単

位
：

円
）

資
　
　
 
　
産
　
　
 
　
の
　
 
　
　
部

１
固

定
資

産
⑴

有
形

固
定

資
産

イ
土

地
22

2,2
72

,90
8 

ロ
建

物
36

5,9
13

,94
0 

建
物

減
価

償
却

累
計

額
69

,40
5,1

53
 

29
6,5

08
,78

7 
ハ

構
築

物
6,7

69
,65

5,4
94

 
構

築
物

減
価

償
却

累
計

額
2,1

30
,45

2,6
98

 
4,6

39
,20

2,7
96

 
ニ

機
械

及
び

装
置

1,6
86

,01
2,2

71
 

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額
75

9,6
63

,06
6 

92
6,3

49
,20

5 
ホ

車
両

運
搬

具
5,4

57
,58

6 
車

両
運

搬
具

減
価

償
却

累
計

額
4,8

47
,80

1 
60

9,7
85

 
ヘ

工
具

器
具

及
び

備
品

3,8
10

,00
0 

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額
3,2

48
,77

4 
56

1,2
26

 
ト

共
有

設
備

5,4
45

,68
1,2

64
 

共
有

設
備

減
価

償
却

累
計

額
1,9

93
,65

3,0
85

 
3,4

52
,02

8,1
79

 
チ

建
設

仮
勘

定
13

8,3
18

,33
8 

リ
そ

の
他

の
有

形
固

定
資

産
39

,19
4 

有
形

固
定

資
産

合
計

9,6
75

,89
0,4

18
 

⑵
無

形
固

定
資

産
イ

水
利

権
34

8,4
77

,80
6 

ロ
施

設
利

用
権

19
,24

3,3
04

 
ハ

ダ
ム

使
用

権
18

,07
9,9

62
,52

7 
ニ

電
話

加
入

権
51

,50
0 

無
形

固
定

資
産

合
計

18
,44

7,7
35

,13
7 

固
定

資
産

合
計

28
,12

3,6
25

,55
5 

２
流

動
資

産
⑴

現
金

預
金

2,3
63

,50
9,8

24
 

⑵
営

業
未

収
入

金
12

1,6
73

,66
0 

⑶
営

業
外

未
収

入
金

2,1
90

,87
6 

⑷
前

払
金

14
,54

1,4
85

 
⑸

前
払

費
用

28
,68

2,1
82

 
⑹

貯
蔵

品
6,5

42
,67

0 
流

動
資

産
合

計
2,5

37
,14

0,6
97

 
資

産
合

計
30

,66
0,7

66
,25

2 
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負

　
　

　
債

　
　

　
の

　
　

　
部

　

３
固

定
負

債
⑴

引
当

金
イ

退
職

給
与

引
当

金
12

6,7
60

,71
4 

ロ
修

繕
引

当
金

32
2,9

08
,11

1 
44

9,6
68

,82
5 

⑵
そ

の
他

固
定

負
債

1,3
51

,89
8,0

26
 

固
定

負
債

合
計

1,8
01

,56
6,8

51
 

４
流

動
負

債
⑴

未
払

金
12

7,1
19

,60
7 

⑵
未

払
費

用
57

,74
5,3

43
 

⑶
そ

の
他

預
り

金
5,2

70
,66

0 
流

動
負

債
合

計
19

0,1
35

,61
0 

負
債

合
計

1,9
91

,70
2,4

61
 

　
資

　
　

　
本

　
　

　
の

　
　

　
部

　

５
資

本
金

⑴
自

己
資

本
金

5,2
11

,35
1,5

32
 

⑵
借

入
資

本
金

イ
企

業
債

6,2
94

,92
7,2

32
 

6,2
94

,92
7,2

32
 

資
本

金
合

計
11

,50
6,2

78
,76

4 
６

剰
余

金
⑴

資
本

剰
余

金
イ

国
庫

補
助

金
9,6

80
,69

2,6
54

 
ロ

工
事

負
担

金
5,4

63
,33

9,1
24

 
ハ

受
贈

財
産

評
価

額
19

1,4
40

,62
0 

ニ
受

託
金

65
7,1

44
,00

0 
資

本
剰

余
金

合
計

15
,99

2,6
16

,39
8 

⑵
利

益
剰

余
金

イ
減

債
積

立
金

33
8,7

35
,45

5 
ロ

建
設

改
良

積
立

金
53

2,7
72

,51
8 

ハ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

29
8,6

60
,65

6 
利

益
剰

余
金

合
計

1,1
70

,16
8,6

29
 

剰
余

金
合

計
17

,16
2,7

85
,02

7 
資

本
合

計
28

,66
9,0

63
,79

1 
負

債
資

本
合

計
30

,66
0,7

66
,25

2 

　
⑷
　
予
算
の
概
要

　
　

　
　

平
成

23
年

度
福

岡
県

工
業

用
水

道
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
12

4回
）

説
明

し
た

と
お

り
で

す
。
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Ⅲ
　
工
業
用
地
造
成
事
業
会
計

　
⑴
　
事
業
の
概
況

　
　

　
　

本
県

の
工

業
用

地
造

成
事

業
は

、
従

来
臨

海
部

の
み

で
あ

っ
た

も
の

を
、

平
成

４
年

度
よ

り
内

陸
部

に
お

い
て

も
実

施
し

て
い

ま
す

。
　

　
　

　
現

在
ま

で
に

、
臨

海
部

に
つ

い
て

は
、

小
波

瀬
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業
、

白
石

地
区

臨
海

工
業

用
地

造
成

事
業

及
び

２
号

地
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業
（

い
ず

れ
も

京
都

郡
苅

田
町

）
の

３
事

業
を

、
内

陸
部

に
つ

い
て

は
、

豊
前

東
部

工
業

用
地

造
成

事
業

（
豊

前
市

）、
前

原
Ｉ

Ｃ
南

地
区

工
業

用
地

造
成

事
業

（
糸

島
市

）
及

び
磯

光
地

区
工

業
用

地
造

成
事

業
（

宮
若

市
）

の
３

事
業

を
実

施
し

て
き

ま
し

た
。

　
　

　
　

こ
の

う
ち

小
波

瀬
地

区
、

２
号

地
地

区
及

び
豊

前
東

部
の

３
事

業
に

つ
い

て
は

、
既

に
工

業
用

地
を

完
売

し
て

い
ま

す
。

ま
た

、
白

石
地

区
に

つ
い

て
は

平
成

19
年

８
月

に
、

磯
光

地
区

に
つ

い
て

は
平

成
20

年
７

月
に

、
前

原
Ｉ

Ｃ
南

地
区

に
つ

い
て

は
平

成
23

年
９

月
に

完
成

し
、

分
譲

を
行

っ
て

い
ま

す
。

　
　

　
　

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
す

。

①
　

小
波

瀬
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業
　

　
　

昭
和

51
年

度
に

完
成

し
た

埋
立

面
積

約
2,0

26
千

㎡
の

う
ち

、
道

路
・

そ
の

他
の

公
共

用
地

を
除

く
約

1,8
27

千
㎡

を
、

日
産

自
動

車
㈱

外
20

社
に

全
て

売
却

し
て

い
ま

す
。

②
　

白
石

地
区

臨
海

工
業

用
地

造
成

事
業

　
　

　
小

波
瀬

地
区

臨
海

工
業

用
地

の
背

後
地

約
47

3千
㎡

を
、

小
波

瀬
地

区
と

一
体

と
し

て
開

発
整

備
す

る
も

の
で

、
平

成
16

年
度

か
ら

造
成

に
着

手
し

た
工

業
用

地
は

平
成

19
年

８
月

に
完

成
し

ま
し

た
。

こ
の

う
ち

約
32

7千
㎡

を
日

産
自

動
車

㈱
外

４
社

等
に

売
却

し
て

い
ま

す
。

③
　

２
号

地
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業
　

　
　

昭
和

62
年

度
に

完
成

し
た

埋
立

面
積

約
1,6

62
千

㎡
の

う
ち

、
道

路
・

そ
の

他
の

公
共

用
地

を
除

く
工

業
用

地
、

公
共

埠
頭

用
地

等
約

1,3
10

千
㎡

及
び

岸
壁

90
0m

を
、

日
産

自
動

車
㈱

外
19

社
及

び
福

岡
県

港
湾

管
理

者
に

全
て

売
却

し
て

い
ま

す
。

④
　

豊
前

東
部

工
業

用
地

造
成

事
業

　
　

　
平

成
７

年
度

に
完

成
し

た
造

成
面

積
約

23
4千

㎡
の

う
ち

、
道

路
・

そ
の

他
の

公
共

用
地

を
除

く
約

18
9千

㎡
を

、
平

成
18

年
度

末
を

も
っ

て
フ

レ
ゼ

ニ
ウ

ス
　

メ
デ

ィ
カ

ル
　

ケ
ア

　
ジ

ャ
パ

ン
㈱

外
6社

に
全

て
売

却
し

ま
し

た
。

⑤
　

前
原

Ｉ
Ｃ

南
地

区
工

業
用

地
造

成
事

業
　

　
　

前
原

Ｉ
Ｃ

の
南

側
に

お
い

て
、

約
16

4千
㎡

を
九

州
大

学
の

研
究

成
果

を
利

用
し

た
研

究
・

開
発

を
行

う
研

究
機

関
等

の
受

け
皿

と
な

る
用

地
と

し
て

開
発

整
備

し
た

も
の

で
、

平
成

18
年

度
よ

り
事

業
を

開
始

し
、

平
成

23
年

９
月

に
完

成
し

ま
し

た
。

　
　

　
な

お
、

平
成

21
年

度
に

は
、

先
行

造
成

地
の

一
部

約
5千

㎡
を

公
益

財
団

法
人

水
素

エ
ネ

ル
ギ

ー
製

品
研

究
試

験
セ

ン
タ

ー
に

売
却

し
て

い
ま

す
。

⑥
　

磯
光

地
区

工
業

用
地

造
成

事
業

　
　

　
宮

若
市

に
お

い
て

、
約

24
8千

㎡
を

内
陸

型
工

業
用

地
と

し
て

開
発

整
備

し
た

も
の

で
、

平
成

18
年

度
か

ら
工

業
用

地
の

造
成

に
着

手
し

、
平

成
20

年
７

月
に

完
成

し
ま

し
た

。

　
⑵
　
経
理
の
状
況

　
イ

　
経

理
の

概
要

　
　

　
平

成
23

年
度

上
半

期
に

お
け

る
合

計
残

高
試

算
表

は
「

別
表

１
」、

資
金

収
支

表
は

「
別

表
２

」
の

と
お

り
で

す
。

　
ロ

　
企

業
債

　
　

　
企

業
債

の
現

在
高

は
、

96
7,9

00
,00

0円
で

す
。

　
　
ハ

　
一

時
借

入
金

　
　

　
　

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。



―
 5

0 
―

―
 5

1 
―

　
「
別
表
１
」
	

合
　
計

　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

		


（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
）

借
　

　
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
　

　
目

貸
　

　
　

　
　

　
　

方

残
　

　
　

高
合

　
　

　
計

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

40
,30

0 
40

,30
0 

無
形

固
定

資
産

2,3
78

,11
4,7

87
 

2,3
78

,11
4,7

87
 

完
成

土
地

2,2
79

,93
0,1

00
 

2,2
79

,97
3,1

00
 

未
成

土
地

43
,00

0 
未

成
土

地
収

入
 

1,1
65

,61
3,8

22
 

6,3
19

,55
1,1

57
 

現
金

預
金

5,1
53

,93
7,3

35
 

25
,59

2,0
00

 
22

4,3
02

,00
0 

前
払

金
19

8,7
10

,00
0 

11
2,2

39
,25

0 
20

5,2
39

,25
0 

営
業

未
収

入
金

93
,00

0,0
00

 
 

営
業

外
未

収
入

金
1,9

07
,92

6 
退

職
給

与
引

当
金

10
0,9

15
,56

0 
99

,00
7,6

34
 

1,5
56

,09
8 

未
払

金
1,5

56
,09

8 
 

11
,46

9,7
70

 
未

払
費

用
11

,46
9,7

70
 

 
前

受
金

 
1,2

02
,69

3 
預

り
金

1,3
27

,61
3 

12
4,9

20
 

15
,23

5 
そ

の
他

の
流

動
負

債
15

,23
5 

 
37

1,0
00

,00
0 

企
業

債
1,3

38
,90

0,0
00

 
96

7,9
00

,00
0 

自
己

資
本

金
2,3

29
,17

2,8
02

 
2,3

29
,17

2,8
02

 
2,4

00
,00

0,0
00

 
他

会
計

借
入

金
4,8

00
,00

0,0
00

 
2,4

00
,00

0,0
00

 
受

贈
財

産
評

価
額

 
土

地
造

成
積

立
金

73
6,2

29
,72

1 
73

6,2
29

,72
1 

55
7,3

85
,86

3 
55

7,3
85

,86
3 

未
処

理
欠

損
金

土
地

売
却

収
益

 
営

業
雑

収
益

5,7
91

,24
2 

5,7
91

,24
2 

受
取

利
息

80
5,2

87
 

80
5,2

87
 

雑
収

益
19

0,1
64

 
19

0,1
64

 
過

年
度

損
益

修
正

益
 

 
土

地
売

却
原

価
47

,88
0 

47
,88

0 
維

持
管

理
費

15
,91

7,5
54

 
15

,93
4,2

62
 

一
般

管
理

費
16

,70
8 

4,3
40

,21
4 

4,3
40

,21
4 

支
払

利
息

6,5
39

,22
1,7

70
 

14
,77

2,0
80

,53
5 

計
14

,77
2,0

80
,53

5 
6,5

39
,22

1,7
70

 

　
「
別
表
２
」
	

資
　
　

金
　
　
収
　
　
支
　
　
表

（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
） 

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

受
入

資
金

2,5
00

,90
7,7

86
 

支
払

資
金

2,9
53

,87
9,1

00
 

未
成

土
地

収
入

未
成

土
地

12
0,8

44
,96

5 
預

り
金

1,1
21

,09
3 

未
払

金
1,5

56
,09

8 
土

地
売

却
収

益
未

払
費

用
11

,46
9,7

70
 

営
業

雑
収

益
5,7

91
,24

2 
預

り
金

1,2
02

,69
3 

受
取

利
息

80
5,2

87
 

借
入

資
本

金
2,7

71
,00

0,0
00

 
雑

　
収

　
益

19
0,1

64
 

維
持

管
理

費
47

,88
0 

過
年

度
損

益
修

正
益

一
般

管
理

費
15

,91
7,5

54
 

他
会

計
借

入
金

2,4
00

,00
0,0

00
 

支
払

利
息

4,3
40

,21
4 

前
受

金
前

払
金

25
,59

2,0
00

 
営

業
未

収
入

金
 

93
,00

0,0
00

 
退

職
給

与
引

当
金

1,9
07

,92
6 

収
　

　
　

支
収

支
差

引
△

 4
52

,97
1,3

14
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

1,6
18

,58
5,1

36
 

翌
月

へ
の

繰
越

し
1,1

65
,61

3,8
22

 



―
 5

0 
―

―
 5

1 
―

　
　
⑶
　
決
算
の
概
要

　
　

　
　

平
成

22
年

度
福

岡
県

工
業

用
地

造
成

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

表
３

」、
剰

余
金

計
算

書
は

「
別

表
４

」、
欠

損
金

処
理

計
算

書
は

「
別

表
５

」、
貸

借
対

照
表

は
「

別
表

６
」

の
と

お
り

で
す

。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	

第
１

款
　

造
成

事
業

収
益

	
38

2,1
42

,87
6円

	
第

１
款

　
造

成
事

業
費

	
82

0,6
01

,16
5円

	
第

１
項

　
営

業
収

益
	

37
8,8

33
,34

8円
	

第
１

項
　

営
業

費
用

	
76

8,7
58

,61
9円

	
第

２
項

　
営

業
外

収
益

	
3,3

09
,52

8円
	

第
２

項
　

営
業

外
費

用
	

10
,08

8,5
46

円
			




第
３

項
　

特
別

損
失

	
41

,75
4,0

00
円

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	

第
１

款
　

資
本

的
収

入
	

2,4
00

,96
8,2

41
円

	
第

１
款

　
資

本
的

支
出

	
3,6

27
,29

9,0
44

円
	

第
１

項
　

工
業

用
地

造
成

事
業

収
入

	
96

8,2
41

円
	

第
１

項
　

造
成

事
業

費
	

22
7,2

99
,04

4円
	

第
２

項
　

他
会

計
借

入
金

	
2,4

00
,00

0,0
00

円
	

第
２

項
　

企
業

債
償

還
金

	
1,0

00
,00

0,0
00

円
			




第
３

項
　

他
会

計
借

入
金

償
還

金
	2

,40
0,0

00
,00

0円

　（
注

） 
資

本
的

収
入

額
が

資
本

的
支

出
額

に
不

足
す

る
額

 1
,22

6,3
30

,80
3円

は
、

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

 
1,2

26
,33

0,8
03

円
で

補
て

ん
し

た
。

　
「
別
表
３
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡
県
工
業
用
地
造
成
事
業
損
益
計
算
書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

１
営

業
収

益

⑴
土

地
売

却
収

益
37

1,1
11

,68
8

⑵
営

業
雑

収
益

7,7
21

,66
0

37
8,8

33
,34

8
２

営
業

費
用

⑴
土

地
売

却
原

価
70

4,7
59

,46
8

⑵
維

持
管

理
費

20
,49

3,6
90

⑶
一

般
管

理
費

43
,50

5,4
61

76
8,7

58
,61

9
営

業
損

失
38

9,9
25

,27
1

３
営

業
外

収
益

⑴
受

取
利

息
3,1

79
,58

7

⑵
雑

収
益

12
9,9

41
3,3

09
,52

8
４

営
業

外
費

用

⑴
支

払
利

息
10

,08
8,5

46
10

,08
8,5

46
△

 6
,77

9,0
18

経
常

損
失

39
6,7

04
,28

9

５
特

別
損

失
⑴

過
年

度
損

益
修

正
損

41
,75

4,0
00

41
,75

4,0
00

△
 4

1,7
54

,00
0

当
年

度
純

損
失

43
8,4

58
,28

9
前

年
度

繰
越

欠
損

金
11

8,9
27

,57
4

当
年

度
未

処
理

欠
損

金
55

7,3
85

,86
3



―
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―

―
 5
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―

　
「
別
表
４
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡

県
工
業
用
地
造
成
事
業
剰
余
金
計
算
書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

 
利
 
　
益
　
 
剰
　
 
余
　
 
金
　
 
の
 
　
部

 

Ⅰ
土

地
造

成
積

立
金

１
前

年
度

末
残

高
73

6,2
29

,72
1

２
前

年
度

繰
入

額
0

３
前

年
度

処
分

額
0

４
当

年
度

処
分

額
0

５
当

年
度

末
残

高
73

6,2
29

,72
1

積
立

金
合

計
73

6,2
29

,72
1

Ⅱ
欠

損
金

⑴
前

年
度

未
処

理
欠

損
金

11
8,9

27
,57

4
⑵

前
年

度
欠

損
金

処
理

額
0

繰
越

欠
損

金
年

度
末

残
高

11
8,9

27
,57

4
⑶

当
年

度
純

損
失

43
8,4

58
,28

9
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

55
7,3

85
,86

3

　
「
別
表
５
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡
県

工
業
用
地
造
成
事
業
欠
損
金
処
理
計
算
書

（
単

位
：

円
）

１
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

55
7,3

85
,86

3
２

欠
損

金
処

理
額

0
３

翌
年

度
繰

越
欠

損
金

55
7,3

85
,86

3

　
「
別
表
６
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡

県
工
業
用
地
造
成
事
業
貸
借
対
照
表

（
平

成
23

年
３

月
31

日
）

（
単

位
：

円
）

資
 
　

　
　

産
　

　
　

　
の

　
　

　
 
部

１
固

定
資

産
⑴

無
形

固
定

資
産

イ
電

話
加

入
権

40
,30

0
無

形
固

定
資

産
合

計
40

,30
0 

固
定

資
産

合
計

40
,30

0 
２

造
成

土
地

⑴
完

成
土

地
2,3

78
,11

4,7
87

 
⑵

未
成

土
地

1,9
06

,34
1,4

13
 

造
成

土
地

合
計

4,2
84

,45
6,2

00
 

３
流

動
資

産
⑴

現
金

預
金

1,6
18

,58
5,1

36
 

⑵
営

業
未

収
入

金
20

5,2
39

,25
0 

⑶
前

払
金

19
8,7

10
,00

0 
流

動
資

産
合

計
2,0

22
,53

4,3
86

 
資

産
合

計
6,3

07
,03

0,8
86

 



―
 5

2 
―

―
 5

3 
―

負
債

の
部

４
固

定
負

債
⑴

引
当

金
イ

退
職

給
与

引
当

金
10

0,9
15

,56
0 

10
0,9

15
,56

0 
固

定
負

債
合

計
10

0,9
15

,56
0 

５
流

動
負

債
⑴

未
払

金
1,5

56
,09

8 
⑵

未
払

費
用

11
,46

9,7
70

 
⑶

預
り

金
20

6,5
20

 
流

動
負

債
合

計
13

,23
2,3

88
 

負
債

合
計

11
4,1

47
,94

8 

資
本

の
部

６
資

本
金

⑴
自

己
資

本
金

2,2
75

,13
9,0

80
 

⑵
借

入
資

本
金

イ
企

業
債

1,3
38

,90
0,0

00
 

ロ
他

会
計

借
入

金
2,4

00
,00

0,0
00

 
3,7

38
,90

0,0
00

 

資
本

金
合

計
6,0

14
,03

9,0
80

 
７

剰
余

金
⑴

利
益

剰
余

金

イ
土

地
造

成
積

立
金

73
6,2

29
,72

1 
ロ

当
年

度
未

処
理

欠
損

金
55

7,3
85

,86
3 

利
益

剰
余

金
合

計
17

8,8
43

,85
8 

剰
余

金
合

計
17

8,8
43

,85
8 

資
本

合
計

6,1
92

,88
2,9

38
 

負
債

資
本

合
計

6,3
07

,03
0,8

86
 

⑷
　
予
算
の
概
要

平
成

23
年

度
福

岡
県

工
業

用
地

造
成

事
業

会
計

の
予

算
の

概
要

は
、

前
回

（
第

12
4回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。



―
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―

―
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―

　
　

　
Ⅳ
　
病
院

事
業
会
計

　
　
⑴
　
事
業
の
概
要

　
　

　
　

地
方

公
営

企
業

法
の

財
務

に
関

す
る

規
定

の
適

用
を

受
け

運
営

し
て

い
る

県
立

病
院

は
、

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

太
宰

府
病

院
の

み
で

す
。

平
成

16
年

度
ま

で
は

県
立

病
院

は
５

病
院

で
し

た
が

、
平

成
15

年
10

月
に

策
定

し
た

「
県

立
病

院
改

革
（

移
譲

及
び

公
設

民
営

化
）

に
関

す
る

計
画

」
に

基
づ

き
、

平
成

17
年

4月
に

太
宰

府
病

院
の

公
設

民
営

化
と

朝
倉

病
院

、
遠

賀
病

院
の

移
譲

を
実

施
し

、
平

成
19

年
4月

に
柳

川
病

院
、

嘉
穂

病
院

を
移

譲
し

ま
し

た
。

　
　

　
イ

　
施

設
の

状
況

等
	

（
平

成
23

年
９

月
30

日
現

在
）

病
　

院
　

名
所

　
在

　
地

開
設

年
月

日
病

床
数

職
員

数
一

般
結

核
精

神
計

県
立

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

太
宰

府
病

院
太

宰
府

市
五

条
３

丁
目

昭
和

６
. 1

1. 
 2

5
30

0
30

0

　
　

　
  ＊

 太
宰

府
病

院
は

平
成

17
年

4月
よ

り
公

設
民

営
化

し
て

い
る

。

　
　

　
ロ

　
患

者
の

利
用

状
況

	
（

平
成

23
年

４
月

１
日

か
ら

９
月

30
日

ま
で

）

区
　

　
　

　
　

分
県

立
精

神
医

療
セ

ン
タ

ー
太

宰
府

病
院

病
床

数
（

床
）

30
0 

入
院

延
患

者
数

（
人

）
46

,72
6 

外
来

延
患

者
数

（
人

）
17

,87
2 

延
患

者
数

計
（

人
）

64
,59

8 

病
床

利
用

率
（

％
）

85
.1 

　
　

⑵
　
経
理
の
状
況

　
　

　
イ

　
経

理
の

概
要

　
　

　
　

　
平

成
23

年
度

上
半

期
に

お
け

る
合

計
残

高
試

算
表

は
「

別
表

１
」、

資
金

収
支

表
は

「
別

表
２

」、
一

時
借

入
金

の
現

在
高

は
「

別
表

３
」

の
と

お
り

で
す

。
　

　
　
ロ

　
企

業
債

　
　

　
　

　
企

業
債

の
残

高
は

、
6,3

97
,92

2,7
26

円
で

す
。

　
　

　
ハ

　
一

時
借

入
金

　
　

　
　

　
上

半
期

に
お

け
る

一
時

借
入

金
の

現
在

高
は

、
０

円
で

す
。
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「
別
表
１
」
	

合
　
計

　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
）

借
　

　
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
　

　
目

貸
　

　
　

　
　

　
　

方

残
　

　
　

高
合

　
　

　
計

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

40
8,4

39
,58

2
40

8,4
39

,58
2

土
地

7,9
87

,76
2,2

49
7,9

87
,76

2,2
49

建
物

35
2,3

05
,91

6
35

2,3
05

,91
6

構
築

物

28
2,7

48
,57

0
28

2,7
48

,57
0

器
械

備
品

8,2
20

,00
0

8,2
20

,00
0

車
両

84
4,9

36
84

4,9
36

電
話

加
入

権

1,6
73

,02
7,7

42
4,3

82
,89

3,2
97

預
金

2,7
09

,86
5,5

55

48
7,4

02
,75

7
1,3

77
,72

2,7
37

医
業

未
収

金
89

0,3
19

,98
0

69
,08

0
47

7,0
68

医
業

外
未

収
金

40
7,9

88

40
,88

9
40

,88
9

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

1,0
00

,00
0

1,0
00

,00
0

そ
の

他
流

動
資

産

一
時

借
入

金

16
,57

5,3
90

医
業

未
払

金
16

,57
5,3

90

72
2,1

00
医

業
外

未
払

金
72

2,1
00

1,2
99

,16
5

そ
の

他
未

払
金

1,2
99

,16
5

55
5,9

19
職

員
預

り
金

62
4,7

99
68

,88
0

93
6,6

80
そ

の
他

預
り

金
4,3

19
,68

0
3,3

83
,00

0

仮
受

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

67
7,2

70
67

7,2
70

58
0,4

60
そ

の
他

流
動

負
債

1,5
80

,46
0

1,0
00

,00
0

減
価

償
却

累
計

額
3,4

58
,43

7,6
28

3,4
58

,43
7,6

28

自
己

資
本

金
1,1

98
,74

5,6
43

1,1
98

,74
5,6

43

29
6,2

76
,35

4
借

入
資

本
金

7,9
59

,14
4,1

13
7,6

62
,86

7,7
59

資
本

剰
余

金
3,2

73
,79

1,1
90

3,2
73

,79
1,1

90

4,5
04

,24
8,7

64
4,5

79
,36

5,1
33

繰
越

欠
損

金
75

,11
6,3

69

64
3,3

79
医

業
収

益
94

8,3
45

,65
3

94
7,7

02
,27

4

38
,35

0
医

業
外

収
益

15
7,2

67
,75

3
15

7,2
29

,40
3

特
別

利
益

87
0,8

00
87

0,8
00

93
1,2

37
,51

4
1,8

53
,66

6,2
80

医
業

費
用

92
2,4

28
,76

6

67
,08

5,2
74

13
4,1

70
,54

8
医

業
外

費
用

67
,08

5,2
74

34
0,5

74
34

0,5
74

特
別

損
失

16
,70

4,7
73

,84
7

21
,68

7,6
25

,57
6

計
21

,68
7,6

25
,57

6
16

,70
4,7

73
,84

7



―
 5

6 
―

―
 5

7 
―

　
「
別
表
２
」
	

資
　
　

金
　
　
収
　
　
支
　
　
表

（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単
位
：
円
）

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

受
入

資
金

1,0
69

,92
9,6

99
 

支
払

資
金

1,1
64

,37
2,4

38
 

病
院

事
業

収
益

57
3,8

77
,36

8 
病

院
事

業
費

99
7,6

12
,09

7 

前
年

度
未

収
金

33
6,6

10
,45

1 
前

年
度

未
払

金
16

,24
3,8

09
 

一
般

会
計

負
担

金
15

5,9
90

,00
0 

建
設

改
良

費
1,2

99
,16

5 

一
時

借
入

金
0 

企
業

債
償

還
金

14
8,1

38
,17

7 

預
り

金
3,4

51
,88

0 
預

り
金

1,0
79

,19
0 

収
　

　
　

支
収

支
差

引
△

 9
4,4

42
,73

9
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

1,7
67

,47
0,4

81
翌

月
へ

の
繰

越
し

1,6
73

,02
7,7

42

　
「
別
表
３
」
	

一
　
時
　

借
　
入
　
金
　
内
　
訳
　
表

（
平

成
23

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
）

借
入

年
月

日
借

　
入

　
額

償
　

還
　

額
残

　
　

　
額

借
　

入
　

先

平
成

23
. ４

.  
１

0 
0 

一
 般

 会
 計

合
　

　
計

0 
0 

0 

　
　
⑶
　
決
算
の
概
要

　
　

　
　

平
成

22
年

度
福

岡
県

病
院

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

、
損

益
計

算
書

は
「

別
表

４
」、

剰
余

金
計

算
書

は
「

別
表

５
」、

欠
損

金
処

理
計

算
書

は
「

別
表

６
」、

貸
借

対
照

表
は

「
別

表
７

」
の

と
お

り
で

す
。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	

第
１

款
　

病
院

事
業

収
益

	
2,2

46
,79

3,6
13

円
	

第
１

款
　

病
院

事
業

費
	

2,2
83

,63
8,3

88
円

	
第

１
項

　
医

業
収

益
	

1,8
41

,79
2,4

12
円

	
第

１
項

　
医

業
費

用
	

2,1
42

,24
4,1

00
円

	
第

２
項

　
医

業
外

収
益

	
40

4,7
17

,33
5円

	
第

２
項

　
医

業
外

費
用

	
14

0,7
76

,85
5円

	
第

３
項

　
特

別
利

益
	

28
3,8

66
円

	
第

３
項

　
特

別
損

失
	

61
7,4

33
円

				





第
４

項
　

予
備

費
	

0円

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）
	

収
　

　
　

　
　

入
	

支
　

　
　

　
　

出
	

第
１

款
　

資
本

的
収

入
	

19
4,5

37
,00

0円
	

第
１

款
　

資
本

的
支

出
	

30
8,7

27
,30

8円
	

第
１

項
　

負
担

金
	

19
4,5

37
,00

0円
	

第
１

項
　

建
設

改
良

費
	

16
,92

3,1
65

円
			




第
２

項
　

企
業

債
償

還
金

	
29

1,8
04

,14
3円
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「
別
表
４
」
	

平
成

2
2
年
度

福
岡
県
病
院
事
業
損
益
計
算
書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

1
医

業
収

益
⑴

入
院

収
益

1,5
79

,80
3,7

57
⑵

外
来

収
益

23
7,5

61
,06

3
⑶

そ
の

他
医

業
収

益
23

,11
2,9

59
1,8

40
,47

7,7
79

2
医

業
費

用
⑴

給
与

費
15

,93
2,4

49
⑵

経
費

1,8
19

,00
2,0

54
⑶

減
価

償
却

費
30

2,1
08

,24
8

⑷
資

産
減

耗
費

1,9
91

,01
7

2,1
39

,03
3,7

68
医

業
損

失
29

8,5
55

,98
9

3
医

業
外

収
益

⑴
受

取
利

息
配

当
金

93
6,3

28
⑵

補
助

金
等

収
益

39
8,8

69
,00

0
⑶

そ
の

他
医

業
外

収
益

4,8
29

,83
3

40
4,6

35
,16

1
4

医
業

外
費

用
⑴

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸

費
13

8,6
42

,75
9

⑵
雑

損
失

3,9
55

,49
0

14
2,5

98
,24

9
26

2,0
36

,91
2

経
常

損
失

36
,51

9,0
77

5
特

別
利

益
⑴

過
年

度
損

益
修

正
益

28
3,8

66
28

3,8
66

6
特

別
損

失
⑴

過
年

度
損

益
修

正
損

41
8,3

51
⑵

そ
の

他
特

別
損

失
19

9,0
82

61
7,4

33
△

 3
33

,56
7

当
年

度
純

損
失

36
,85

2,6
44

前
年

度
繰

越
欠

損
金

4,4
67

,39
6,1

20
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

4,5
04

,24
8,7

64
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「
別
表
５
」
	

平
成
2
2
年
度
福
岡
県
病
院
事
業
剰
余
金
計
算
書

（
平

成
22

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
23

年
３

月
31

日
ま

で
）

（
単

位
：

円
）

利
　
益
　
剰
　
余
　
金
　
の
　
部

Ⅰ
欠

損
金

⑴
前

年
度

未
処

理
欠

損
金

4,4
67

,39
6,1

20
⑵

前
年

度
欠

損
金

処
理

額
0

繰
越

欠
損

金
年

度
末

残
高

4,4
67

,39
6,1

20
⑶

当
年

度
純

損
失

36
,85

2,6
44

当
年

度
未

処
理

欠
損

金
4,5

04
,24

8,7
64

資
　
本
　
剰
　
余
　
金
　
の
　
部

Ⅰ
受

贈
財

産
評

価
額

1
前

年
度

末
残

高
39

,84
6,9

25
2

当
年

度
処

分
額

9,1
04

,38
3

3
当

年
度

末
残

高
30

,74
2,5

42

Ⅱ
国

庫
補

助
金

1
前

年
度

末
残

高
84

2,0
88

,00
0

2
当

年
度

末
残

高
84

2,0
88

,00
0

Ⅲ
一

般
会

計
補

助
金

1
前

年
度

末
残

高
78

0,4
55

,45
0

2
当

年
度

末
残

高
78

0,4
55

,45
0

Ⅳ
一

般
会

計
負

担
金

1
前

年
度

末
残

高
1,4

23
,41

6,1
98

2
当

年
度

発
生

高
19

4,5
37

,00
0

3
当

年
度

末
残

高
1,6

17
,95

3,1
98

Ⅴ
そ

の
他

資
本

剰
余

金
1

前
年

度
末

残
高

2,5
52

,00
0

2
当

年
度

末
残

高
2,5

52
,00

0
翌

年
度

繰
越

資
本

剰
余

金
3,2

73
,79

1,1
90
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「
別
表
６
」
 
	

平
成
2
2
年
度
福

岡
県
病
院
事
業
欠
損
金
処
理
計
算
書

	
（

単
位

：
円

）

1
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

4,5
04

,24
8,7

64
2

欠
損

金
処

理
額

0
3

翌
年

度
繰

越
欠

損
金

4,5
04

,24
8,7

64

　
「
別
表
７
」
	

平
成

2
2
年

度
福

岡
県

病
院

事
業

貸
借

対
照

表

（
平

成
23

年
３

月
31

日
）

	
（

単
位

：
円

）

資
　
　
　
　
産
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

1
固

定
資

産
⑴

有
形

固
定

資
産

イ
土

地
40

8,4
39

,58
2

ロ
建

物
7,9

87
,76

2,2
49

建
物

減
価

償
却

累
計

額
3,0

47
,22

5,9
43

4,9
40

,53
6,3

06
ハ

構
築

物
35

2,3
05

,91
6

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

19
7,6

22
,04

9
15

4,6
83

,86
7

ニ
器

械
備

品
28

2,7
48

,57
0

器
械

備
品

減
価

償
却

累
計

額
20

5,7
80

,63
6

76
,96

7,9
34

ホ
車

両
8,2

20
,00

0
車

両
減

価
償

却
累

計
額

7,8
09

,00
0

41
1,0

00
有

形
固

定
資

産
合

計
5,5

81
,03

8,6
89

⑵
無

形
固

定
資

産
イ

電
話

加
入

権
84

4,9
36

無
形

固
定

資
産

合
計

84
4,9

36
固

定
資

産
合

計
5,5

81
,88

3,6
25

2
流

動
資

産
⑴

現
金

預
金

1,7
67

,47
0,4

81
⑵

未
収

金
44

9,2
84

,16
3

⑶
そ

の
他

流
動

資
産

1,0
00

,00
0

流
動

資
産

合
計

2,2
17

,75
4,6

44
資

産
合

計
7,7

99
,63

8,2
69
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―

―
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―

負
　
　
　
　
債
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

3
流

動
負

債
⑴

未
払

金
18

,26
5,0

74
⑵

預
り

金
1,0

79
,19

0
⑶

そ
の

他
流

動
負

債
1,0

00
,00

0
流

動
負

債
合

計
20

,34
4,2

64
負

債
合

計
20

,34
4,2

64

資
　
　
　
　
本
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

4
資

本
金

⑴
自

己
資

本
金

1,1
98

,74
5,6

43
⑵

借
入

資
本

金
イ

企
業

債
6,5

46
,06

0,9
03

ロ
他

会
計

借
入

金
1,2

64
,94

5,0
33

7,8
11

,00
5,9

36
資

本
金

合
計

9,0
09

,75
1,5

79
5

剰
余

金
⑴

資
本

剰
余

金
イ

受
贈

財
産

評
価

額
30

,74
2,5

42
ロ

補
助

金
1,6

22
,54

3,4
50

ハ
一

般
会

計
負

担
金

1,6
17

,95
3,1

98
ニ

そ
の

他
資

本
剰

余
金

2,5
52

,00
0

資
本

剰
余

金
合

計
3,2

73
,79

1,1
90

⑵
利

益
剰

余
金

イ
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

4,5
04

,24
8,7

64
利

益
剰

余
金

合
計

△
 4

,50
4,2

48
,76

4
剰

余
金

合
計

△
 1

,23
0,4

57
,57

4
資

本
合

計
7,7

79
,29

4,0
05

負
債

資
本

合
計

7,7
99

,63
8,2

69

　
　
　
⑷
　
予
算
の
概
要

　
　

　
　

平
成

23
年

度
福

岡
県

病
院

事
業

会
計

の
予

算
の

概
要

は
、

前
回

（
第

12
4回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。



―
 6

0 
―

―
 6

1 
―

福
岡

県
の

財
務

諸
表

に
つ

い
て

　
　
Ⅰ
　
概
　
　
　
要

　
１
．
趣
　
　
旨

　
　

　
本

県
の

財
務

状
況

に
つ

い
て

は
、

県
民

に
対

し
て

企
業

会
計

に
準

じ
た

概
括

的
な

財
務

情
報

を
提

供
し

て
い

く
た

め
、

総
務

省
が

示
し

た
基

準
に

よ
り

、
貸

借
対

照
表

、
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
、

純
資

産
変

動
計

算
書

、
資

金
収

支
計

算
書

の
４

表
を

作
成

し
て

い
ま

す
。

　
２
．
対
　
　
象

　
　

　
財

務
諸

表
は

普
通

会
計

、
県

全
体

及
び

連
結

会
計

の
３

区
分

に
よ

り
作

成
し

て
い

ま
す

。
　

　
　

普
通

会
計

　
一

般
会

計
及

び
13

特
別

会
計

　
　

　
県

全
体

　
普

通
会

計
、

公
営

事
業

２
会

計
（

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

、
流

域
下

水
道

事
業

）
及

び
公

営
企

業
４

会
計

（
病

院
事

業
、

電
気

事
業

、
工

業
用

水
道

事
業

、
工

業
用

地
造

成
事

業
）

　
　

　
連

結
会

計
　

県
全

体
、

３
公

立
大

学
法

人
、

４
公

社
及

び
県

の
財

政
的

関
与

度
が

高
い

26
外

郭
団

体
　

　
  （

連
結

対
象

の
団

体
）

区
　

　
　

分
法

　
　

　
　

　
　

　
人

公
立

大
学

法
人

（
３

大
学

）
福

岡
女

子
大

学
、

九
州

歯
科

大
学

、
福

岡
県

立
大

学

公
社

（
４

公
社

）
福

岡
県

土
地

開
発

公
社

、
福

岡
県

道
路

公
社

、
福

岡
北

九
州

高
速

道
路

公
社

、
福

岡
県

住
宅

供
給

公
社

外
郭

団
体

（
26

法
人

）
㈶

福
岡

県
中

小
企

業
振

興
セ

ン
タ

ー
、

㈶
福

岡
県

教
育

文
化

奨
学

財
団

、
平

成
筑

豊
鉄

道
㈱

、
大

牟
田

リ
サ

イ
ク

ル
発

電
㈱

、
公

益
財

団
法

人
水

素
エ

ネ
ル

ギ
ー

製
品

研
究

試
験

セ
ン

タ
ー

外
21

法
人

　
　
Ⅱ
　
財
務
諸
表

　
１
．
普
通
会
計
の
財
務
諸
表

　
　
⑴
　
貸
借
対
照
表

　
　

　
　

県
が

住
民

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
に

保
有

し
て

い
る

財
産

（
資

産
）

と
、

そ
の

資
産

を
ど

の
よ

う
な

財
源

　
　

　（
負

債
・

純
資

産
）

で
賄

っ
て

き
た

か
を

表
示

し
た

も
の

で
す

。
	

（
単

位
：

億
円

）
区

　
　

　
分

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

増
　

　
減

１
公

共
資

産
42

,53
1

42
,08

1
45

0
道

路
、

学
校

、
庁

舎
等

有
形

固
定

資
産

42
,50

3
42

,04
8

45
5

売
却

可
能

資
産

28
33

△
 5

２
投

資
等

5,3
10

5,5
31

△
 2

21
投

資
及

び
出

資
金

2,1
39

2,1
58

△
 1

9
貸

付
金

1,5
14

1,5
64

△
 5

0
基

金
等

1,6
57

1,8
09

△
 1

52
３

流
動

資
産

2,5
60

2,2
13

34
7

減
債

基
金

等
現

金
預

金
2,4

95
2,1

37
35

8
未

収
金

65
76

△
 1

1
資

産
合

計
　

Ａ
50

,40
1

49
,82

5
57

6
１

　
固

定
負

債
２

　
流

動
負

債
34

,19
2

3,2
24

32
,48

9
3,3

24
1,7

03
△

 1
00

負
債

合
計

　
Ｂ

37
,41

6
35

,81
3

1,6
03

（
30

,80
4）

（
30

,82
3）

（
△

 1
9）

（
Ｂ

の
う

ち
地

方
債

）
（

Ｂ
の

う
ち

退
職

手
当

引
当

金
）

31
,35

7
5,4

14
29

,55
6

5,4
91

1,8
01

△
 7

7

純
資

産
合

計
Ｃ

（
Ａ

－
Ｂ

）
12

,98
5

14
,01

2
△

 1
,02

7
（

19
,59

7）
（

19
,00

2）
（

59
5）

負
債

・
純

資
産

合
計

Ｄ
（

Ｂ
＋

Ｃ
）

50
,40

1
49

,82
5

57
6

（
50

,40
1）

（
49

,82
5）

（
57

6）

　
※

　（
　

　
）

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
除

い
た

値
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平
成

22
年

度
末

の
公

共
資

産
は

平
成

21
年

度
と

比
較

し
て

、
45

0億
円

増
加

し
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

景
気

を
浮

揚
さ

せ
る

単
独

公
共

事
業

の
重

点
実

施
に

よ
り

資
産

形
成

が
進

ん
だ

こ
と

な
ど

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
　

投
資

等
は

、
各

種
の

雇
用

・
景

気
対

策
基

金
の

取
り

崩
し

な
ど

に
よ

り
22

1億
円

減
少

し
て

い
ま

す
。

　
　

流
動

資
産

は
、

地
方

債
の

満
期

一
括

償
還

に
備

え
て

積
み

立
て

て
い

る
減

債
基

金
が

増
加

し
た

こ
と

な
ど

に
よ

り
34

7
億

円
増

加
し

て
い

ま
す

。
　

　
こ

れ
ら

の
差

引
に

よ
り

資
産

合
計

は
、

昨
年

度
と

比
較

し
て

57
6億

円
増

加
し

て
い

ま
す

。
　

　
負

債
合

計
は

、
昨

年
度

と
比

較
し

て
1,6

03
億

円
増

加
し

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
主

に
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
の

増
加

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
　

純
資

産
合

計
は

、
昨

年
度

と
比

較
し

て
1,0

27
億

円
減

少
し

て
い

ま
す

。
　

　
負

債
が

大
幅

に
増

加
し

、
純

資
産

が
減

少
し

て
い

る
の

は
、

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

が
、

純
資

産
に

計
上

さ
れ

ず
、

負
債

に
計

上
さ

れ
て

い
る

た
め

で
す

。
そ

の
影

響
を

除
け

ば
、

昨
年

度
と

比
較

し
て

、
負

債
は

19
億

円
減

少
、

純
資

産
は

59
5億

円
増

加
し

て
い

ま
す

。

　（
県

民
一

人
あ

た
り

の
貸

借
対

照
表

）

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

資
　

産
99

9千
円

負
　

債
74

2千
円

資
　

産
98

9千
円

負
　

債
71

1千
円

純
資

産
25

7千
円

純
資

産
27

8千
円

　
　

平
成

22
年

度
末

住
民

基
本

台
帳

登
載

人
口

：
5,0

43
,49

4人
　

　
平

成
21

年
度

末
住

民
基

本
台

帳
登

載
人

口
：

5,0
38

,57
4人

　
⑵
　
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

　
　

　
資

産
形

成
に

結
び

つ
か

な
い

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
係

る
経

費
と

そ
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
直

接
の

対
価

と
し

て
得

ら
れ

た
財

源
を

対
比

し
た

も
の

で
す

。
	

（
単

位
：

億
円

）
区

　
　

　
分

平
成

22
年

度
平

成
21

年
度

増
　

　
減

１
人

に
係

る
も

の
4,9

58
4,8

10
14

8
人

件
費

退
職

手
当

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
金

等

4,2
85 50
1

17
2

4,2
71 46
1 78

14 40 94
２

物
に

係
る

も
の

1,7
96

1,7
98

△
 2

減
価

償
却

費
物

件
費

等
1,3

12 48
4

1,2
82 51
6

30
△

 3
2

３
移

転
支

出
的

な
も

の
5,0

44
4,8

44
20

0
社

会
保

障
給

付
補

助
金

等
63

7
4,4

07
59

4
4,2

50
43 15
7

４
そ

の
他

35
1

37
8

△
 2

7
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ａ

12
,14

9
11

,83
0

31
9

１
　

使
用

料
・

手
数

料
２

　
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

16
2

15
4

23
7

14
5

△
 7

5 9
経

常
収

益
　

Ｂ
31

6
38

2
△

 6
6

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ａ

－
Ｂ

11
,83

3
11

,44
8

38
5

経
常

コ
ス

ト
に

対
す

る
経

常
収

益
比

率
　

Ｂ
／

Ａ
2.6

％
3.2

％
-0

.6％

　
　

平
成

22
年

度
末

の
経

常
行

政
コ

ス
ト

は
、

平
成

21
年

度
と

比
較

し
て

、
31

9億
円

増
加

し
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

実
際

に
は

現
金

支
出

を
伴

わ
な

い
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

金
等

の
増

な
ど

人
に

係
る

コ
ス

ト
の

増
加

や
、

雇
用

・
景

気
対

策
に

係
る

基
金

事
業

の
実

施
に

よ
る

市
町

村
に

対
す

る
補

助
金

等
の

増
な

ど
移

転
支

出
的

な
コ

ス
ト

の
増

加
に

よ
る

も
の

で
す

。
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⑶

　
純
資
産
変
動
計
算
書

　
　

　
純

資
産

（
資

産
－

負
債

）
が

１
年

間
で

ど
う

変
動

し
た

か
を

表
示

し
た

も
の

で
す

。
	

（
単

位
：

億
円

）
区

　
　

　
分

金
　

　
額

期
首

純
資

産
残

高
　

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
一

般
財

源
　

補
助

金
等

受
入

　
臨

時
損

益
　

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

期
末

純
資

産
残

高

14
,01

2
△

11
,83

3
8,5

40
2,3

10
△

40 △
4

12
,98

5

　 　
⑷
　
資
金
収
支
計
算
書

　
　

　
現

金
の

流
れ

を
示

す
も

の
で

あ
り

、
そ

の
収

支
を

性
質

に
応

じ
て

、
経

常
的

収
支

、
公

共
資

産
整

備
収

支
、

投
資

・
財

務
的

収
支

に
区

分
し

て
表

示
し

た
も

の
で

す
。

	
（

単
位

：
億

円
）

支
　

　
　

出
収

　
　

　
入

収
　

支
１

　
経

常
的

収
支

の
部

10
,42

7
１

　
経

常
的

収
支

の
部

12
,64

3
2,2

16
人

件
費

5,0
71

地
方

税
4,9

22
補

助
金

等
3,7

49
地

方
交

付
税

2,8
37

そ
の

他
（

社
会

保
障

給
付

等
）

1,6
07

そ
の

他
（

国
庫

補
助

金
等

）
4,8

84
２

　
公

共
資

産
整

備
収

支
の

部
2,5

07
２

　
公

共
資

産
整

備
収

支
の

部
1,5

96
△

91
1

公
共

資
産

整
備

支
出

1,8
73

国
庫

補
助

金
等

38
5

公
共

資
産

整
備

補
助

金
等

支
出

61
0

地
方

債
発

行
額

86
9

他
会

計
へ

の
建

設
費

充
当

財
源

繰
出

支
出

24
そ

の
他

（
基

金
取

崩
額

等
）

34
2

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

2,9
16

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

1,5
27

△
1,3

89
貸

付
金

1,1
24

国
庫

補
助

金
等

24
8

地
方

債
償

還
金

1,4
03

貸
付

金
回

収
額

1,2
00

そ
の

他
（

基
金

積
立

金
等

）
38

9
そ

の
他

（
地

方
債

発
行

額
等

）
79

当
年

度
現

金
増

減
額

△
84

期
首

現
金

残
高

34
8

期
末

現
金

残
高

26
4

２
．
県
全
体
の
財

務
諸

表
　

⑴
　
貸
借
対
照
表

	
（

単
位

：
億

円
）

区
　

　
　

分
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
増

　
減

１
公

共
資

産
45

,20
0

44
,72

1
47

9
道

路
、

学
校

、
庁

舎
等

有
形

固
定

資
産

売
却

可
能

資
産

45
,17

2 28
44

,68
8 33

48
4

△
5

２
投

資
等

5,4
73

5,6
94

△
22

1
投

資
及

び
出

資
金

貸
付

金
基

金
等

2,1
30

1,5
02

1,8
41

2,1
46

1,5
54

1,9
94

△
16

△
52

△
15

3
３

流
動

資
産

2,9
47

2,6
18

32
9

資
金

未
収

金
等

2,5
80 36
7

2,2
37 38
1

34
3

△
14

４
繰

延
勘

定
－

－
－

資
産

合
計

　
Ａ

53
,62

0
53

,03
3

58
7

１
　

固
定

負
債

２
　

流
動

負
債

35
,22

2
3,2

85
33

,52
9

3,4
00

1,6
93

△
11

5

負
債

合
計

　
Ｂ

38
,50

7
36

,92
9

1,5
78

（
31

,89
5）

（
31

,93
9）

（
△

44
）

　
　（

Ｂ
の

う
ち

借
入

金
）

　
　（

Ｂ
の

う
ち

退
職

手
当

引
当

金
）

32
,42

4
5,4

17
30

,64
9

5,4
93

1,7
75

△
76

純
資

産
合

計
　

Ｃ
（

Ａ
－

Ｂ
）

15
,11

3
16

,10
4

△
99

1
（

21
,72

5）
（

21
,09

4）
（

63
1）

負
債

・
純

資
産

合
計

　
Ｄ

（
Ｂ

＋
Ｃ

）
53

,62
0

53
,03

3
58

7
（

53
,62

0）
（

53
,03

3）
（

58
7）
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※

　（
　

　
）

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
除

い
た

値
　

※
　

資
金

に
は

、
普

通
会

計
の

減
債

基
金

、
財

政
調

整
基

金
を

含
ん

で
い

る
。

　（
県

民
一

人
あ

た
り

の
貸

借
対

照
表

）
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度

資
　

産
1,0

63
千

円

負
　

債
76

3千
円

資
　

産
1,0

53
千

円

負
　

債
73

3千
円

純
資

産
30

0千
円

純
資

産
32

0千
円

　
⑵
　
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

	
（

単
位

：
億

円
）

区
　

　
　

分
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
増

　
　

減
１

人
に

係
る

も
の

4,9
68

4,8
29

13
9

人
件

費
賞

与
・

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
金

等
4,2

95 67
3

4,2
90 53
9

5
13

4
２

物
に

係
る

も
の

1,9
54

1,9
78

△
 2

4
減

価
償

却
費

物
件

費
等

1,3
76 57
8

1,3
78 60
0

△
 2

△
 2

2
３

移
転

支
出

的
な

も
の

5,0
07

4,7
93

21
4

社
会

保
障

給
付

補
助

金
等

63
7

4,3
70

58
2

4,2
11

55 15
9

４
そ

の
他

37
6

39
7

△
 2

1
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ａ

12
,30

5
11

,99
7

30
8

１
　

使
用

料
・

手
数

料
２

　
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

３
　

そ
の

他

16
2

17
0

13
1

23
7

16
2

12
6

△
 7

5 8 5
経

常
収

益
　

Ｂ
46

3
52

5
△

 6
2

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ａ

－
Ｂ

11
,84

2
11

,47
2

37
0

経
常

コ
ス

ト
に

対
す

る
経

常
収

益
比

率
　

Ｂ
／

Ａ
3.8

％
4.4

％
−

0.6
％

　
⑶
　
純
資
産
変
動
計
算
書

	
（

単
位

：
億

円
）

区
　

　
　

分
金

　
　

額
期

首
純

資
産

残
高

　
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
　

一
般

財
源

　
補

助
金

等
受

入
　

臨
時

損
益

　
資

産
評

価
替

え
に

よ
る

変
動

額
　

そ
の

他
期

末
純

資
産

残
高

16
,10

4
△

 1
1,8

42
8,5

40
2,3

60
△

 4
0

△
 9 0

15
,11

3

　
⑷
　
資
金
収
支
計
算
書

	
（

単
位

：
億

円
）

支
　

　
　

出
収

　
　

　
入

収
　

　
支

１
　

 経
常

的
収

支
の

部
10

,54
0 

１
 　

経
常

的
収

支
の

部
12

,79
3 

2,2
53

人
件

費
5,0

80
 

地
方

税
4,9

22
 

補
助

金
等

3,7
61

 
地

方
交

付
税

2,8
37

 
そ

の
他

（
物

件
費

等
）

1,6
99

 
そ

の
他

（
国

庫
補

助
金

等
）

5,0
34

 
２

　
公

共
資

産
整

備
収

支
の

部
2,5

77
 

２
　

公
共

資
産

整
備

収
支

の
部

1,6
40

△
 9

37
 

公
共

資
産

整
備

支
出

1,9
67

 
国

庫
補

助
金

等
42

9 
公

共
資

産
整

備
補

助
金

等
支

出
61

0 
地

方
債

発
行

額
86

9 
そ

の
他

（
長

期
借

入
金

借
入

額
等

）
34

2 
３

　
投

資
・

財
務

的
収

支
の

部
2,6

41
 

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

1,6
68

 
△

 9
73

 
貸

付
金

1,1
24

 
国

庫
補

助
金

等
24

8 
地

方
債

償
還

金
1,4

91
 

貸
付

額
回

収
額

1,1
76

 
そ

の
他

（
基

金
積

立
額

等
）

26
 

そ
の

他
（

地
方

債
発

行
額

等
）

24
4 

当
年

度
現

金
増

減
額

34
3 

期
首

現
金

残
高

2,2
37

 
期

末
現

金
残

高
2,5

80
 



―
 6

4 
―

―
 6

5 
―

３
．
連
結
の
財
務

諸
表

　
⑴
　
貸
借
対
照
表

	
（

単
位

：
億

円
）

区
　

　
　

分
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
増

　
　

減
１

公
共

資
産

51
,95

6
51

,63
9

31
7

道
路

、
学

校
、

庁
舎

等
有

形
固

定
資

産
売

却
可

能
資

産
51

,91
8 38

51
,59

6 43
32

2
△

 5
２

投
資

等
2,9

36
3,1

14
△

 1
78

投
資

及
び

出
資

金
貸

付
金

基
金

等

50
1

53
5

1,9
00

52
9

53
3

2,0
52

△
 2

8 2
△

 1
52

３
流

動
資

産
3,1

81
2,8

73
30

8
資

金
未

収
金

等
2,7

24 45
7

2,3
99 47
4

32
5

△
 1

7
４

繰
延

勘
定

6
6

△
 0

資
産

合
計

　
Ａ

58
,07

9
57

,63
2

44
7

１
　

固
定

負
債

２
　

流
動

負
債

39
,05

4
3,8

10
37

,56
3

4,0
02

1,4
91

△
 1

92

負
債

合
計

　
Ｂ

42
,86

4
41

,56
5

1,2
99

（
36

,25
2）

（
36

,57
5）

（
△

 3
23

）
（

Ｂ
の

う
ち

借
入

金
）

（
Ｂ

の
う

ち
退

職
手

当
引

当
金

）
36

,31
3

5,4
79

34
,70

9
5,5

28
1,6

04
△

 4
9

純
資

産
合

計
　

Ｃ
（

Ａ
－

Ｂ
）

15
,21

5
16

,06
7

△
 8

52
（

21
,82

7）
（

21
,05

7）
（

77
0）

負
債

・
純

資
産

合
計

　
Ｄ

（
Ｂ

＋
Ｃ

）
58

,07
9

57
,63

2
44

7
（

58
,07

9）
（

57
,63

2）
（

44
7）

　
　

※
　（

　
　

）
は

、
負

債
計

上
さ

れ
て

い
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

除
い

た
値

　
　

※
　

資
金

に
は

、
普

通
会

計
の

減
債

基
金

、
財

政
調

整
基

金
を

含
ん

で
い

る
。

　（
県

民
一

人
あ

た
り

の
貸

借
対

照
表

）
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度

資
　

産
1,1

52
千

円

負
　

債
85

0千
円

資
　

産
1,1

44
千

円

負
　

債
82

5千
円

純
資

産
30

2千
円

純
資

産
31

9千
円

　
⑵
　
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

	
（

単
位

：
億

円
）

区
　

　
　

分
平

成
22

年
度

平
成

21
年

度
増

　
　

減
１

人
に

係
る

も
の

5,0
61

4,9
21

14
0

人
件

費
賞

与
・

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
金

等
4,3

85 67
6

4,3
79 54
2

6
13

4
２

物
に

係
る

も
の

2,1
66

2,2
16

△
 5

0
減

価
償

却
費

物
件

費
等

1,5
11 65
5

1,5
14 70
2

△
 3

△
 4

7
３

移
転

支
出

的
な

も
の

4,9
77

4,7
64

21
3

社
会

保
障

給
付

補
助

金
等

63
7

4,3
40

59
4

4,1
70

43 17
0

４
そ

の
他

54
0

60
9

△
 6

9
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ａ

12
,74

4
12

,51
0

23
4

１
　

使
用

料
・

手
数

料
２

　
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

３
　

そ
の

他

16
2

15
4

71
5

23
3

16
5

69
7

△
 7

1
△

 1
1 18

経
常

収
益

　
Ｂ

1,0
31

1,0
95

△
 6

4
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
　

Ａ
－

Ｂ
11

,71
3

11
,41

5
29

8
経

常
コ

ス
ト

に
対

す
る

経
常

収
益

比
率

　
Ｂ

／
Ａ

8.1
％

8.8
％

−
0.7

％
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⑶
　
純
資
産
変
動
計
算
書

	
（

単
位

：
億

円
）

区
　

　
　

分
金

　
　

額
期

首
純

資
産

残
高

　
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
　

一
般

財
源

　
補

助
金

等
受

入
　

臨
時

損
益

　
資

産
評

価
替

え
に

よ
る

変
動

額
期

末
純

資
産

残
高

16
,06

7
△

 1
1,7

13
8,5

38
2,3

76
△

 4
3

△
 1

0
15

,21
5

　
⑷
　
資
金
収
支
計
算
書

	
（

単
位

：
億

円
）

支
　

　
　

出
収

　
　

　
入

収
　

　
支

１
　

経
常

的
収

支
の

部
10

,79
2 

１
　

経
常

的
収

支
の

部
13
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